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Ｊリーグ クラブ経営ガイド策定にあたって
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日頃より、Ｊクラブの経営に携わる皆様とスタッフの方々、そして株主・自治体・パートナー企業、ファン・サポーター等、様々なステークホル

ダーの皆様の熱い想いとご尽力のもと、Ｊリーグが運営できており、広く社会にサッカーという「作品」を届けられている事に改めて感謝申し上

げます。

近年、益々複雑化する国際情勢や気候変動・地震等による災害の発生といった不確実性が高まる環境の中で、これまで以上に魅力

的な作品を世界に届け続けるためには、Ｊリーグ・Ｊクラブ共に更なる挑戦が必要不可欠です。Ｊリーグは、2026-27シーズンからシーズ

ンを移行する事となりますが、『次の10年』で目指す姿、「アジアで勝ち、世界と戦うＪリーグ」「欧州リーグ選手とＪリーグ選手による日本代

表」「全Ｊクラブの売上を1.5-2倍へ」を実現するためにはクラブの経営力の向上は必須です。

Ｊリーグは、この「Ｊリーグ クラブ経営ガイド」をベースに主役たるＪクラブの支援を更に強化します。それぞれのクラブが、クラブ経営のバイ

ブルであるこのガイドを参考にし、原理原則や網羅的に体系化された経営領域、そして各クラブの最新の好事例を経営の実践に活かして

いただきたいと考えています。各クラブが経営の基礎力を高め、地域に応じた独自の発展、グローバル化に向けた成長を遂げる事を強く願い、

成長テーマである 『60クラブがそれぞれの地域で輝く』 や 『トップ層がナショナルコンテンツとして輝く』 のいずれも達成する事を固く信じていま

す。

また、Ｊリーグは、クラブ関係者のみならず、Ｊリーグの理念に賛同いただき、リーグやクラブの発展を通じて地域やこの国のスポーツ文化を

より豊かにしたいと願う全ての方々にとって、開かれた存在でありたいと考えています。「Ｊリーグ クラブ経営ガイド」は主にクラブ経営者向け

の内容ですが、2025年改訂版の発行と共にＪリーグ公式ホームページ（コーポレートサイト）にて公開致します。より多くの方にアクセスい

ただく事で、皆様の手によって更に磨かれ、より有益なものへと育っていく事を願っています。

私たちＪリーグは、ピッチ上のクオリティとスタジアムのスペック、ファン・サポーターの熱量によって、磨き上げられた「作品」が多くの方々に届き、

日本を元気にできると確信しています。このガイドを起点に、スポーツでもっと豊かな国になるように、共に進んでいきましょう。

Ｊリーグチェアマン 野々村 芳和
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2024年版からの改訂内容

◆ 2024年版からの主な改訂内容は以下の通り

直近データ

– の反映

クラブ経営に
おける原理原則

◆ 原理原則の5項目を6項目に再整理

◆ 各項目をより現実に即した内容に明確化

クラブ経営の
基礎知識

経営領域別
ガイドライン

◆ ガイドライン・目指すべき状態・根拠・重要な取り組みの更新

◆ 補足資料や多数のクラブ事例の追加・更新等

◆ Ｊリーグの戦略や制度等に関する最新状況に応じた修正

◆ クラブ経営情報等の直近データの反映

世界との比較
◆ 分析データの追加

◆ 海外クラブ・リーグとの比較データの更新
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付属資料
◆ 経営チェックリスト：本編更新内容に応じたアップデート
※ 用語集は付属資料（別ファイル）でなく、本編の中に必要な説明を記載



本ガイドの概要
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対象 ◆ 全Ｊクラブの経営者、今後クラブ経営を志す方

目的
◆ クラブ経営力のベースを高めるための手引きとして、クラブ経営における原則

や重要な取り組み等を共有する事により、各クラブの経営強化を支援する

活用法

◆ クラブ
– 経営の手引き、現状把握・自己評価のガイド
– 株主等によるクラブ役員選考時の参考資料
– クラブによるステークホルダーへの説明・プレゼン資料

◆ Ｊリーグ
– クラブ経営ワークショップ、クラブ支援時のツール
– 新任実行委員導入サポートの資料
– 新入会クラブ向け研修テキスト

◆ その他
– 公益財団法人スポーツヒューマンキャピタル（SHC）の教材・副読本
– スポーツ団体・教育機関等の教材
– 外部サーベイ設計時の参考資料



本ガイドの構成
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クラブ経営の
基礎知識

経営領域別
ガイドライン

クラブ経営に
おける原理原則

世界との比較

◆ クラブ経営にあたって基本的に理解しておくべきＪリーグの全体像や、クラ
ブ経営に関する基礎事項

◆ クラブ経営者が、Ｊクラブを経営するに際して認識しておくべき基本的か
つ共通的な原理原則

◆ 経営領域の枠組みに沿った33の個別詳細領域に関するガイドライ・目
指す姿・根拠や重要な取り組み、及び補足説明やクラブ事例等

◆ 『次の10年』で目指す姿を実現するため、現状のＪリーグと欧州5大リー
グを中心とした世界とのデータを比較

イントロダクション
◆ 目的、対象や内容のポイント等、本ガイドを活用する上で知っておく事が

望ましい事項

付属資料
◆ 本ガイドの内容を自クラブが実践できているかをチェックし改善につなげる

ための経営チェックリスト



本ガイドのポイント
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ポイント②
◆ クラブ経営者が認識すべき経営領域を網羅的に体系化

– 理想だけでなくクラブの実態を踏まえた内容
– Ｊリーグを取り巻く直近の環境変化も反映

ポイント①

ポイント③
◆ 全編を前から順に熟読しなくても活用可能

– 特に気になるパートから確認していく事も可能な構成
– 経営チェックリストを活用する事により、すぐに実践可能

◆ 原理原則にフォーカス
– 唯一無二の回答がないクラブ経営において、経営者が自ら考え

意思決定する上での拠り所
– 詳細なオペレーションマニュアルではなく、クラブ経営力のベースを高める

ための手引き

ポイント④

◆ 発行後も、状況に応じて継続的にアップデート
– 大きな枠組み・方針・基本ルールが変更された場合にアップデート
– 1年に1回、11月を目途に発行する事を基本にしておく
– 継続して活用していただけるガイド・チェックリストとしての工夫を検討



本ガイドの位置付け

◆ Ｊリーグが策定するルール、ノウハウ・ガイド、情報の全体像における位置付けは以下の通りである
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クラブライセンスとの補完関係

◆ クラブライセンス（CL）は5つの基準により経営を評価する事で与えられるリーグ（競技会）への参加資
格である。Ｊリーグ クラブ経営ガイドは経営者が理解しておくべき基本的な指針という、それぞれの位置
付けの違いがあるものの、内容（カバーする領域と求める要件）としては補完関係にある
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あ ら ゆ る 領 域

カバーする領域

求
め
る
要
件

CL基準外の領域
（スポンサー営業、商品化事

業、海外戦略、計画管理、クラ
イシスマネジメント 等）

【関係性の概念図】

CL基準外の領域
（サステナビリティ、ファン    

エンゲージメント、有料視聴
者獲得 等）

クラブライセンス

Ｊ リ ー グ ク ラ ブ 経 営 ガ イ ド

ク ラ ブ 経 営 ガ イ ド の 領 域

人事/
組織基準

施設基準競技基準 法務基準 財務基準

高

度 参
加
資
格

クラブライセンス（CL）の領域

限定的



活用ルール
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◆ 本資料（付属資料の経営チェックリスト含む）の著作権はＪリーグに帰属するものです。引用される際
は著作権法に則り出所等の明記をお願い致します。尚、転載、複製、改変、広範囲に及ぶ引用をご希
望される場合は、Ｊクラブ関係者はＪリーグ経営基盤本部、Ｊクラブ関係者以外はＪリーグ公式ホーム
ページ内の問合せフォームよりご連絡下さい

Ｊリーグ クラブ経営ガイドのクラブ・リーグにおける活用ルール

◆ Ｊリーグ クラブ経営ガイド

– クラブ・リーグ内においては、自由に展開・共有が可能です

– クラブ・リーグが外部（会議・研修・講演の目的等）で活用する場合は、経営基盤本部に事
前相談・報告をいただいた上で、展開・共有が可能です

※ 尚、上記の活用において、クラブ・リーグが資料の一部を流用したり、加工して活用される場
合は、経営基盤本部までご連絡いただければ、PPTデータ等をご提供させていただきます

◆ 経営チェックリスト（別ファイル）

– クラブ・リーグ内及び外部共に、全ての方が自由にご活用いただけます
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クラブ経営の基礎知識の構成
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Ｊリーグの存在

◆Ｊリーグ理念・Ｊリーグ百年構想
◆3つの使命（ミッション）
◆『次の10年』で目指す姿
◆Ｊリーグの成長テーマ

Ｊリーグの沿革

◆Ｊリーグの歴史
◆Ｊクラブ数の推移
◆Ｊリーグ事業規模の推移

Ｊリーグの位置付け
◆世界のサッカー組織とＪリーグ
◆世界のサッカーカレンダー

Ｊリーグの統制構造

◆Ｊリーグのガバナンス体制
◆重要な規約・規程・ルール
◆Ｊリーグクラブライセンス制度（概要）
◆シーズン移行期のクラブライセンス

財務基準

Ｊクラブの活動
◆Ｊクラブの年間活動
（主なスケジュール）

Ｊクラブの経済構造

◆Ｊクラブ及びＪリーグの収支構造
◆Ｊクラブの売上高
◆Ｊクラブの売上高構造
◆Ｊクラブの売上高詳細
◆Ｊクラブの売上原価・販管費

◆成長テーマを実現するための戦略
◆Ｊリーグのグローバル化に向けて
◆Ｊリーグのサステナビリティ

◆Ｊリーグ入場者の推移
◆競技力の成長

◆Ｊリーグと地域社会

◆2026年以降の選手契約ルール
◆2025年までの選手契約ルール
◆育成に関する制度・ルール

◆シーズン移行後のカレンダー

◆Ｊクラブの売上原価・販管費構造
◆Ｊクラブの売上原価・販管費詳細
◆Ｊクラブの競技成績とチーム人件費の

相関関係
◆Ｊクラブの売上高とフロント人件費の

相関関係



Ｊリーグ理念・Ｊリーグ百年構想

◆ これらは全てのＪリーグ関係者にとって最も重要で基本原則となる考え方であり、クラブ経営においても
常に念頭に置いておく必要がある
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一、 日本サッカーの水準向上及びサッカーの普及促進

一、 豊かなスポーツ文化の振興及び国民の心身の健全な発達への寄与

一、 国際社会における交流及び親善への貢献

Ｊリーグ理念

Ｊリーグ百年構想

〜スポーツで、もっと、幸せな国へ。〜

● あなたの町に、緑の芝生におおわれた広場やスポーツ施設をつくること。

● サッカーに限らず、あなたがやりたい競技を楽しめるスポーツクラブをつくること。

● 「観る」「する」「参加する」。スポーツを通じて世代を超えた触れ合いの輪を広げること。

Ｊリーグの存在



3つの使命（ミッション）

◆ 理念・百年構想の具現のため、Ｊリーグは競技的・事業的・社会的な3つの使命（ミッション）を担う

◆ クラブの経営は、競技成績が良いだけでも、事業の成功だけでも、社会的な価値を出すだけでも成立し
ない。普遍的な3つの使命（ミッション）は相互に影響しており、クラブによって地域事情・競技特性・株
主・事業ステージ等が異なるため、唯一絶対の正解はなく、バランスを取った経営をする事が重要となる
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競技的
ミッション

社会的
ミッション

事業的
ミッション

Ｊリーグの存在

【競技性⇒事業性】
チームの強さは事業拡大のエンジン

【事業性⇒競技性】
事業が成功すればチームも強くなる

【事業性⇒社会性】
クラブが地域課題の解決に貢献

【社会性⇒事業性】
地域の多様な資源で事業が持続

【社会性⇒競技性】
サポーター・地域のサポートがあってこそチームは強くなる

【競技性⇒社会性】
サッカーが街の日常と風景を変える

理念

百年構想



『次の10年』で目指す姿
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Ｊリーグの存在

◆ これまでの30年を踏まえ、その先の20年の更なる高みへと到達するために、まずは目指すべき状態として、
『次の10年』で目指す姿を描いた

アジアで勝ち、世界と戦うＪリーグ

⚫ ACLエリート：4年に2回優勝（＝クラブW杯に2クラブが参加）／ 出場全3クラブが毎年ベスト8以上

⚫ クラブW杯：ベスト8以上

⚫ トップクラブの経営規模：200億円

欧州リーグ選手とＪリーグ選手による日本代表

⚫ Ｊリーグの中に「世界基準」をつくる →“Ｊリーグで戦える” ＝ “世界で戦える” 事が示せる環境に

⚫ 日本代表のＪリーグ選手の割合30％（＝8名/26名）

全Ｊクラブの売上を1.5-2倍へ

⚫ トップラインを引き上げながら、それぞれのクラブがそれぞれの地域で輝く存在へ



Ｊリーグの成長テーマ

16

Ｊリーグの存在

◆ 次の10年で目指す姿を実現し、今後更に進化・発展するための基本となる2つの成長テーマを設定した

入場・視聴↑
スポンサー価値↑

リーグ価値・権料↑

【成長テーマ その1】

60クラブが
それぞれの地域で輝く

Ｊ１

Ｊ２・Ｊ３

【成長テーマ その2】

トップ層が
ナショナルコンテンツとして輝く

ローカル露出
拡大

フットボール
改革

各クラブの成長↑

人気・関心↑

競技水準向上↑

投資・配分投資・配分

競争・成長↑

クラブ収益↑

⚫全てのクラブが、それぞれの地域で成長する事で、Ｊリーグ全体の価値を向上

⚫そのために、各地域でのサッカー露出を圧倒的に増やし、関心・ファンを拡大を狙う

結果配分↑

⚫世界に伍するトップクラブが生まれる事で、Ｊリーグの成長を牽引

⚫そのために、FB改革のための投資と、明確な結果配分・競争促進を進める



成長テーマを実現するための戦略
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Ｊリーグの存在

◆ 成長テーマを実現するための戦略として、「世界と戦うフットボール」「海外からの収益獲得」「競争環境の
構築」「各地域での圧倒的な露出」、そして、「適切にスポーツを楽しめる環境作り」を立案した

世界と戦う

フットボール

● アジアで勝ち、世界と戦うフットボールへ。

● Ｊリーグの中に”世界基準”をつくる。「Ｊリーグからの日本代表増加」や「海外移籍の際の移籍金増加」に繋げていく。

● クラブとしてW杯ベスト8以上を目指す。

海外からの

収益獲得

競争環境の

構築

各地域での

圧倒的な露出

適切にスポーツを
楽しめる環境作り

● 海外からの収益によって現在の閉塞感を打破し、非連続な成長を目指す。

・ACL（＊2024-25シーズンから優勝賞金は3倍の約17億円に）やクラブW杯での賞金獲得

・海外からの移籍金収益の増加

・ナショナル（グローバル）コンテンツとなるクラブが登場する事による放映権料（海外/国内）の増加

● 世界と比較した中でのまだ短い歴史や、コロナ禍の影響もあり、なかなか「競争」へ舵を切る事ができていなかった。

● カテゴリーごとの配分金比率を欧州に近づけ、Ｊ１の水準を高める。

● 一方で、Ｊ２・Ｊ３も含めた全クラブが適切なステップで成長できるよう、各リーグのクラブ数変更や、新理念強化配分金を導入。

● また、トップクラブはその分、新ルヴァンカップ等で、下位カテゴリーへの価値還元も同時に行う。

● 全クラブがそれぞれの形で1.2倍→1.5倍→・・・と成長を目指す。

● そのためのフックとして、まずテレビ等での露出量を圧倒的に増やす施策を実施。

● その露出を軸に、リーグもサポートをしながら、クラブごとのスタイルでファン増加・収益増加を目指していく。

● 理念にはサッカーの水準向上や普及促進だけでなく「豊かなスポーツ文化の振興」「国民の心身の健全な発達への寄与」がある。

● Ｊリーグが率先して「降雪地域でもスポーツが楽しめる環境作り」を進めていきたい。

● また、気候変動下においても全国各地域でスポーツが楽しめる環境の維持構築に努めたい。



Ｊリーグのグローバル化に向けて

18

Ｊリーグの存在

◆ 『次の10年』で目指す姿を実現するには、Ｊリーグのグローバル化は必須となる。現在の世界基準である
欧州フットボール市場とＪリーグ・Ｊクラブのタッチポイント（接点）を様々な領域で増やし、情報・人材・
お金のやり取りを増やす事でＪリーグの戦略を加速させるため、欧州拠点を設置、取り組みを推進する

グローバル
プレゼンスの向上

FB強化・育成 事業・経営

欧州拠点Ｊリーグ 全体

•制度・仕組みの見直し

•助成金や補助メニュー提供

•配分金制度

•マスメディア露出

•その他各部でのクラブ支援

Ｊリーグの戦略推進、課題解決
のための事業・施策を実施

+



Ｊリーグのサステナビリティ
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【地域経済の衰退】

◆ 60クラブがそれぞれの地域で輝くためには、地域の社会・経済に活力があり、持続可能である必要がある。
そのためには、全ての人が尊重され、自分らしく生きられる社会の実現が重要となる。また、地球温暖化
から地球沸騰化と言われる今、気候変動により社会の基盤、生活の土台が脅かされる中では、安心し
てスポーツを楽しむ事はできなくなるため、地球環境の持続可能性にも取り組む必要がある

Ｊリーグの存在

【大雨等による試合開催への影響】

ホ
ー
ムタウン

PEOPLE

PLANET

COMMUNITY

インクルーシブな社会へ

子ども／高齢者／
障がい者／外国人 etc.

気候アクション

カーボンニュートラル／
学びの場／社会システム
チェンジの促進

地域コミュニティの
醸成

相互理解／相互扶助／
地域住民のつながり／
ソーシャルキャピタル



Ｊリーグの歴史

◆ 1993年の開幕から、様々な課題や環境の変化を乗り越えつつ着実な成長を遂げてきた

20

Ｊリーグの沿革

Ｊリーグ

開幕
• リーグ運営事務局の設立

• リーグ運営の規約整備

• リーグのブランド構築

日本に合ったサッカー文化

の醸成

• 参入基準・クラブライセンス制度の確立

• リーグ構成の整備（Ｊ２・Ｊ３制度・

入替戦）

クラブ数増加と共に、プロリーグ・

プロクラブ運営上の課題への対応

• 海外戦略の策定

• デジタル化の推進

• マーケティング共通基盤の確立

• コンテンツの戦略活用

グローバル化・デジタル化

への対応

• パートナーとの協働、新たなパート

ナーシップのあり方

• 社会連携本部「シャレン！」の設立、

「Ｊリーグをつかおう！」プロジェクトの

開始

共創プラットフォームへ

2022年1996年

Jリーグ百年構想発表

1999年

Ｊ２開幕

2017年

DAZN配信開始

企業チームから地域に密着したチームへ

• チーム名に企業名を含めず、「地域名＋愛称」に統一

• 大企業頼みの経営からの脱却

国内のみならずアジアサッカーへの貢献

• アジア全体のサッカーレベル強化・市場拡大に向けてＪリーグのノウ
ハウを無償提供、 アジア各国と強固なパートナーシップの構築

全試合デジタル配信サービス開始

• 国内スポーツの先駆けとして世界にＪリーグ全試合のデジタル配信

新しいスポーツ文化の醸成

• サッカーだけでなく、あらゆるスポーツを誰もがする、観る、語る、
応援するといった、生活に根付いたスポーツのかかわりの推進

16クラブ 26クラブ 54クラブ 58クラブ

社会連携を強化

10クラブ

1993年

• 成長テーマ

• ガバナンス改革

• 10年後の目指す姿

• シーズン移行決定

ガバナンス改革・シーズン移行決定

2023年

60クラブ

社会連携の中核としてのサステナビリティへ

• スポーツを楽しめる持続可能な環境作りとし
て、気候アクションを推進

フットボール改革

2026/27年

• 2026/27シーズンから

シーズンを移行

Ｊリーグのグローバル化に向けた取り組み

• 世界と戦うために、欧州拠点を設置し、
国内外でＪリーグの事業・戦略を推進



Ｊクラブ数の推移

◆ 10クラブからスタートしたＪリーグは、日本全国に活動を広げており、2025年現在、Ｊ１からＪ３までの
計60クラブが41都道府県をホームタウンとして活動している

湘南ベルマーレ

1993年

10クラブ
・8府県

Ｊ１：20クラブ
Ｊ２：20クラブ
Ｊ３：20クラブ
計60クラブ
・41都道府県

北海道コンサドーレ札幌

ベガルタ仙台

鹿島アントラーズ

浦和レッズ

FC東京

川崎フロンターレ

横浜F・マリノス

松本山雅FC

ジュビロ磐田

名古屋グランパス

ガンバ大阪

セレッソ大阪

ヴィッセル神戸

サンフレッチェ広島

サガン鳥栖

大分トリニータ

モンテディオ山形

水戸ホーリーホック
栃木SC

大宮アルディージャ

ジェフユナイテッド千葉

柏レイソル

東京ヴェルディ

FC町田ゼルビア

横浜FC

ヴァンフォーレ甲府

アルビレックス新潟

ツエーゲン金沢

FC岐阜

京都サンガF.C.

ファジアーノ岡山

レノファ山口FC

愛媛FC

アビスパ福岡

V・ファーレン長崎

鹿児島ユナイテッドFC

FC琉球

ヴァンラーレ八戸

栃木シティ

ブラウブリッツ秋田

福島ユナイテッドFC

ザスパ群馬

高知ユナイテッドSC

SC相模原

AC長野パルセイロ

カターレ富山

藤枝MYFC

アスルクラロ沼津

ガイナーレ鳥取

ギラヴァンツ北九州

ロアッソ熊本

鹿島アントラーズ

浦和レッズ

ジェフユナイテッド市原

サンフレッチェ広島

ガンバ大阪

名古屋グランパス

清水エスパルス

横浜フリューゲルス
横浜マリノス

ヴェルディ川崎

2025年

テゲバジャーロ宮崎

FC今治

清水エスパルス

奈良クラブ

FC大阪

徳島ヴォルティス
カマタマーレ讃岐
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Ｊリーグの沿革
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0
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400
その他 商品化権料
入会金・会費 協賛金
公衆送信権料

Ｊリーグ事業規模の推移

◆ 配分金の原資でもあるリーグ収益は公衆送信権【注1】料増により2017年以降大きく伸びており、クラブ収
益もスポンサー収入の伸び等を背景に2022年以降毎年最高売上高を更新し続けている

Ｊリーグの売上高推移
（単位：億円）

Ｊクラブの売上原価・販管費推移 （クラブ別の個別経営情報が開示された2005年以降）

※2011年は決算期変更のため9ヶ月間で表示

Ｊリーグの沿革

22

注1：著作権の一部として公衆によって直接受信される事を目的として著作物の送信を行う事ができる権利、及び、著作権者以外の公衆送信行為を規制する権利
出所：Ｊリーグ開示資料に基づきSHCが作成

（単位：億円）
コロナ禍の影響

による減収

DAZNとの契約に伴う
公衆送信権料の増加



0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000
Ｊ１リーグ平均
Ｊ２リーグ平均
Ｊ３リーグ平均

Ｊリーグ入場者数の推移

◆ 2019年には史上初のＪ１平均2万人及びリーグ全体では長年の目標であった「イレブンミリオン」を達
成し、その後2020年以降はコロナ禍の影響により大幅な減少を経緯するも、2024年には完全回復が
見られ過去最高入場者数を記録した

年間総入場者数推移

平均入場者数推移（リーグ戦）

（千人）

（人）

Ｊリーグの沿革

コロナ禍の影響
による減収

23出所：Ｊリーグ開示資料に基づきSHCが作成
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開催年 2002-03 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023-24 2024-25

大会 第1回 第2回 第3回 第4回 第5回 第6回 第7回 第8回 第9回 第10回 第11回 第12回 第13回 第14回 第15回 第16回 第17回 第18回 第19回 第20回 第21回 第22回

出場枠 2 2 2 2 2 2+1 4 4 4 4 4 4 3+1 3+1 3+1 3+1 2+2 2+2 2+2 2+2 2+2 2+2

優勝

準優勝

ベスト4

ベスト8

ベスト16

ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ｽﾃｰｼﾞ

プレーオフ

ACL2

ベスト
8

開催年 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2025

成績

開催
なし

開催
なし

出場
なし

出場
なし

3位 3位 出場
なし

出場
なし

4位 5位 出場
なし

出場
なし

3位 準優勝 5位 4位
なし 出場

なし
出場
なし

出場
なし

開催
なし

4位 ｸﾞﾙｰﾌﾟ
ｽﾃｰｼﾞ

競技力の成長

◆ Ｊリーグは日本サッカーの水準向上に大きく貢献してきたが、「アジアで勝ち、世界と戦うＪリーグ」を目指
す上では、各クラブにおける強化・育成への取り組みが重要となる

24

Ｊリーグの沿革

回 開催年 開催国 最終成績 グループステージ成績

14 1990年 イタリア 予選敗退

15 1994年 アメリカ合衆国 予選敗退

16 1998年 フランス 本大会出場→グループステージ 4位敗退（勝点0）

17 2002年 韓国/日本 本大会出場→ベスト16 1位通過（勝点7）

18 2006年 ドイツ 本大会出場→グループステージ 4位敗退（勝点1）

FIFAワールドカップ成績 ８大会連続で本大会出場

2大会連続で優勝

回 開催年 開催国 最終成績 グループステージ成績

19 2010年 南アフリカ共和国 本大会出場→ベスト16 2位通過（勝点6）

20 2014年 ブラジル 本大会出場→グループステージ 4位敗退（勝点1）

21 2018年 ロシア 本大会出場→ベスト16 2位通過（勝点4）

22 2022年 カタール 本大会出場→ベスト16 1位通過（勝点6）

23 2026 北中米カリブ海 ー ー

FIFAクラブワールドカップ成績

ACL成績



世界のサッカー組織とＪリーグ

◆ Ｊリーグ及びＪクラブは地域に密着していると共に、世界のサッカー組織とも密接につながっている

25

Ｊリーグの位置付け

国際サッカー連盟（FIFA）

ヨーロッパ
サッカー連盟

南米
サッカー連盟

オセアニア
サッカー連盟

9地域
サッカー協会

東アジア
サッカー連盟

47都道府県
サッカー協会

北中米カリブ海
サッカー連盟

アジア
サッカー連盟

公益財団法人
日本サッカー協会（JFA）

アフリカ
サッカー連盟

日本プロサッカーリーグ（Jリーグ）

日本フットボールリーグ（JFL）
日本クラブユースサッカー連盟

日本女子プロサッカーリーグ（WEリーグ）
その他・各種サッカー連盟



世界のサッカーカレンダー

◆ 2030年までのサッカーカレンダーは以下の通り。AFCチャンピオンズリーグ（ACL）は2023年シーズンか
ら秋春制に移行し、春秋制のＪリーグとシーズンのずれが生じる事となった。Ｊリーグは、2026年よりシー
ズンを移行する事を決定した

26

Ｊリーグの位置付け

カタール カナダ、メキシコ モロッコ、スペイン、ポルトガル サウジアラビア

アメリカ共催 アルゼンチン、ウルグアイ、パラグアイ共催

オーストラリア、 ブラジル

ニュージーランド共催

パリ ロサンゼルス

カタール サウジアラビア

日本 韓国

FIFAクラブワールドカップ

アメリカ 開催国未定

FIFAインターコンチネンタルカップ

（毎年12月開催） カタール 開催国未定 開催国未定 開催国未定 開催国未定 開催国未定

AFCチャンピオンズリーグ

（ACLElite, ACL2） 2022 秋春制へ

決勝 シーズン移行

Ｊリーグ

シーズン移行

2034

AFCアジアカップ

EAFF E-1サッカー選手権

FIFAワールドカップ

FIFA女子ワールドカップ

オリンピック

2028 2029 20302022 2023 2024 2025 2026 2027



Ｊリーグ

事業会社

外部収益獲得機能

• リーグ&大会運営機能（試合運営、ルール、強化、育成、普及）
• プラットフォーマー機能（権利集約、資金配分、全体価値向上、ク

ラブ指導/サポート、リスク管理/ガバナンス、対外折衝/発信等）
• スポーツ文化振興、社会貢献機能

JFA

• 日本代表チーム編成機能（各カテゴリー代表等）
• 競技会開催機能（各種全国大会、地域大会等）
• 指導普及機能（指導者養成、審判養成、選手強化・

育成、グラスルーツ、登録普及等）
• スポーツ文化振興、社会貢献・国際貢献機能

Ｊクラブ

J１

J２

J３

Ｊクラブは公益Ｊの株主的存在
（=社員）

FIFAWLA 【注1】 

AFC他国リーグ

他スポーツ

ＪクラブはJFAの株主的存在
（=評議員）

各MA 【注1】 

中央官庁

47都道府県FA

９地域FA

関連団体各種連盟

FAはJFAの株主的存在
（=評議員）

従業員
ファン・

サポーター
行政株主 サプライヤー

スポンサー・
パートナー

NPO
ボランティア等

選手・監督
・コーチ

メディア 他

地域社会・市民

注1：WLA World Leagues Associationの略。プロサッカーリーグを世界レベルで代表し、政治やスポーツ団体と協力関係を築く事をミッションに作られた組織
注2：MA Member Associationの略。上部組織（FIFAやAFC等）に加盟する各国のサッカー協会

Ｊリーグと地域社会

◆ ＪリーグはＪクラブによって構成され、JFAや地域／都道府県FAと共に日本のフットボール界を構成して
いるが、そのＪクラブや地域／都道府県FAも、ファン・サポーターをはじめとする地域社会・市民によって
支えられ、存在できている

27

Ｊリーグの位置付け



Ｊリーグのガバナンス体制

◆ 社員総会、理事会、経営会議と3つの会議体があり、クラブ、社外理事、外部監査人等により、
牽制機能が維持されている

28

Ｊリーグの統制構造

規律委員会

社員総会（クラブ）

理事長
(チェアマン）

執行役員

各部門

実行委員会（クラブ）

法務・
コンプライアンス部

クラブ

ホットライン
（外部弁護士）

外部監査

監督

決
議
・
承
認

付
議
・
報
告

相談・報告

会計監査

指揮・伝達

内部監査部

相談

相
談

連
携

連携

連
携

連
携

連
携
・
報
告

理事の選任・解任選任・解任

理事会

違反行為者

監事
（常勤+非常勤）

連携

監査・改善要望

裁定委員会

JFA
不服申立委員会

理事長
(チェアマン）

処
分
の
決
定

処
分
の
決
定

諮
問

答
申

【経営会議】

役員指名報酬
委員会

諮問

選
任
・
解
任
・
監
督

答申

報告

上
申
可



経営において注意する事項

◆ 組織関連 

– 新規大口株主発生
– 「関連する会社等」変更

– 実行委員変更
– 登録資格者変更

(監督等)
– オフィサー変更

◆ 運営関連

– 試合実施要項
– 入場者数カウント
– 商標・名称変更
– ホームタウン変更
– 入場制限

◆ 危機発生

– 選手事案
– 職員事案
– 労務問題
– コンプライアンス事案
– サポーター関連事案
– 株主事案
– 不祥事案件
– 災害・事故

◆ 財務関連

– 債務超過・赤字
（財務基準）
– 未払い給与
– 融資制度
– 情報開示
– 業界税務
（補填・外国籍選手）

重要な規約・規程・ルール

◆ Ｊリーグには、遵守すべき重要な規約・規程・ルールが存在し、クラブは経営において注意する事項を
含めて、充分に認識しておく必要がある
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重要な規約・規程・ルール

◆ 定款

– Ｊリーグ設立にあたって作成が義務付けられている 「憲法」 にあたるもの
– 記載項目：名称、所在地、目的、会員、総会、役員・特任理事、

理事会、実行委員会、事業年度、公告方法等

◆ Ｊリーグ規約

– 定款に基づき、Ｊリーグの組織及び運営に関する基本原則を定めたもの
– 記載項目：組織、Ｊクラブ、競技、選手、登録及び移籍、監督・コーチ及

びアカデミーダイレクター、審判員、付随事業、紛争解決、懲罰

◆ 各種規程・要項・規則

– Ｊリーグ規約に基づき、各事項に関するルールを定めたもの
– 主な規程：理事会規程、実行委員会規程、Ｊリーグ配分金規程、

     リーグ戦安定開催融資規程、大規模災害時補填規程、
Ｊ１・Ｊ２・Ｊ３リーグ戦試合実施要項、旅費規程、ユニフォーム要項、
Ｊリーグスタジアム基準、Ｊ3クラブライセンス交付規則、懲罰規程

◆ Ｊ１・Ｊ２クラブライセンス交付規則
Ｊ１・Ｊ２クラブライセンス交付規則運用細則

Ｊリーグの統制構造



Ｊリーグクラブライセンス制度（概要）

◆ 制度の目的は以下の通り。クラブライセンスは3種類で、Ｊ１・Ｊ２クラブライセンスは第三者機関により
判定され、Ｊ３クラブライセンスは理事会により判定される。また、審査基準は5つあり、Ｊ１・Ｊ２クラブ
ライセンスでは、それぞれの規則が3つの等級に分かれている

30

クラブライセンスの種類 内 容 判定者

Ｊ１クラブライセンス Ｊ１〜Ｊ３全リーグに参加できる資格 FIB（クラブライセンス第一審機関）及びAB（上訴機関）
※Ｊリーグとは独立した第三者機関

Ｊ２クラブライセンス Ｊ２・Ｊ３全リーグに参加できる資格 FIB（クラブライセンス第一審機関）及びAB（上訴機関）
※Ｊリーグとは独立した第三者機関

Ｊ３クラブライセンス Ｊ３リーグに参加できる資格 Ｊリーグ理事会

基準 等級（Ｊ1・Ｊ2クラブライセンス）

競技基準

A等級：充足する事が必須

B等級：充足する事が必須（充足できない場合は制裁が科され得る）

C等級：充足する事が望ましい（充足できない場合も制裁が科されない）

施設基準

人事体制・組織運営基準

法務基準

財務基準

◆日本サッカーのさらなる水準の向上

◆クラブの経営のさらなる安定化及び組織運営体制の充実

◆ JFA及びＪリーグの諸規程の他、各種法令、諸規則の遵守

◆安全で充実した機能を備え、サービスの行き届いた観戦環境及びトレーニング環境の整備

◆シーズンを通じた国内及び国際的な競技会の継続性の維持

◆競技会における財務上のフェアプレーの監視

制度の目的

Ｊリーグの統制構造

※AFCライセンスは、競技面でACL出場資格を満たしたクラブに対して別途審査が行われる



Ｊリーグの統制構造シーズン移行期のクラブライセンス財務基準

◆ 2025年度の財務基準は、2025年度決算(2026年1月期)を期限として債務超過が解消されていな
ければならない
(シーズン移行にあわせて、2026年6月までの17ヶ月決算とする場合は、2026年1月での債務超過解
消は猶予する)

◆ 2026特別シーズン、2026/27シーズンに係る決算期においては、決算期や各種契約タイミングの変更
等シーズン移行が財務状況に与えるインパクトが大きいと思われるため、特例措置として、債務超過、3
期連続赤字をライセンス交付の判定対象としない事とする

◆ その後、1年間の猶予期間を踏まえて、2028/29シーズンの決算(2029年6月期)より元の基準に戻す
事とする
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1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

25シーズン 26/27シーズン 27/28シーズン

25年 26年 27年 28年

26シーズン

(移行期の大会)

26年1月期
27年6月期

28年6月期

債務超過の解消期限 特例措置 猶予期間

• 債務超過、3期連続赤字をライセンス交付の
判定対象としない

• 債務超過が解消されていなくてもよいが、
前年度より債務超過額が増加してはい
けない

• 新たに債務超過に陥ってはいけない

• 3期連続赤字のカウントをスタートする

【1月決算→6月決算に変更するクラブのイメージ】

判定 判定 判定

中間決算 中間決算

26特別シーズン 27/28シーズン26/27シーズン



2026年以降の選手契約ルール

◆ 改定の概要

①プロ契約におけるABC区分を撤廃 ＊2026シーズンから

②プロ契約締結初年度の報酬上限規制を緩和 ＊2026シーズンから

－基本報酬1,200万円（消費税別）＋支度金 500万円（消費税別）

③プロ契約の基本報酬の下限を新設 ＊2026/27シーズンから

－Ｊ１リーグ：480万円 / Ｊ２リーグ：360万円 / Ｊ３リーグ：240万円 （いずれも消費税別）

－プロ選手の最低人数を各クラブ20名以上に設定

－18歳以下のプロ契約選手は、年俸下限の例外対象とする事もできる

32
出所：Ｊリーグリリース 『選手契約制度の改定について』 https://www.jleague.jp/news/article/28943

Ｊリーグの統制構造

項目 改定前 改定後

登録区分 プロA、プロB、プロC、アマチュア プロ、アマチュア

プロ契約初年度の

基本報酬上限

プロCは年額460万円

＊プロA初年度は年額670万円
年額1,200万円

プロ契約初年度の

変動報酬上限

・プロA：制度の主旨を逸脱しない範囲で設定

・プロB：

初年度に限らず、出場プレミアムは、１試合当たり47,620円

・プロC：

初年度に限らず、出場プレミアムは、１試合当たり47,620円

＊その他、勝利給に関する上限ルールあり

同クラブ内で基本報酬が同等の選手と同水準を上

限に設定

支度金
「独身/既婚」、「扶養の有無」に基づいて区別する上限金額を設定。

上限金額：380〜500万円
全選手一律で上限金額500万円

プロ契約の

基本報酬下限
下限なし

Ｊ１：年額480万円

Ｊ２：年額360万円

Ｊ３：年額240万円

プロ選手の

最少登録人数

Ｊ１：20名以上、うちプロA 15名

Ｊ２：プロA 5名

Ｊ３：3名

各クラブ20名

シーズン 期間

2026 2026年2月1日〜2026年6月30日

2026/27 2026年7月1日〜2027年6月30日

※シーズン移行に伴い、登録ウインドーも変更予定

■各シーズンの期間

https://www.jleague.jp/news/article/28943


2025年までの選手契約ルール

◆ 登録ウインドー：Ｊクラブへの選手登録（移籍）は、原則、年2回の登録ウインドーでのみ可能である

①1月〜3月第４水曜日までの66日間 ②7月〜8月第３水曜日までの45日間

◆ 契約：満16歳以上の選手がプロ契約可能

最長の契約期間は5年間（18歳未満は3年間）

◆ シーズン期間：2月1日より翌年1月31日までの1年間
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出所： 『サッカー選手の登録と移籍等に関する規則』、『プロサッカー選手の契約、登録および移籍に関する規則』（JFA）

登録
区分

選手種類 人数制限 契約締結条件 報酬 トレーニングコンペンセーション

プ

ロ

統

一

契

約

選

手

プ

ロ

Ａ

選

手

右記の契約締結
条件を満たし、クラブ

 とプロA契約を締結
 した選手

25名以内
規定試合出場

または
プロC契約を3年経過

基本報酬
  460万円/年以上

ただし、A契約初締結時は
  670万円/年以下とする

変動報酬
制限なし

プロA契約提示時：
 算出基準による

プロB契約、または、現報酬の50%未満のA契約提示時：
 30万円×在籍年数

クラブに契約更新する意思がない場合：無し

プ

ロ

Ｂ

選

手

プロA契約締結条件
 を満たしたが、プロA
 契約を締結しない
 プロ契約選手

制限なし 同上

基本報酬
  460万円/年以下

変動報酬
制限なし
ただし、出場プレミアムを設定する
場合は47,620円/試合以下とする

プ

ロ

Ｃ

選

手

プロA契約締結条件
 を満たしていない
 プロ契約選手

制限なし なし

基本報酬
   460万円/年以下

変動報酬
出場プレミアム（47,620円/試合

  以下）・勝利プレミアムのみ可

現基本報酬を下回らないC契約、またはA契約提示時：
 算出基準による

現基本報酬を下回るC契約、またはB契約提示時：
 30万円×在籍年数

クラブに契約更新する意思がなかった場合：無し

その他

統一契約以外の契約を締結
した外国籍選手

プロA選手
として扱う

なし －
－

法人と雇用契約のみを締結
 した選手（社員選手）

制限なし － － 30万円×在籍年数

アマ
チュア

アマチュア
選手

報酬または利益を目的とする
 ことなくプレーする選手

制限なし － － ※トレーニング費用

Ｊリーグの統制構造



育成に関する制度・ルール

◆ 育成に関する補償制度、国内移籍及び国際移籍に関するルールは以下の通りである

◆ 趣旨

– 優れた選手を育てたクラブに対し、利益を還元し分配する

– 若い選手を育てるクラブに「やる気」を与え、「育てる」事を奨励する

– 、

トレーニング補償金（アマチュアからプロ）
・25歳の年度終了までのプロ契約について、契約クラブが12〜22 歳における所属チームへ支払う

国内移籍（JFA規則）

Ｊリーグの統制構造

トレーニング補償金（プロからプロ）
・23 歳のシーズン終了までにプロからプロとして移籍について発生する
・移籍先クラブが移籍元クラブへ支払う(移籍元クラブにおける12〜21歳の育成期間に対して)
・移籍先カテゴリーに応じて金額が設定されている

出所： 『サッカー選手の登録と移籍等に関する規則』、『プロサッカー選手の契約、登録および移籍に関する規則』 （JFA）
『Regulations on the Status and Transfer of Players』（FIFA）

国際移籍（FIFA規則）
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トレーニング補償金（Training Compensation）
・最初にプロ選手として国際移籍した場合は、12歳から21歳の時の所属クラブへ支払う
・プロ選手として2回目以降の国際移籍（23歳以下）の場合は、直前の所属クラブのみに支払う

連帯貢献金（Solidarity Contribution）
・国際移籍及び異なる協会に加盟するクラブが育成した選手の国内移籍が対象
・移籍補償金の５％を控除し、12 歳〜23歳時の所属クラブへ決められた割合で分配される
・移籍時の選手の年齢は問わない



経営領域 1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 翌1月 翌2月 翌3月 翌4月 翌5月 翌6月

フ
ッ
ト
ボ
ー
ル

競技運営

強化

育成

普及

to
C

集客・チケット
ファン対応

事
業
強
化

スポンサー
営業

商品化事業

経
営
基
盤

計画管理
財務

（1月決算を想定）

組織人事

サ

ス

テ

ナ

ビ

リ

テ

ィ

気候アクション

インクルーシブ
地域コミュニティ

Ｊクラブの年間活動（主なスケジュール）
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試合毎予実管理（PDCA)

リーグ戦

リーグカップ
またはACL

天皇杯

キャンプ

移籍ウインドー 移籍ウインドー

各年代リーグ戦 ★各年代PO・全国大会

★新体制発表会

★ファン感謝デー

新規開拓・既存対応 次年度分交渉

次年度分募集

次年度分企画立案・サプライヤー交渉

★棚卸チェック

決算業務 ★株主総会、決算公告 次年度予算策定・各部ヒアリング

来期編成検討

★クラブ経営情報開示

契約更新・新規契約

★試合日程発表

＊来期昇格選手内定

シーズンチケット販売

終了報告・お礼 新年挨拶

★スーパーカップ

中間編成検討

契約更新

★ライセンス申請 ★ライセンス交付
月次予実管理（PDCA)

★異動

人事考課・面談中間面談目標設定・面談 目標設定・面談

次年度採用計画

★棚卸チェック

コーチ契約更新

コーチ契約更新

GW 夏休みホーム開幕戦年間集客計画確定

シーズンチケット販売(前年から）

各種サステナビリティ活動

当年度分募集

選手・スタッフ契約更新

Ｊクラブの活動

終了報告・お礼 新年挨拶

★ACL決勝

★クラブユース選手権（U-18/U-15）

次年度事業計画作成

特別大会

集客計画
ホーム最終戦 特別大会

新規開拓・既存対応

新シーズンユニ受注 新シーズンユニ受注

★ライセンス申請 ★ライセンス交付

決算業務 ★株主総会、決算公告

編成検討

移籍ウインドー



シーズン移行後のカレンダー

◆ 2026年を移行期とし、2026年より円グラフの通り、8月1週頃に開幕、ウインターブレークを挟み、翌年の５月
最終頃に閉幕とするシーズンに移行する事を決定した

◆ シーズン移行に向けて、2026年2月から6月までは特別大会を開催する

3636

現在のシーズン

● 2月3週頃に開幕

● 12月1週頃に閉幕

シーズン移行後

● 8月1週頃に開幕

● 5月最終頃に閉幕

● 降雪期間はウィンターブレーク

・12月2週頃まで試合を実施

・2月3週頃に試合を再開

1月

2月

3月

4月

5月

6月

7月

8月

9月

10月

11月

12月

開幕

Ｊ１リーグは8年に3回ペースで中断
（W杯・アジア杯が開催されるため）

シーズンオフ

開幕

2月の試合期間は変更なし

12月は1週程度長く試合を開催

Ｊリーグの活動



Ｊクラブ及びＪリーグの収支構造

◆ Ｊクラブは、リーグ配分金の他、スポンサー収入や入場料・物販収入、スクール・アカデミー等の収益を得
て、試合運営、チーム強化、アカデミー運営、管理等に使用している

◆ Ｊリーグは、各クラブから入会費や年会費を集める他、公衆送信権料や、協賛金収入等を得ている
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Ｊクラブの経済構造

toＣ領域

事業強化領域

サステナビ
リティ領域



Ｊクラブの売上高

◆ 24年度の売上高は、スポンサー収入の増減の影響が色濃く、Ｊ1・Ｊ３は増収に伴う最高売り上げを
記録、反面減収のＪ２は昨年を下回る結果となった

38

Ｊクラブの経済構造

Ｊクラブの売上高
（2019～24年度、カテゴリー別平均）

（百万円）

出所：クラブ経営情報開示（2019年度〜2024年度）に基づきSHCが作成
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スポンサー収入 入場料収入 Ｊリーグ配分金 移籍補償金等収入 アカデミー関連収入 女子チーム関連収入 物販収入 その他収入 合計

Ｊ1 Ｊ2 Ｊ3

注：24年度より「移籍補償金等収入」を「その他収入」から分離し新項目として記載



Ｊクラブの売上高構造

◆ スポンサー収入依存の傾向は変わらず、全体の50％前後の割合を占める。直近Ｊ１・Ｊ３ではスポン
サー収入への依存度が減少傾向であったが、24年度は再度上昇
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Ｊクラブの収益構造
（ 2019～24年度、カテゴリー別、平均、構成比）

0%

20%

40%

60%

80%

100%

スポンサー収入 入場料収入 Ｊリーグ配分金 移籍補償金等収入 アカデミー関連収入 女子チーム関連収入 物販収入 その他収入

44.7% 51.0% 47.2% 56.1% 58.4% 56.2% 54.3% 60.7% 59.9%46.9% 42.8% 48.9% 52.5% 53.6% 53.0%

Ｊ１ Ｊ２ Ｊ３

Ｊクラブの経済構造

45.0% 52.5% 56.9%

出所：クラブ経営情報開示（2019年度〜2024年度）に基づきSHCが作成

注：24年度より「移籍補償金等収入」を「その他収入」から分離し新項目として記載



Ｊクラブの売上高詳細

◆ クラブの経済構造を理解するにあたっては、各科目の内容について充分理解しておく必要がある
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大科目 内容
Ｊ1平均 Ｊ2平均 Ｊ3平均

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2019 2020 2021 2022 2023 2024

スポンサー
収入

①トップチームユニに掲示する協賛金
②その他協賛金（練習着、看板、その他
宣材、活動理念）

2,213 1,950 1,962 2,283 2,228 2,447 928 839 846 846 1,076 937 252 281 303 358 347 484

入場料
収入

①シーズンチケット
②その他（単券、優待券等）

926 324 399 704 961 1,086 199 117 153 175 246 268 35 21 23 52 56 86

Ｊリーグ
配分金

①クラブ支援費
（アカデミー支援、事業協力、ACL参加
補助、降格救済等）
②公衆送信権料
③商品化権料

524 529 489 489 344 394 157 159 160 185 135 112 40 39 29 51 36 24 

移籍補償金
等収入

①移籍補償金、期限付移籍補償金
（国内外クラブからの収入）
②トレーニング補償金、連帯貢献金
（国内外クラブからの収入）

0 0 0 0 0 490 0 0 0 0 0 140 0 0 0 0 0 14

アカデミー
関連収入

①スクール収入
②その他アカデミー関連収入（単発クリ
ニック、大会関連等）

163 135 126 136 148 152 87 60 72 69 77 76 38 21 27 40 46 58 

女子チーム
関連収入

①スポンサー収入、入場料収入等 ー ー ー 19 36 73 ー ー ー 38 36 13 ー ー ー 13 13 26 

物販
収入

①グッズ販売収入、委託手数料、ロイヤリ
ティ【注1】等

436 412 364 417 556 593 97 86 108 117 151 156 25 24 32 51 53 69 

その他
収入

①賞金
②移籍金収入【24年度から別項目記
載】
③サプライヤー契約収入
④ファンクラブ・後援会収入
⑤イベント出演料
⑥その他

688 540 819 815 928 689 187 172 169 298 327 223 74 77 92 103 104 104 

収入合計 4,9513,890 4,159 4,864 5,201 5,9241,655 1,433 1,509 1,728 2,048 1,926 464 463 506 668 655 865

Ｊクラブの経済構造

（百万円）

注1：「特許権」「商標権」「著作権」等の権利の使用料
出所：クラブ経営情報開示（2019年度〜2024年度）に基づきSHCが作成



Ｊクラブの売上原価・販管費

◆ 24年度も引き続き売上原価・販管費は増加傾向にある。Ｊ１・Ｊ3は費用増を収益増の範囲内に、
Ｊ２は収益減に合わせて費用も減少しており、費用管理が機能していると言える
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（百万円）

Ｊクラブの売上原価・販管費
（2019～24年度、カテゴリー別平均）
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チーム人件費 試合関連経費 トップチーム運営経費 移籍関連費用 アカデミー運営経費 女子チーム運営経費 物販関連費

Ｊクラブの経済構造

Ｊ1 Ｊ2 Ｊ3

出所：クラブ経営情報開示（2019年度〜2024年度）に基づきSHCが作成

注：24年度より「移籍関連費用」を「チーム人件費」から分離し新項目として記載



0%
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80%
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チーム人件費 試合関連経費 トップチーム運営経費 移籍関連 アカデミー運営経費 女子チーム運営経費 物販関連費 販売費および一般管理費

◆ カテゴリーによる高低差はあるものの、全体として、チーム人件費とトップチームに関わる費用が大きな割
合を占めている。 新設の移籍関連費用はＪ１では大きな割合を占めるものの、Ｊ２・Ｊ3では軽微に
とどまる
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Ｊクラブの費用構造
（ 2019～24年度、カテゴリー別、平均、構成比）

Ｊクラブの売上原価・販管費構造

50% 55% 53% 45% 45% 43% 36% 37% 37%
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8% 8%
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8%
7%

7%

51% 47%

11% 11%

7% 8%

41% 41%

13%
13%

13%

8% 10%

32% 31%

Ｊ1 Ｊ2 Ｊ3

Ｊクラブの経済構造

42%

9%

8%

38%

11%

9%
10%

8%

31%

出所：クラブ経営情報開示（2019年度〜2024年度）に基づきSHCが作成

注：24年度より「移籍関連費用」を「チーム人件費」から分離し新項目として記載



Ｊクラブの売上原価・販管費詳細

◆ クラブの経済構造を理解するにあたっては、各科目の内容について充分理解しておく必要がある
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大科目 内容
Ｊ1平均 Ｊ2平均 Ｊ3平均

2019 2020 2021 2022 2023 2024 2019 2020 2021 2022 2023 2024 2019 2020 2021 2022 2023 2024

トップチーム
人件費

①監督・コーチ他チームスタッフ
選手報酬（基本給）
②インセンティブ（出場給・勝利給
等）
③移籍関連費用【24年度から別
項目記載】
④その他

2,500 2,484 2,340 2,436 2,347 2,086 765 698 663 675 806 674 169 186 195 215 235 265 

試合関連
経費

①スタジアム使用料
②ホームゲーム警備・運営委託費
③その他ホームゲーム運営費

353 207 224 311 341 425 127 110 121 121 163 158 33 39 36 55 73 73 

トップチーム
運営経費

①移動旅費
②合宿・キャンプ費
③練習場・クラブハウス等賃借料及
び関連経費
④その他トップチーム運営経費

381 354 372 396 385 435 203 167 166 189 218 203 67 66 70 82 98 87 

移籍関連
費用

①移籍補償金償却費（国内外ク
ラブからの移籍に関する費用）
②その他（国内外クラブからの移籍
に関する費用）

0 0 0 0 0 484 0 0 0 0 0 94 0 0 0 0 0 10

アカデミー
運営経費

①試合関連経費
②練習場・クラブハウス等賃借料及
び関連経費
③その他経費

126 98 94 263 278 286 69 45 54 134 161 144 23 13 17 57 64 101 

女子チーム
運営経費

①試合関連経費
②練習場・クラブハウス等賃借料及
び関連経費
③その他経費

12 11 11 33 51 83 7 4 10 32 34 17 3 2 3 10 12 25 

物販関連費
①グッズ原価、販売手数料、委託
手数料

309 293 257 291 396 429 73 68 84 82 101 112 18 20 22 31 35 45 

その他
売上原価

①指定管理事業支出
②その他

ー ー ー 216 229 255 ー ー ー 75 88 106 ー ー ー 27 24 32

販売費及び
一般管理費

①人件費(役員報酬・社員給与・
雑給等)
②広告宣伝費(HP、Web関連費
用含む)
③減価償却費
④その他

1,319 1,135 1,109 1,101 1,197 1,261 457 430 458 428 503 476 163 175 183 224 229 280 

費用合計 5,000 4,582 4,409 5,048 5,222 5,744 1,701 1,522 1,555 1,735 2,074 1,984 475 501 526 702 771 919

Ｊクラブの経済構造

（百万円）

出所：クラブ経営情報開示（2019年度〜2024年度）に基づきSHCが作成



競技成績とチーム人件費の相関分析
（勝点総数 vs チーム人件費総計)

相関係数とは２つのデータの相関の強さを示す指標であり、絶対値が１に近いほど相関が強い
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Ｊクラブの競技成績とチーム人件費の相関関係 Ｊクラブの経済構造

チーム人件費総計 高低

勝
点
総
数

高

低

チーム人件費総計 高低

勝
点
総
数

高

低

チーム人件費総計 高低

勝
点
総
数

高

低

Ｊ１
(2012-2024)

Ｊ２
(2012-2024)

相関係数＝0.92 相関係数＝0.82 相関係数＝0.73

Ｊ３
(2014-2024)

注1：同一カテゴリにおける分析期間内の勝点の総数とチーム人件費の総計
注2 ：Ｊ３のみリーグ発足の2014年シーズンから11年間分のデータを利用
出所：Ｊリーグ内部データに基づきSHCが作成

◆ 直近13年（2012年－2024年）のデータに基づくと、競技成績とチーム人件費に全てのカテゴリーで
高い相関関係が見受けられる



相関係数とは２つのデータの相関の強さを示す指標であり、絶対値が１に近いほど相関が強い
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Ｊクラブの売上高とフロント人件費の相関関係 Ｊクラブの経済構造

注1：同一カテゴリにおける分析期間内の売上高の総数とフロント人件費の総計
出所：Ｊリーグ内部データに基づきSHCが作成

◆ 直近6年（2019年－2024年）のデータに基づくと、売上高とフロント人件費に全てのカテゴリーで高い
相関関係が見受けられる
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順
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売上高とフロント人件費の相関分析
（売上高の総計VSフロント人件費の総計【注1】)
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クラブ経営における原理原則の内容

47

原理原則と変化への適応

◆ フィロソフィーの構築と一貫性を持った経営計画を策定、PDCAを回して経営を実践する

◆ 最大のコンテンツであるフットボールの競技力を高め、魅力ある作品として広く社会へ届ける

◆ 最も重要な存在であるファン・サポーター、パートナーと一体となり、その拡大と充実に努める

◆ “公共財”としての自覚と振舞いを徹底、地域の活力の源となり、社会課題の解決を図る

◆ 競技力と財政規模の関係を意識し、財務基盤確立と競技・事業への継続的な投資を行う

◆ 組織と人材を経営の根幹と捉え、組織設計・人材開発・ガバナンスの強化に取り組む

複雑化する国際情勢や気候変動、地震による災害等の不確実性が高まる環境の中で、Ｊリーグの理念を
具現し、『次の10年』で目指す姿を実現するためには、持続可能な社会への取り組みを進めながら、2つの
成長テーマを推進していく事が重要となる。サッカーの価値を更に向上させ、スポーツを文化に、国の産業に
する事により、〜スポーツで、もっと、幸せな国へ。〜に向けて、クラブ経営に覚悟を持って臨む必要がある。
各クラブは、「クラブ経営における原理原則」を軸足に置きながら、独自のアプローチの実施が求められている



クラブ経営における原理原則
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◆フィロソフィーの構築と一貫性を持った経営計画を策定、PDCAを回して経営を実践する
– 経営にブレが生じないよう、原則変化しない理念・ビジョン・ミッション・バリュー等から構成されるクラブ

フィロソフィーを経営の軸として明確化し、クラブ内外に浸透させる必要がある

– クラブの成長に合わせたトップチームやアカデミーのフットボールフィロソフィーを構築し、監督やスカッドの
編成等、目指すサッカーのスタイルに応じた体制を整備、ファン・サポーターにも共有・理解を促進する

– 目先の状況に囚われず中長期視点から経営を行うためには、フィロソフィーと一貫性を持った中期・単
年計画を策定し、クラブの全階層において実行状況のチェックとその結果に応じたPDCAを徹底する

クラブ

フィロソフィー

の明確化

フットボール

フィロソフィー

の策定

中期目標

設定

目指す姿と

のギャップの

把握

戦略策定
中期・単年

計画策定

クラブが持つ独自
の哲学、あるべき
状態や目指す姿、
行動や考え方の
拠り所となる指
針を明確化

クラブフィロソフ ィー
を基に、トップチー
ムやアカデミーの
フットボールフィロソ
フィーを策定

ギャップを踏まえ、ク
ラブフィロソフィー・ビ
ジョンと一貫性を持
つ3〜5年程度の具
体的な目標を設定

目指す姿（ビジョ
ン）や長期（10年
程度）における目
標と自クラブの現状
ギャップを把握

ギャップを埋めるため
の課題設定と、目
標達成のため、その
課題を解く方針とし
ての戦略を策定

戦略を踏まえ、施
策・人員・組織・数
値等を含む計画を
策定

具体的な

施策と

アクション

策定した計画に基
づく具体的な施策と
アクションへの落とし
込み

PDCA PDCA

理念・ミッション
ビジョン・バリュー



クラブ経営における原理原則

◆最大のコンテンツであるフットボールの競技力を高め、魅力ある作品として広く社会へ届ける
– クラブのベースであり、最大のコンテンツはフットボールの競技力であり、トップチームの競技力を国際レ

ベルに高め、競技成績を上げる事こそが、売り上げを伸ばし、クラブ経営力を向上させる事につながる

– 競技力向上は重要なファクターだが、不確実性の高いチーム投資に依存した拡大路線は経営的にリ
スクが高いため、中長期目線に立ってチーム強化・育成・普及に取り組む必要がある

– サッカーを「作品」として捉え、ピッチ上のクオリティとスタジアムのスペック、ファン・サポーターの熱量、ス
テークホルダーの尽力により、磨き上げられた魅力的な「作品」を広く社会に届ける事が重要となる
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育成

最大のコンテンツである
フットボールの競技力向上

サッカーという「作品」を
広く社会へ届ける

クラブの中長期目線に立った
選手育成

普及

強化

サッカーを広め、
スポーツをより身近なものに



クラブ経営における原理原則
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◆最も重要な存在であるファン・サポーター、パートナーと一体となり、その拡大と充実に努める
– クラブにとって、最も重要な存在は、ファン・サポーター、そして、パートナーであり、クラブはこうしたステーク

ホルダーと一体となり、フットボールの競技性・事業性・社会性を追求していく事が重要である

– クラブの事業を拡大し、経営力を高めていくためには、入場者数・視聴者数・グッズ販売・スポンサーを拡
大する事が必須であり、そのためにも、ファン・サポーター、パートナーの拡大に努める必要がある

– 単にファン・サポーター、パートナーの拡大を図るだけでなく、その活動を充実させながら、サッカー、そしてス
ポーツの人気・価値を高め、スポーツを日本の文化に、国の産業に発展させていく事が重要である

クラブ

ファン・サポーター パートナー

魅力あるクラブ
魅力あるフットボール

様々なアクティベーション

クラブ支援
協業

スタジアム観戦
試合視聴
グッズ購入

スポーツを文化に、産業に



クラブ経営における原理原則

◆ “公共財”としての自覚と振舞いを徹底、地域の活力の源となり、社会課題の解決を図る
– クラブは、ファン・サポーターをはじめステークホルダーからの理解と協力のもと、地域の“公共財“の役割

を担い、高いインテグリティと説明責任も求められ、その自覚と振舞いを徹底する事が肝要である

– クラブは、地域の人々のウェルビーイングに寄り添い、夢と希望を提供し、地域社会の活力の源となる
事が重要であり、同時に、コンプライアンス・不祥事案件には、経営者は最大限の傾注が必要である

– 地域に根差した活動と社会連携や貢献、更には地球環境の健全性を高める活動は、クラブの存在
の根幹であり、サステナブルな取り組みを推進する事により、地域の社会課題解決の担い手となる
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Ｊリーグ・Ｊクラブの主な活動例

サッカーに触れ夢を抱く
サッカーを通じて
人として成長する

家族や仲間との時間の共有
感動やストレス発散

街への貢献実感・誇り

家族や仲間との共通体験

人材育成

SDGs実践

広告宣伝効果大

営業接点増

実証実験

海外進出

様々なビジネスチャンスの創出に
よる事業の成長

活気にあふれ、
住み良い街作りの実現

人としても尊敬され、
世界で活躍する

サッカー選手になる
夢の実現

❶ 普及・スクール事業

❷ アカデミー（育成）事業/学校連携

❸ トップチーム運営（強化）

❹ 試合運営

❾ スポンサー・パートナー営業権利/

アクティビティ管理

❿ 海外事業

⓫サステナビリティに関わる活動

⓬ホームタウン活動・シャレン！

⓭後援会運営・ボランティア運営

⓮ 施設運営

❺ 集客・プロモーション・広報・マーケティング等

❻ 映像制作・配信

❼ イベント

❽ グッズ



クラブ経営における原理原則

◆競技力と財政規模の関係を意識し、財務基盤確立と競技・事業への継続的な投資を行う
– 競技成績とチーム人件費には相関があり、競技力向上には財政規模拡大が必須となり、新規ファン

拡大やスポンサー営業等の事業活動、更には育成による移籍金獲得への注力が重要となる

– クラブは長期存続が大前提の存在であるが、一般的にリスクに弱い損益構造を持ち、機動的な資金
調達が難しいケースも多いので、リスクに耐えうる財務基盤の確立が経営の必要条件である

– 株主やスポンサー、ファン・サポーターは、必ずしもクラブの利益のみを最優先に考えるとは限らず、従っ
て、利益追求目的だけに囚われない強化・事業への継続的な投資等を可能とする事も重要である

財務基盤
確立

ファン拡大
スポンサー営業
移籍金獲得 等

チーム強化
事業投資

52

競技力向上財政規模拡大



クラブ経営における原理原則
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◆組織と人材を経営の根幹と捉え、組織設計・人材開発・ガバナンスの強化に取り組む
– 組織設計は経営に大きな影響を及ぼすため、目標・方針と一貫性を持った株主構成や法人スキーム、

取締役会・クラブ内業務執行体制等の組織設計、適材適所の人材配置等が必要である

– クラブにおいて人材は経営の根幹であり、経営者は成果に直結するスポーティングダイレターや事業責
任者等の重要ポストの人材強化やクラブスタッフの人材育成に最優先課題として注力すべきである

– Ｊクラブの組織規模においては、究極的には経営者の力量が成果に大きく反映されるため、マインド・
スキル併せ持つ経営者の選任、適切な監督の仕組み等の自律的なガバナンスの確立が重要となる

ガバナンス

組織設計 人材開発

・ 経営者の選解任・監督

・ 意思決定プロセス

・ 内部統制

・ リスク管理

・・・・・・・・

・ 重要ポスト人材強化

・ クラブスタッフ人材育成

・・・・・・・・

・ 株主構成

・ 法人スキーム

・ 取締役会

・ 業務執行体制

・・・・・・・・

経営者



原理原則と変化への適応

◆ これらの原理原則は重要だが、時流や環境の変化への柔軟な適応も経営者としては重要となる

54

国際情勢

気候変動
災害

技術変化

昇降格

制度変更

不祥事

た

クラブ
経営者

変化への適応

原理原則

外
部
環
境

内
部
環
境
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経営領域 概要

56

サステナビリティ

事業強化

経営基盤

フットボール

施設

to C

◆気候アクション、インクルーシブな社会の実現、地域コミュニティの醸成に関わる領域

◆スタジアムとトレーニング
施設の整備と利活用に
関わる領域

◆集客・チケット販売、
有料視聴者獲得等の
ファン・サポーターの拡大、
及びステークホルダーへ
の対応に関わる領域

◆（トップチーム）強化や
育成等、フットボールに
関わる領域

◆スポンサー営業や商品
化事業等、クラブの
アセットのマネタイズに
関わる領域

◆ガバナンス、財務、人事
労務等、クラブ経営の
土台となる経営管理の
仕組みに関わる領域



経営領域 詳細
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サステナビリティ

事業強化

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

スクール

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム整備・利活用

トレーニング施設整備・利活用

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション



58

ガイドライン

根拠

目指すべき
状態

重要な
取り組み

本経営領域について経営者が認識しておくべきガイドライン（指針）

本経営領域に関してガイドラインの実践を通じて目指すべき状態

ガイドライン及び目指すべき状態についての根拠

ガイドラインの実践にあたり経営者視点から重要となる具体的な取り組み

経営領域別ガイドラインの構成



経営領域 詳細
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サステナビリティ

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事・労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

普及

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム整備・利活用

トレーニング施設整備・利活用

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ

事業強化



強化
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◆クラブのフットボールフィロソフィーを明確化した上で、中期強
化計画や各種基準等に落とし込み、それらに基づいた編成に
より中長期的にトップチームの強化を図る

ガイドライン

◆ 「黄金の一貫性」の構築＝クラブに関わる全員（特に経営・強化・育成）の活動方針の共有・理解

◆ 最適な強化部門（特にSD・GM）の編成と技術委員会（経営・強化・育成の3者が定期的に協議する
場）の設置

◆ クラブのフットボールフィロソフィーとトップチームのフィロソフィーの明確化、及びそれを踏まえた中長期強化計画
の立案、進捗管理、見直し

◆ 中長期強化計画とチーム成長のフェーズに基づく選手・スタッフ・指導者の育成、及びその評価・採用基準
具体化とそれができる人材の育成・採用

◆ 編成における直感や経験・成り行きの排除、仲介人対応指針の設定、プロセスの透明化、及び経営者との
リスク共有

根拠

◆ クラブのフットボールフィロソフィーに沿ったサッカーが実現できており、経営と強化において活動方針の共有・理
解がなされ、予算水準に応じた（またはそれ以上の）トップチームの競技力及び成績が達成できている
－ クラブの方針によっては、アカデミー出身選手のトップ登録・活躍や、移籍金収入の獲得ができている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ チーム強化は中長期的に取り組む事が必要であり、目先の結果に囚われた場当たり的な強化は避けるべき
である

◆ そのためには、まず“拠り所”となるクラブのフットボールフィロソフィーに沿ったトップチームのフィロソフィーが明確に
なっている事が重要である

◆ 編成等の活動は直感や経験に頼りがちであるが、クラブのフットボールフィロソフィーや強化方針と一貫性を
持たせるためには、強化計画や選手の採用・評価基準等を明確にする事が重要である

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



黄金の一貫性

◆ Ｊクラブに関わる全員（特に経営・強化・育成）の活動方針の共有・理解＝「黄金の一貫性」の構築
が鍵となる。クラブのフットボールフィロソフィー、優先順位、目標を設け、リーダー同士がそれを共有する事
が重要であり、結果としてクラブの選手・スタッフを一致団結させ活動のベクトルを合わせる事が可能となる
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強化

【各人のミッション】

◆ クラブの存在意義の確立
◆ ステークホルダーへの還元
◆経営の安定と成長
◆ FBフィロソフィーのレビュー
◆ SDの目標設定と選解任

経営者（社長）

◆ クラブ全体の競技力の成長
◆ ROIの向上
◆ FBフィロソフィーの作成・

維持浸透
◆強化部門のスタッフ採用・育成

◆ チームの成果
◆競技力の発揮
◆ FBフィロソフィーの体現

トップチーム監督

◆発掘・成長・輩出
◆ FBフィロソフィーの教育

アカデミーダイレクタースポティング・ダイレクター



フットボールフィロソフィー

◆ Ｊリーグの理念のもと、日本ではクラブの存在意義・理念・フィロソフィー等はフットボールに特化せず活動
領域全体や地域との関わり方等が記されている。クラブの中心的産物であるフットボールを軸に、個性的
に解像したクラブのフットボールフィロソフィー（CFP）を策定し、方向性を定める事が重要である
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強化

クラブのアイデンティティ「DNA」 

クラブの歴史と共に定着した独自の 価値観や
活動文化で形成される
CFPはクラブの上層部によって定められ、
ファンによって受け入れられる

CFPはクラブのフットボールのビジョンを説明する
もので、すべての関係者が取り組む共通の目標
を作り、全員に明確で 有意義な目的を与える

クラブのプレーイング／
コーチングフィロソフィー

クラブが、保有するチームにどのようなスタイルを
強く望んでいるかを示す 例：攻撃的、テクニ
カル、刺激的、ポゼッションベース、ハイインテン
シティ、プレッシング、カウンター中心等

チームがどのようにプレーし、クラブを代表する事
が期待されているのか、ピッチ内外での強いイ
メージを与える

クラブの選手やスタッフの
育成／獲得方針

スタッフを適材適所に配置するには、スタッフに
求められる要素が明確になっていなければなら
ない。明確な要素によるリクルートが進めばクラ
ブのDNAにフィットするスタッフや選手を採用す
る事ができ、CFPの推進が可能となる。CFPは
その要素を明確にする
CFPは、ホームグロウン選手の重要性を強調し、
クラブのリクルートやスカッド管理【注1】¹の戦略に
影響を与える

クラブをどのように運営管理するかの「説明書」になる

CFPがどれだけ確立され、固定化されているかはクラブによって大きく異なる 
チームのあり方、選手獲得戦略、選手育成、アカデミー選手の登用について明確なビジョンを持っているクラブもあれば、

これらを確立してリードするために、採用した監督やスタッフに多くを託すクラブもある。
クラブが置かれている状況は、降格の危機、新しいオーナー、財政、クラブの進歩等、方向転換の要因となる事もある

注1：支配下登録選手の編成管理



クラブ参考事例： 福岡のフットボールフィロソフィー

◆ 日本では、理念・ビジョン・ミッション・バリュー等から構成されるクラブフィロソフィーを掲げているクラブは多い。
また、プレースタイルやスタッフ・選手育成＆スカウト等のフットボールそのものを対象にしたフットボールフィロ
ソフィーを策定し、ファン・サポーターにも共有・理解促進をしているクラブも一定数は存在している
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強化

VISION

スポーツを通じて、子どもたちに夢と感動を、地域
に誇りと活力を与えることが出来るよう、「育成」と
「強化」を両輪に、将来、100億円規模のACLに
出場する日本トップクラスの市民クラブとなる。

クラブ名の由来

AVIS(アビス)は「鳥」や「飛び立つもの」という意

味から、スポーツ文化が地域に根ざすとともに「世

界に向けて躍進していくように」との願いが込めら

れている。AVISPAは蜂を意味しますが、蜂の行

動特性である「集団行動性」「俊敏性」から、

チームは「軽快」「統制力」「多様なグループ攻撃」

を特徴としている。

スローガン

フットボールフィロソフィー

「アグレッシブかつスピーディーにプレーし、強い結
束力を持って、常に勝利を目指して戦う」

攻守において、自らアクションを起こし続け、躍動
感に溢れ、全員が連動し、意図的に攻撃と守備
を行う。また、チームの為、仲間の為に自分の持
つすべての力を発揮し、どんな時でも最後まで勝
利を信じ戦い続ける。

プレーイングフィロソフィー

攻守の優先順位を常に意識し、素早い攻守の
切り替えがあるアグレッシブなスタイル

キーワード

「アグレッシブ」 「スピーディー」 「結束力」
「常勝思考」

「攻守ともにハードワーク」 「球際の強さ」
「切り替えの速さ」

スタッフ育成

「良い選手は、良い指導者により育成される」

各々指導者の個別育成プラン(IDP)を作成し、
成長のための年間を通した継続的専門能力開
発のためのプログラム(CPD)により自身の学びの
機会を意図的に創出する。

選手育成＆スカウト

〜ホームグロウン選手と世界的タレントの融合〜

ジュニアユース年代は福岡県内、ユース年代は九
州地域を中心にメンバー構成を考え、優秀な選
手をスカウトし内部・外部選手を融合させ、チーム
活動をベースとして、「個」に特化した一貫指導体
制の元、IDPを中心とした活動文化を創る。

「福岡から世界へ！」

アビスパ福岡 ✕ STVVドリームヴィジョンを掲げ、
日本代表選手、海外で活躍する選手を輩出す
る合言葉。



育成

64

◆育成をクラブの主要活動の一つとして位置付け、トップチーム
と一貫性を持つ育成方針（アカデミーのフィロソフィー）に
基づき、技術面のみならず人格的にも優れた選手を育成する

ガイドライン

◆ 「黄金の一貫性」の構築＝クラブに関わる全員（特に経営・強化・育成）の活動方針の共有・理解

◆ 最適な育成部門（特にアカデミー組織）の編成と技術委員会（経営・強化・育成の3者が定期的に協
議する場）の設置

◆ アカデミーのフィロソフィーの明確化、及びアカデミーマネジメント人材の職務明細とコンピテンシーフレームワー
クの作成、競技面だけではない人間性の向上を促せる指導者の育成・確保・教育

◆ 育成のスカウトにおける理論的な意思決定

◆ セーフガーディング（活動に関わる全ての人たちの安全確保）の推進

根拠

◆ クラブとしての一貫性のある方針を持って取り組み、継続的にアカデミーから一定数以上のプロ選手が輩出
されており、育成の補償制度や国内外の移籍等により、投資に見合った収入が確保され、プロフィットセン
ターとしてもクラブの財政基盤に寄与している

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 育成はＪリーグのコアとなる活動であると共に、ホームグロウン制度への対応、また地域に愛されるチーム作り
や移籍金収入の獲得という観点から、全クラブが重視して取り組むべき活動である

◆ 強化と同様に、環境整備を含めて中長期的な取り組みが必須であるため、長期的に立ち戻る場所である
アカデミーのフィロソフィーと戦略・計画を明確にして、PDCAを回しながら取り組んでいく必要がある

◆ アカデミーに属する選手は、サッカーの技術だけでなくライフスキルを備えて社会的責任を果たせる人間に
成長し、将来的に社会に貢献する必要がある

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



移籍金ビジネス
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育成

◆ 保有選手の放出、他クラブからの獲得の際に発生する移籍補償金は、選手の出場試合数等に乗じて
算出され、国内市場、海外市場で毎年多くの取引があり、クラブ経営にも大きなインパクトとなる。移籍
金ビジネスの世界では、選手という“商品”で投資と回収を戦略的に行い、アカデミー・育成の充実等のク
ラブ永続に欠かせない循環を生み出す必要がある

「選手を育てて売る」移籍金ビジネス

世界の移籍金市場は6/1〜9/2のウインドーで1兆円を超える
移籍金市場は年々拡大し2025年では過去最大を記録

FIFA上位国の年間移籍収支ランキングにおいて、
日本の収支は、世界トップレベルと大きな差がある

育成

選手売買

強化

移籍金

出所：FIFA “Transfer reports Men’s mid year transfer snapshot 2025 に基づき経営基盤本部が作成
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普及
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◆クラブにおける普及の位置付けを明確にし、地域社会や街ク
ラブ、学校等と強いつながりを築きながら、アカデミーのフィロ
ソフィーに基づいたプログラムの提供・スクール運営を行う

ガイドライン

◆ 経営・事業における普及・スクールの位置付けや法人スキーム・形態・規模等の考え方の明確化

◆ 指導の質向上（指導実践のマニュアル化、属人的指導の排除等）、及びセーフガーディング（活動に関わ
る全ての人たちの安全確保）の推進

◆ 地域の街クラブ・学校（2種・3種・4種の登録チーム）との関係構築

◆ 事務スタッフ等の運営体制整備

◆ 普及・スクールの位置付けに応じた適切な事業評価と拠点別の採算性管理

根拠

◆ クラブにおける普及の位置付けが明確化され、それを担うスクール運営として、加入者の高い継続率と有望
選手の継続的な獲保・育成、更には地域社会とのつながりが構築できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 各地域においてＪクラブが担うサッカー普及促進の役割は大きく、加えてホームグロウン選手の輩出も念頭に
置き、アカデミーのフィロソフィーに基づいたプログラムの提供が必要条件と言える

◆ スクールは多様な位置付けを取りうるため、まずは経営における位置付け（普及と採算性の兼ね合い）や
法人スキーム・形態・規模等の考え方を明確にしておく必要がある

◆ 状況に応じて競合にもパートナーにもなる地域の登録チームと良好な関係を築いておく事や、サッカー人口や
観戦者数の増加につながる活動も重要となる

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



スクール運営形態

◆ Ｊクラブ運営会社とは別団体のNPO法人等を作り、スクール事業やスポーツ教室事業を運営しているク
ラブが24クラブ存在する。NPO法人により、公共施設が借りやすくなるメリットがある一方、別団体の管
理運営コストが発生するデメリットがある
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Ｊクラブの関連会社（法人）一覧

普及

鹿島アントラーズ 一般社団法人アントラーズホームタウンＤＭＯ スポーツを軸とした観光振興 一般社団法人水戸ホーリーホックIBARAKIクラブ スポーツクラブの運営等

浦和レッズ 一般社団法人レッズランド　 スポーツ施設管理、スクール運営 一般社団法人ＭＦＡ-Ｂ＆Ｓ スポーツグラウンド等の運営管理

東京ヴェルディ
一般社団法人東京ヴェルディクラブ/

一般社団法人スポーツユニット
スポーツ及び文化の振興事業 ヴァンフォーレ甲府 一般社団法人ヴァンフォーレスポーツクラブ スクール、他スポーツイベント運営

ＦＣ町田ゼルビア 特定非営利活動法人アスレチッククラブ町田 アカデミー、スクール運営 レノファ山口ＦＣ 特定非営利活動法人レノファ山口スポーツクラブ アカデミー、スクール運営

横浜Ｆ・マリノス 一般社団法人Ｆ・マリノススポーツクラブ アカデミー事業、スクール事業、ふれあい事業 徳島ヴォルティス 特定非営利活動法人徳島スポーツビレッジ スポーツ施設（練習場）管理

横浜ＦＣ 一般社団法人横浜ＦＣスポーツクラブ スクール、女子チーム運営、施設管理 ＦＣ今治 株式会社今治.夢ビレッジ スタジアム建設

湘南ベルマーレ 特定非営利活動法人湘南ベルマーレスポーツクラブ アカデミー、他スポーツチーム運営 ロアッソ熊本 一般社団法人ロアッソ熊本スポーツクラブ アカデミー運営

アルビレックス新潟 株式会社アルビレックス新潟レディース 女子チーム運営 ヴァンラーレ八戸 特定非営利活動法人クローバーズ・ネット アカデミー、スクール運営

セレッソ大阪 一般社団法人セレッソ大阪スポーツクラブ アカデミー、スクール運営 福島ユナイテッドＦＣ 特定非営利活動法人福島ユナイテッドスポーツクラブ スクール活動、イベント活動			

ヴィッセル神戸 一般社団法人ヴィッセル神戸スポーツクラブ スポーツ教室 特定非営利活動法人松本山雅スポーツクラブ アカデミー、スクール運営

特定非営利活動法人岡山ヒューマンスポーツクラブ スポーツイベント企画 一般社団法人松本山雅SC南信 スクール活動、地域貢献活動

株式会社F . Hスポーツクラブ 宮山グランドを指定管理等 ＡＣ長野パルセイロ 一般社団法人ＡＣ長野パルセイロ アカデミー、スクール運営

一般社団法人ファジアーノ岡山スポーツクラブ スポーツ・健康教室に関する事業 ツエーゲン金沢 一般社団法人石川ツエーゲンスポーツクラブ スクール運営

株式会社まちのミライ
イベント企画運営、地域コネクティッドビジネス、

スタートアップ支援、人材派遣など
アスルクラロ沼津 一般社団法人アスルクラロスポーツクラブ アカデミー、スクール運営、スポーツ教室

株式会社エゾデン 電力小売業 カマタマーレ讃岐 特定非営利活動法人カマタマーレスポーツクラブ スポーツ教室

ブラウブリッツ秋田 特定非営利活動法人ブラウブリッツ秋田スポーツネットワーク スクール運営 奈良クラブ 特定非営利活動法人奈良クラブ アカデミー、スクール運営

公益社団法人山形県スポーツ振興21世紀協会 アカデミー、スクール運営 鹿児島ユナイテッドＦＣ 株式会社KMP クラブ専用練習場の整備・運営

株式会社モンテデイオフットボールズパーク スタジアム運営管理

水戸ホーリーホック

松本山雅ＦＣ

モンテディオ山形

J２

Ｊ３

主要な業務内容 主要な業務内容クラブ名 関連する会社等

北海道コンサドーレ札幌

ファジアーノ岡山

クラブ名 関連する会社等

Ｊ１

Ｊ２

※水色網掛け：スクール事業やスポーツ教室事業を別法人で運営しているクラブ



競技運営
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◆相手チーム、審判へのリスペクトを持って共に試合を作り、
フェアで安心安全な試合運営を行う事で、サッカーという作品
で最も重要な要素である競技を来場者や視聴者に届ける

ガイドライン

◆ 試合運営に関わる重要事項（八百長防止、スタジアム確保、日程・キックオフ時刻決定、入場者数測定、
試合の中止・中断における手順、エントリー資格等）、各種規約・規程への理解

◆ セキュリティに関する重要事項（予測入場者数、サポーター動向・不当行為、対戦相手との連携協力を含
むサポーターコントロール、SNS等の誹謗中傷、天候等）への理解とそのリスクを踏まえた警備体制の整備

◆ 運営マニュアルの作成や、ファン・サポーターをはじめとした各ステークホルダーとの情報共有及び連携する事に
よる万全な準備

◆ 毎試合後の振返りと改善につなげるプロセスの定着

◆ ファン・サポーター、行政、VIPやスポンサー等へのクラブの代表者としての対応

根拠

◆ 「試合実施時におけるＪリーグ安全理念」を念頭に、選手に最高の舞台を、来場者・視聴者に最高の体験
を提供できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 競技運営はフットボールビジネスの価値の源泉であり、Ｊリーグ理念の実現のために欠かせないものである

◆ スタジアムでの試合は、チーム・選手にとって唯一無二の舞台である

◆ 来場者や視聴者にとっては試合が最大のコンテンツであり、クラブへのロイヤルティ【注1】を高めるためにも、安
全を最優先とした円滑な競技運営を前提に、最高の体験を提供する事を目指すべきである

注1：サービス・提供商品・ブランド等に対する顧客の愛着心・信頼・信望

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



経営領域 詳細
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サステナビリティ

事業強化

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事・労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

スクール

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム整備・利活用

トレーニング施設整備・利活用

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



◆理想とするスタジアムの要件を明確化し、必要性をステークホ
ルダーに訴求しながら整備を推進する。整備後は運営段階に
も主体的に関わり、クラブ経営との一体的な発展を図る。

ガイドライン

◆ 現状のスタジアムにおける課題整理と中長期的に求められる要件(「理想のスタジアム」や「スタジアムの未
来」等)の検討

◆ 上記及び地域情勢等も考慮し、時代の要請（多様性、持続可能性等）も踏まえた整備方針の立案

◆ 世論形成に向けた市民や主要ステークホルダーへの整備必要性の訴求

◆ 整備主体及び各ステークホルダー（行政・株主・スポンサー）に対する日ごろからの渉外活動

◆ 維持管理・利活用に向けた最適な運用スキームの選択(指定管理を含む)とクラブ内外の体制構築

根拠

◆ Ｊリーグが掲げる「安全性」 と「理想のスタジアム」要件を満たすスタジアムがあり、持続可能なスタジアム運
営を視野に入れた上で、クラブの経営資源としての利活用がなされている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ スタジアムは、地域文化の象徴として、サッカーの魅力向上、観客の快適性向上が求められるビジネス環境
であり、地域に応じた多様性や時代の要請を踏まえた環境・持続可能性といった視点が重要である

◆ その投資規模から、自治体による公共施設投資として新設・整備される場合が多く、その実現においては、
関連主体に充分配慮しながら、最終的にスタジアム整備に向けた世論をどう形成するかがポイントとなる

◆ 指定管理を含めた最適な運用スキームを検討し、クラブ内外の体制を整えて、維持管理・利活用にも主体
的に関わる事が重要である。スタジアムビジネスにおける収益事業はクラブの収入の柱の一つになりえる
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フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティスタジアム整備・利活用



スタジアム整備・利活用に関する課題

◆ サッカーの魅力を最大限に引き出すフットボールスタジアムの数が少ない事、クラブ経営にとって重要である
スタジアムビジネスに関与できているクラブが少ない事、が解決していくべき課題である
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スタジアム整備・利活用

国 トップリーグ 平均収容人数
フットボール

スタジアム比率

ドイツ ブンデスリーガ 43,409 100%

イングランド プレミアリーグ 42,302 100%

スペイン ラ・リーガ 39,958 95.0%

イタリア セリエA 37,392 60.0%

フランス リーグ・アン 32,941 94.4%

日本 明治安田J1リーグ 31,971 60.0%

米国 メジャーリーグサッカー 25,029 96.7%

オランダ エールディビジ 20,468 100%

＜フットボールスタジアムをホームスタジアムとしている比率＞ ＜スタジアムの所有・管理状況＞

状況 クラブ名

クラブ所有 ※ 柏、今治

親会社所有 栃木C、磐田、長崎

指定管理者
(グループ含む)

八戸、山形、仙台、鹿島、大宮、
千葉、町田、川崎Ｆ、横浜FM、
長野、新潟、金沢、清水、京都、
Ｇ大阪、Ｃ大阪、FC大阪、神戸、
岡山、広島、宮崎 (21)

※ホームスタジアムではないが、鳥取はスタジアムを所有している

明治安田生命Ｊ２リーグ 19,748 31.8%

明治安田生命Ｊ３リーグ 11,460 50.0%

【参考】

◆ Ｊリーグ開幕以降、フットボールスタジアムの整備が各地で進み、現在、フットボールスタジアムをホームとするク
ラブは60クラブのうち30クラブ（50%）まで増加している。しかし、海外の主要国と比較すると、Ｊ１リーグの
フットボールスタジアム比率（60%）はまだ著しく低い

◆ 大規模集客となる公式試合が年間20試合程度という事もあり、クラブ経営にとって重要であるスタジアムビジ
ネスに関与できているクラブは少ない。現状、クラブ所有が2施設、親会社所有が3施設、クラブが指定管理者
となっているのが21施設という状況である

※欧州のデータは2025/26シーズン
※日本、米国は2025シーズン
※MLSの一部のクラブは巨大なスタジアムの下層のみを使用している



スタジアム
建物

（クラブ・民間）
建物

（自治体）

敷地（クラブ・民間） 3クラブ 5% ０クラブ 0%

敷地（自治体） 2クラブ 3% 55クラブ 92%

施設の所有状況と指定管理 1/4

【スタジアム・トレーニング施設の所有状況】

トレーニング施設
建物

（クラブ・民間）
建物

（自治体）

敷地（クラブ・民間） 22クラブ 37% ０クラブ 0%

敷地（自治体） 8クラブ 13% 30クラブ 50%

【ホームスタジアムの指定管理を受託しているクラブ】
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◆ スタジアムは自治体所有が多いが、近年クラブ・民間で整備される事例も増えてきている。トレーニング施
設も自治体所有が多いが、建物はクラブ・民間で整備される事例が半数ある

スタジアム整備・利活用

対象施設 所有者 指定管理者 代表法人・構成員

八戸市多賀多目的運動場 八戸市 八戸スポーツ・ 地域振興グループ
代表法人：株式会社ヴァンラーレ八戸
構 成 員 ：NPO法人八戸市サッカー協会
構 成 員 ：テルウェル東日本株式会社

七北田公園の一部（仙台スタジアム
 及び体育館）

仙台市
仙台泉SPORTS PARK  
 CONSORTIUM

代表法人：株式会社ベガルタ仙台
構 成 員 ：シンコースポーツ株式会社
構 成 員 ：株式会社キノシタコミュニティ
構 成 員 ：前田建設工業株式会社
構 成 員 ：株式会社日本エスコン

山形県総合運動公園 山形県 株式会社モンテディオ山形 株式会社モンテディオ山形

茨城県立カシマサッカースタジアム 茨城県 株式会社鹿島アントラーズ・エフ・シー 株式会社鹿島アントラーズ・エフ・シー

大宮公園サッカー場 さいたま市
NTTグループ・オリエンタルコンサルタンツ
大宮公園サッカー場マネジメント共同事
業体

代表法人：株式会社NTTファシリティーズ
構 成 員 ：東日本電信電話株式会社 埼玉事業部
構 成 員 ：株式会社ＮＴＴ東日本-関信越
構 成 員 ：テルウェル東日本株式会社
構 成 員 ：RB大宮株式会社
構 成 員 ：株式会社オリエンタルコンサルタンツ



施設の所有状況と指定管理 2/4

【ホームスタジアムの指定管理を受託しているクラブ】
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スタジアム整備・利活用

対象施設 所有者 指定管理者 代表法人・構成員

千葉市蘇我スポーツ公園 千葉市 SSP UNITED

代表法人：株式会社千葉マリンスタジアム
構 成 員 ：ジェフユナイテッド株式会社
構 成 員 ：日本メックス株式会社
構 成 員 ：日本体育施設株式会社

野津田公園等
（町田市立陸上競技場含む）

町田市
日本体育施設株式会社
 一般財団法人町田市体育協会共同事
業体＜スポーツパークパートナーズまちだ＞

代表法人：日本体育施設株式会社
構 成 員 ：一般財団法人町田市スポーツ協会
構 成 員 ：株式会社ギオン
構 成 員 ：株式会社ゼルビア

川崎市等々力緑地
（球技専用スタジアム等）

川崎市 川崎とどろきパーク株式会社

代表法人：東急株式会社
構 成 員 ：富士通株式会社
構 成 員 ：丸紅株式会社
構 成 員 ：オリックス株式会社
構 成 員 ：株式会社川崎フロンターレ
構 成 員 ：グローバル・インフラ・マネジメント株式会社
構 成 員 ：大成建設株式会社
構 成 員 ：株式会社フジタ
構 成 員 ：東急建設株式会社

新横浜公園
（横浜国際総合競技場等）

横浜市
横浜市スポーツ協会
 F・マリノススポーツクラブ
 管理JV共同事業体

代表法人：公益財団法人横浜市スポーツ協会
構 成 員 ：一般社団法人F・マリノススポーツクラブ
構 成 員 ：株式会社ハリマビステム
構 成 員 ：東京ビジネスサービス株式会社
構 成 員 ：シンテイ警備株式会社
構 成 員 ：西田装美株式会社
構 成 員 ：株式会社協栄

南長野運動公園
（運動場、市民プール）

長野市 南長野スポーツマネジメント共同事業体

代表法人：シンコースポーツ株式会社
構 成 員 ：株式会社長野県民球団
構 成 員 ：株式会社長野パルセイロ・アスレチッククラブ
構 成 員 ：株式会社NTTファシリティーズ

新潟県立鳥屋野潟公園(新潟県スポーツ
 公園) 及び清五郎ワールドカップ広場

新潟県
アルビレックス新潟
 都市緑花センターグループ

代表法人：公益財団法人新潟県都市緑花センター
構 成 員 ：株式会社アルビレックス新潟
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対象施設 所有者 指定管理者 代表法人・構成員

金沢スタジアム 金沢市 金沢スタジアム共同事業体
代表法人：株式会社石川ツエーゲン
構 成 員 ：株式会社ケィ・シィ・エス
構 成 員 ：金沢市スポーツ事業団

清水日本平運動公園球技場及び庭球場
(静岡市 清水ナショナルトレーニングセン
ター、 清水日本平運動公園（球技場・
庭球 場）)等

静岡市 静岡スポーツスクエア共同事業体
代表法人：公益財団法人静岡市まちづくり公社
構 成 員 ：株式会社エスパルス

京都府立京都スタジアム 京都府 合同会社ビバ＆サンガ
代表法人：株式会社ビバ
構 成 員 ：株式会社京都パープルサンガ

市立吹田サッカースタジアム 吹田市 株式会社ガンバ大阪 株式会社ガンバ大阪

長居球技場 大阪市
一般社団法人セレッソ大阪
スポーツクラブ

一般社団法人セレッソ大阪スポーツクラブ

東大阪市花園ラグビー場
市民美術センター
 児童文化スポーツセンター(ドリーム21)

東大阪市
東大阪花園活性化マネジメント
共同体

代表法人：HOS株式会社
構 成 員 ：株式会社Ｆ.Ｃ.大阪

御崎公園球技場 神戸市 楽天ヴィッセル神戸株式会社 楽天ヴィッセル神戸株式会社

岡山県総合グラウンド
（岡山武道館を除く）

岡山県
岡山県総合グラウンドコンソーシアム・チー
ム岡山

代表法人：一般社団法人 岡山県総合協力事業団
構 成 員 ：公益財団法人岡山県スポーツ協会
構 成 員 ：一般社団法人岡山県レクリエーション協会
構 成 員 ：株式会社ファジアーノ岡山スポーツクラブ
構 成 員 ：株式会社山陽新聞社

広島サッカースタジアム 広島市 株式会社サンフレッチェ広島 株式会社サンフレッチェ広島

新富テゲバサッカースタジアム 新富町 株式会社ライチパーク 株式会社ライチパーク（テゲバジャーロ宮崎）

【ホームスタジアムの指定管理を受託しているクラブ】
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対象施設 所有者（Ｊクラブ）

ＣＩＴＹ ＦＯＯＴＢＡＬＬ ＳＴＡＴＩＯＮ 【注1】 株式会社 日本理化インダストリーズ（栃木シティ）

ヤマハスタジアム【注1】 ヤマハ発動機株式会社（ジュビロ磐田）

アシックス里山スタジアム【注2】 株式会社今治. 夢ビレッジ（ＦＣ今治）

PEACE STADIUM Connected by SoftBank【注1】 株式会社リージョナルクリエーション長崎（Ｖ・ファーレン長崎）

三協フロンテア柏スタジアム【注2】 株式会社日立柏レイソル

注1：民間所有でクラブが管理しているスタジアム
注2：クラブが所有しているスタジアム

【ホームスタジアムを所有しているクラブ（グループ会社所有含む）】



「理想のスタジアム」と「スタジアムの未来」

◆ Ｊリーグ規約では「理想のスタジアム」の4要件を記載しており、冊子 「スタジアムの未来」ではスタジアム
に求められる8つの哲学を整理している。

「スタジアムの未来」8つの哲学

1.文化として 【サッカースタジアム】
もっとピッチに近く！陸上競技のトラックはもう要らない

2.シンボルとして 【ホームスタジアム】
スタジアムは、街の誇り。設計思想は、一貫して「ホームのために」

3.コミュニティーができる 【ファミリースタジアム】
性別、年齢、ハンディを超えて、誰もが安心して楽しめる空間。
交通アクセス、屋根のある個席、夜間照明、バリアフリー

4.ホスピタリティー 【社交スタジアム】
「ホーム」の感情を共有し、他者とつながる社交場

「理想のスタジアム」の4要件

1.フットボールスタジアムであること

2.アクセス性に優れていること※

3.すべての観客席が屋根で覆われていること

4.複数のホスピタリティラウンジやホスピタリティボックス、安定した通信環境を備えていること

※「アクセス性に優れている」とは、以下のいずれかを充足している事

①ホームタウンの中心市街地より概ね20分以内で、スタジアムから徒歩圏内にある電車の駅、バス（臨時運行を除く）
の停留所または大型駐車場のいずれかに到達可能または近い将来に到達可能となる具体的計画がある事

②上記の他、観客の観点からアクセス性に優れていると認められる事

5.街の集客装置 【まちなかスタジアム】
中心市街地活性化の新たな求心力

6.環境にやさしい 【グリーンスタジアム】
経済成長と環境政策の両立を実現

7.多機能複合型 【スタジアム・ビジネス】
365日、試合のない日も人を呼ぶ

8.防災拠点 【ライフスタジアム】
災害時の大規模ベースキャンプや住民の避難場所
として「まちなかスタジアム」が活躍する
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スタジアムの将来像／地域におけるスタジアムの在り方

◆ 今後のスタジアム整備・利活用については、「スタジアムの将来像」及び「地域におけるスタジアムの在り
方」という2つの方向性で、リーグとクラブによる検討を行っている
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【地域におけるスタジアムの在り方】

【スタジアムの将来像】

• 各所に最新技術が導入され、フットボールスタ
ジアムである事も含めて、サッカー興行において
高いエンターテインメント性を備えている事

• ESG（環境、社会、ガバナンス）に十分配慮
されており、経営・運営も含めてサステナブルで
ある事

• 地域それぞれのニーズを適切に踏まえ、地域
社会の発展に貢献する事ができる事

• スタジアムが地域の公共財として存在するため
には、地域で本当に必要とされる機能を付加
する事がポイント

• 具体的には、防災、医療・健康、介護・福祉、
教育等に関する施設が求められる傾向

• 地域の事情を考慮する必要があり、ステークホ
ルダーとのコミュニケーションが重要



クラブ参考事例：金沢・広島・長崎の新スタジアム整備

◆ 下記は、直近で新スタジアムが整備されたクラブの事例紹介である
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ツエーゲン金沢

金沢ゴーゴーカレースタジアム

◆ 2024年2月に竣工した、北陸初のＪリーグ基準を
満たすフットボールスタジアムである

◆ 現在の入場可能数は10,728人であるが、北側のサ
イドスタンドが増築可能な設計となっており、将来的
には15,000人以上に拡張する事が可能

◆ 金沢城北市民運動公園内にあり、ＪＲ金沢駅から
車で約10分、ＪＲ東金沢駅から徒歩15分、高速
道路は金沢東ICから車で5分という立地である

◆ ツエーゲン金沢、ケィ・シィ・エス、金沢市スポーツ事業
団で構成される共同事業体が指定管理者となってい
る

◆ ホスピタリティ施設に特徴があり、選手入場の様子や
インタビューの様子等、スタジアムの裏側をガラス越し
に観られるトンネルラウンジ、メインスタンド最前列に
選手と同じ目線で観戦できるフィールドシート、VIPラ
ウンジ・ビジネスラウンジとは別に、一般購入が可能な
プレミアムラウンジ等がある

サンフレッチェ広島

エディオンピースウイング広島

◆ 2024年2月に開業したフットボールスタジアム

◆ 入場可能数は28,347人となり、テーブル付き席や
パーティーテラス等、多種多様なバラエティシートは
Ｊリーグ最多の42席種が揃えられている

◆ 平和記念公園・原爆ドームの延長線上(平和の軸
線上)に位置する広島市中央公園内にあり、中四国
最大の商業エリアである紙屋町・八丁堀地区にも近
接、広島市中心部に位置する「まちなかスタジアム」
である

◆ サンフレッチェ広島が指定管理者として管理・運営

◆ 2・3階の吹き抜けにネット遊具等を備えたキッズス
ペースや、聴覚・視覚等感覚過敏の症状がある人や
その家族が安心して過ごせるセンサリールームが常設
されており、体験型コンテンツを備えたミュージアム・特
産品も取り扱うスタジアムショップもある

◆ 365日のにぎわいを作る都心交流型スタジアムパーク
を目指しており、スタジアム横の広場はPark-PFIによ
る芝生広場を中心とした商業テナントを持つ

Ｖ・ファーレン長崎
PEACE STADIUM Connected by SoftBank

◆ ジャパネットグループが建設する長崎スタジアムシティ
内に2024年10月に竣工したフットボールスタジアム

◆ 敷地内にはスタジアムの他に、約6,000席を収容で
きるアリーナ、スタジアムビューホテル、各種商業施設、
県内最大級のオフィスビルが整備されている

◆ 入場可能数は約20,000人であり、「ピッチまでの距
離日本最短の約5m」を始めとした、観戦体験を重
視した構造が特徴である

◆ ＪＲ浦上駅から徒歩約8分（長崎駅からは約10
分）であり、路面電車の駅からは徒歩約3分という
好立地にある

◆ バックスタンドはホテル棟と一体となっており、ラウンジ
等も多く設置されているのが特徴の一つである

◆ ベンチに近いメインスタンド中央前列にプレーヤーズス
イート（食事付き）が設置されており、専用ラウンジ
ではガラス越しに選手入場や監督会見の見学が可
能となっている



クラブ参考事例： 広島の2024シーズン振り返り

◆ サンフレッチェ広島は、エディオンピースウイング広島を新たなホームスタジアムとした2024シーズン、クラブ
経営の面でも大きな成長を実現した
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＜2024シーズンのKey Figures＞

① 来場者数486,579人（収容率90.3%リーグNo.1）

② 来場人数約118万人（計画比107%）

③ サンフレッチェクラブ会員約73,000人（昨対比277%）

④ スタジアムグルメ売上高約4.4億円（昨対比315%）

⑤ オフィシャルグッズ販売高約9.2億円（昨対比224%）

⑥ 売上着地見込約78億円（昨対比186%）

⑦ エディオンピースウイング広島推定経済効果約11億円（男子1試合あたり）



米国（MLS）におけるスタジアム整備・利活用

◆ 2024年10月に「Ｊリーグ米国スタジアム視察」を実施し、MLS(Major League Soccer)におけるスタ
ジアム整備・利活用について学んだ
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スタジアムの満員感と臨場感・没入感を重視したスタンドの設計
訪問したスタジアムの収容数は2〜3万人であり、2024シーズンにおいていずれも完
売という状況であった。満員のスタジアムでの試合観戦は来場者が盛り上がりのある
観戦体験を得る事ができるだけでなく、選手にとってもモチベーションが高くなり、良いプ
レーにつながるという相乗効果がある。また、ホーム側ゴール裏を傾斜のある(34〜37
度)ワンスロープの立見席とする、ピッチとスタンドの距離を近くする(4.6〜4.9m)等、
満員感、臨場感に拘ったスタジアムの設計をしている

様々な顧客ニーズに対応し、来場者体験を向上させるプレミアムエリア
フィールドレベルのクラブラウンジをトンネル・クラブとして整備し、来場者に特別な体験
を提供している。ガラスによる仕切り等無く、よりリアルな体験ができる様な工夫もされ
ている。また、メインスタンドを中心にしたスィートとクラブラウンジの整備だけではなく、
フィールドレベルに複数のクラブラウンジを整備したり、「コーナースィート」を整備する等、
自由度が高い

飲食サービスの取り組み（コンコースの常設飲食店舗とビアホール）
コンコースに、150〜200 名収容可能な大型のビアホールが整備されている。試合
時にはすべての来場者を対象にビールを提供するが、試合後は自動開閉式のガラス
面で仕切られ、ファン専用のビアホールという特別な場所となっているケースもあった。
スタジアムのコンコースには数多くの常設の飲食店舗が整備されており、地元のグルメ
を提供している。大型のパントリーを整備し、スタジアム内の提供飲食の提供は一元
化されている。その売上はスタジアムの貴重な収入にもなっている

視察報告書及び動画 https://aboutj.jleague.jp/corporate/activities/stadium_promotion/

https://aboutj.jleague.jp/corporate/activities/stadium_promotion/


トレーニング施設整備・利活用

◆強化・育成のみならず、ファンサービスやメディア対応等、クラ
ブ活動全般を支える拠点として位置付ける。整備後もクラブ
が運営・維持管理に関与し、施設価値の最大化を図る

ガイドライン

◆ 現状のトレーニング施設における課題整理と中長期的に求められる要件検討

◆ 上記及び地域情勢等も考慮し、時代の要請（多様性、持続可能性等）も踏まえた整備方針の立案

◆ 世論形成に向けた市民や主要ステークホルダーへの整備必要性の訴求

◆ 整備主体及び各ステークホルダー（行政・株主・スポンサー）に対する日ごろからの渉外活動

◆ 維持管理・利活用に向けた最適な運用スキームの選択（指定管理を含む）とクラブ内外の体制構築

根拠

◆ トップチームのみならずアカデミーが年間を通じて常時使用できるトレーニング施設（クラブハウス含む）の確
保ができており、地域のファン・メディアとの接点としての機能も果たしながら、クラブの拠点として適切な維持
管理がなされている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 質の高い練習による選手育成や有力選手獲得における訴求等の観点で重要なインフラであり、スクール活
動等にも使用できる施設は、クラブ及びホームタウン活動の拠点として、クラブ経営における肝の一つと言える

◆ その投資規模から、自治体による公共施設投資として新設・整備される場合もあり、その実現においては、
整備主体及び関係者に充分配慮しながら中長期視点で折衝する必要がある

◆ 指定管理を含めた最適な運用スキームを検討し、クラブ内外の体制を整えて、維持管理・利活用にも主体
的に関わる事が重要である。クラブの拠点として施設価値を高め、地域活性化に貢献する事ができる
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クラブ参考事例：秋田・群馬・横浜FMの新トレーニング施設

◆ 下記は、直近で新トレーニングが整備されたクラブの事例紹介である
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ブラウブリッツ秋田

一般利用も可能なクラブの新拠点

「ブラウブリッツ秋田クラブハウス」

◆ 2024年9月、潟上市天王の秋田グリーンサムの
杜内に完成した。天然芝ピッチ1面とクラブハウスを
備える施設

◆ 日本サッカー協会の補助や、企業版ふるさと納税、
ファンやサポーター等の個人からクラウドファンディング
【注1】を募り整備

◆ トップチーム選手が使用するトレーニングジムは、会
員制にて一般利用が可能。ピラティスマシン等、最
新のトレーニング機器を設置

◆ 子ども食堂「ルーエプラッツ」も整備。クラブの専属管
理栄養士監修のメニューを日替わりで提供

◆ 施設内のミーティングルーム、コインランドリーは、クラ
ブ使用時以外は一般利用が可能

横浜Ｆ・マリノス

公園のように開かれた場所として街の人が集い
スポーツによる地域振興の中心を目指す

「F・マリノススポーツパーク」

◆ 横須賀市久里浜に2023年6月グランドオープン。
正式名称は「F・Marinos Sports Park 〜
Tricolore Base Kurihama〜」と言い、開かれ
た「Sports Park」と、土台や拠点としての
「BASE」になる事を目指している

◆ ホームタウンの一つである横須賀市が、久里浜1丁
目公園内に施設を整備

◆ 天然芝ピッチ2面、フットサルコート1面、クラブハウ
スを備える施設

◆ フットサルコート、クラブハウス内の会議室、レストラ
ンは一般利用が可能

◆ 久里浜の街作りと連動した様々な活動を行ってい
る

ザスパ群馬

コンセプトは開かれたコミュニティ

「GCCザスパーク」

◆ 株式会社カインズの支援により、2024年4月、前
橋市富田町（ローズタウン）に完成した

◆ 天然芝ピッチ2面、人工芝ピッチ1面、フットサルコー
ト3面、クラブハウス、キッチンカースペースを備える
施設。人工芝ピッチ・コートは一般利用が可能

◆ クラブハウス内に本社機能も移転

◆ 複合機能として、複数の飲食店、オフィシャルショッ
プ、放課後等デイサービス「ザスパキッズ」を備える

◆ 飲食店ではザスパ群馬の選手と同じメニューを提
供しており、食育を発信し、運動やサッカーに留まら
ずたくさんの方に愛され健康増進の起点となる施設
を目指している

注1：インターネット等を介した不特定多数の人々からの資金提供



クラブ参考事例： 川崎Fのアカデミー施設
トレーニング施設
整備・利活用

施設コンセプト

◆ アカデミーの拠点
⁻ U-12、U-15、U-18が共に練習できるグラウンドを整備
⁻ 練習後すぐに暖かい食事を取る事のできる環境を整る

◆ 市民にも喜ばれるスポーツ活動拠点
⁻ 子どもから高齢者まで、世代や障がいの種類・程度に関わらず、誰もが

スポーツに気軽に触れられる場とコンテンツを提供
⁻ 豊かなスポーツ文化の振興及び市民の心身の健全な発展に寄与

◆ 企業・団体と連携しビジネス・理念等を発展する場
⁻ スポーツ学童保育・スポーツ保育園を誘致し、スポーツ施設と連携し、

子供の運動能低下問題の改善を図る
⁻ 施設内に整形外科を開設、地域スポーツ医療の拠点として高齢者の介護

予防事業等によって社会保障問題の解決の一助になるスキーム作りを行う
⁻ Bリーグ「川崎ブレイブサンダース」のアカデミーにも施設を提供する事で、

日本初の「Ｊリーグ」「Bリーグ」協働の育成拠点を目指す
◆ 災害時の一時避難場所への活用

⁻ 隣接するふれあい広場・多目的広場を中心に、市民の安全・安心を守る
一時避難場所や災害対応業務のための活動拠点として活用する

◆ フロンタウン生田の構想
◆ 人工芝グラウンド2面
◆ 体育館
◆ テニスコート6面
（屋内3面・屋外3面）

◆ 公園・多目的グラウンド
◆ 病院
◆ 保育園
◆ カフェ
◆ コインランドリー

テナント連携
入居者同士の連携強化で

価値向上と経営安定をサポート

サッカー
バスケットボール

テニス 等

地域防災

明治大学・地域消防団

管理栄養士によるサポート

コンテンツ提供

コミュニティ創成

多摩区役所
地域自治会

子育て支援組織スポーツ×幼児教育

地域連携
官民学連携で

地域課題の解決を行う

地域医療

整形外科
デイケア・デイサービス
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クラブ参考事例： 川崎Fの拠点を活かしたフロンタウン化構想
トレーニング施設
整備・利活用

◆拠点経営ビジョン「フロンタウン化構想」として、スタジアム以外の拠点を活用し、市民との交
流を図る。そこからブランドと経済圏の浸透させ、市内全域をフロンターレカラーへ

フロンタウンさぎぬま フロカフェ 富士見公園

麻生グラウンド

フロンタウン生田

フロンタウンさぎぬま

溝口スクール

FRONTIERS Field

富士通スタジアム

20日間から365日間のビジネスへ
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経営領域 詳細
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サステナビリティ

事業強化

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事・労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

普及

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム

トレーニング施設

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



ファンエンゲージメント
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◆顧客重視の精神を徹底した上で、経済的価値や特徴に応じ
たサービス提供と誘導施策で顧客満足度を高め、ファンベース
拡大と上位購買層への誘導を図る

ガイドライン

◆ 顧客行動履歴・調査や市場調査等を活用した顧客・市場の見える化

◆ クラブにとっての収入ポテンシャルや期待等の軸に基づくファンベースの各カテゴリーの整理・分類

◆ 顧客の特性や経済的公平性等を考慮した行動指針のクラブ横断的整理・策定

◆ クラブの中期計画・単年計画、及び商品サービス企画や誘導施策を含めた具体的業務への落とし込み

◆ ファンベース拡大・上位購買層への誘導についてのKPI設定（Ｊリーグファン指標含む）とPDCA管理

根拠

◆ ファンベースの各カテゴリの特性と顧客購買プロセスを正しく把握し、ファンべース全体の拡大並びにファンデベ
ロップメント戦略に基づく施策実装・効果検証のサイクルが定着している

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ ファンベースの各カテゴリーの特性を理解する事は、新規ファンの獲得ならびに大きな経済的インパクトをもた
らす上位購買層の増加につながる

◆ 各ファンの支出金額の維持・増加のためには各施策の効果検証ならびに施策の再設計が必要となる

◆ ファンベース全体の拡大は入場料収入・物販収入・飲食収入への寄与だけでなく、露出効果も含め、間接
的にスポンサー収入の増加、視聴者数増加、放映権の価値向上に大きなインパクトがある

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



スタジアム観戦特有のプロセスとして、「招待・誘われ」「応援」「推奨・勧誘」を加えている。また、それぞれのプロセス上にいる

顧客の状態を合わせて定義している。このプロセスをベースにして、Ｊリーグが特定するマーケティング業務を配置すると下図

の通りになる。

ファンデベロップメント戦略

◆ Ｊリーグが特定するマーケティング業務と顧客購買プロセスは以下の通りとなる
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ファンエンゲージメント

見込顧客
Prospect

顧客
Customer

ファン
Fan

推奨者
Promoter

サポーター
Supporter

認知
興味
関心

招待
誘われ

購入
来場

応援
推奨
勧誘

特性

エンゲージメント
を上げるための

きっかけ
（一例）

担当部門

チケット担当

ファンクラブ担当

Web、イベント（運営）、MD【注2】・EC【注3】

広報・ＰＲ・ＳＮＳ 広報・ＳＮＳ

ホームタウン担当

Web（広告）

Ｊリーグやクラブの
事は知っているが、

興味がない

サッカーやＪリーグ
への関心があるが、
観戦まで至らない

招待または誘われ
て観戦に来る層

2回目以降の観戦
のために、有料でチ

ケット購入する

定期的に観戦し、
ファンクラブへの加
入をしている方も

多い

シーズンシート購入
や新規層への推
奨・勧誘貢献も

ある

メディアを通じた興
味関心想起企画、
IPコラボ企画【注1】

デジタル広告、
招待企画、

観戦ガイド作成

イベント・グルメ・演
出等の体験提供、

優待企画

試合内容、グッズ
企画、SNS運用、
ファンクラブ設計

戦績、グッズ企画、
選手イベント企画、
SNS運用、シーズ

ンシート設計

戦績、選手イベン
ト企画、シーズン
シート設計、クラブ

経営

注1： IP（知的財産）を持つ企業同士が協力して商品を開発・販売する企画
注2： 「商品政策」や「商品化計画」 注3：Electronic Commerceの略。インターネットを利用した電子商取引



クラブの状況：ファンデータ

◆ 2024年の総入場者数は1,254万人、Ｊ１平均入場者数は20,335人でコロナ前の2019年の入場者
数を超えて過去最多となる

ファンエンゲージメント

観戦者の属性（2025年）

万人

ＪリーグID登録者数（2025年10月）

500

Ｊリーグ年間総入場者数（2024年）※リーグ戦のみ

万人1,254 2019年は

1,040万人

Ｊ1平均入場者数（2024年） ※リーグ戦のみ

人20,335
2019年は

20,751人
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年齢構成

Ｊ１の海外放映国数【注1】（2024年）

全世界

男女構成

注1：22か国は現地放送局を通じて放映・配信、その他の国は海外向けＪリーグ公式YouTubeにて放映・配信



ＪリーグID活用事例（ファン層の定義とターゲット設定）

◆ アプリ、チケット、EC、LINEミニアプリ、クラブ独自サービス等のＪリーグIDでの統合化を実施し、会員数
は合計500万人突破した。また、IDの統一化によって、より効率的にファンディベロップメント施策が実施
できており、月間アクティブユーザー100万人以上を維持できている

◆ ファンをその来場回数や観戦経験により６つの層（カテゴリー）に分類し、それぞれの層に対する戦略と
その実行主体を明確化する事により、効果的なファンディベロップメントに取り組んでいる
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※来場回数は、「チケット購入回数（Ｊリーグチケット）」、「公式アプリチェックイン」、「スタジアムWiFiチェックイン」、「ワンタッチパス来場履歴
  （シーズンチケット・ファンクラブ会員）」でカウント

ファン層
潜在ファン層

F0
Ｊリーグ興味層

F1
ライトファン層

F2
コアファン層

F3
熱狂ファン層

F4
マニア層

F5

定
義

来場回数※
(直近1年)

0回 1回 2回 3～7回 8～15回 16回以上

観戦経験
なし

(一部J-ID保有)
あり あり あり あり あり

戦略
メディアを通じた
認知拡大施策、

招待企画

試合情報やイベン
ト等の共有、優待

企画

コアファン層
転換施策

ロイヤルティ向上（クラブポイント等）、単価向上

マーケティング
主体者

クラブ・リーグ クラブ・リーグ クラブ・リーグ クラブ クラブ クラブ

ＪリーグID
会員シェア

72.0% 11.6% 3.9% 5.9% 2.9% 3.7%

2024年8月末時点のデータ

ファンエンゲージメント



集客・チケット販売
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◆マーケティングの４P【注1】視点に基づいたチケット設計を行った
上で、“招待”“お誘い”を軸に新規層獲得に注力すると共に、
デジタルの活用により既存層にも効率的なアプローチを行う

ガイドライン

◆ 基礎的事項（自クラブの入場者・チケット状況、ホームタウン等）の理解

◆ シーズンチケット・高額席等の券種間の価格バランス及び多様な売り方を組み合わせた戦略的チケット設計

◆ 対戦カードや気候等を考慮したホームゲームごとの集客計画策定とPDCA

◆ メディア露出、IPコラボ、招待企画の活用や、“お誘い”の促進による新規層の取り込み

◆ ＪリーグID等の蓄積した顧客データ分析やデジタル広告に基づく、既存層に対する効率的なアプローチ

根拠

◆ 観戦満足度を高めるための投資とチケット単価のアップを行い、成績に大きな影響を受ける事なく、スタジア
ム収容率を高水準化する事で、入場料収入がクラブの収入源の一つとして財政安定化を支えている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 収容率の高水準化・チケット単価の最大化は直接的に入場料収入に寄与する

◆ 収容率が高水準で維持される事はスタジアムでの飲食・物販収入だけでなく、スポンサーの露出機会の増
加に伴うスポンサー収入の増加や、長期的には視聴者数増加、放映権の価値向上に寄与する

◆ スタジアム集客の増加により、ファンベースが拡大し、副次的にスポンサー収入の増加や有料視聴者数の増
加に寄与する

注1：Product（製品）、Price（価格）、Place（流通）、Promotion（販売促進）の頭文字をからなるマーケティング用語

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



予め決められた席番を販売する事で、当日は分散来場、席間隔の確保が可能。
更に席番選択できれば◎ダイナミックプライシング導入には必須

指定席化

利用登録後の販売で、誰がどの席を購入しているかデータ自動収集可能。
顧客の可視化、CRM活動推進に必須。Ｊチケ比率リーグ平均23%(’19)⇒64%(’20)

WEB化

店舗発券不要、スマホで購入から入場まで完結。着券（来場）データ取得可、非接触※リーダー設置必須、
ワンタッチパスとセット導入効果大Jチケ内QR比率リーグ平均61%(’19)⇒83%(’20)

QRチケット化

ICカード化したシーズンシートの認証入場やファンクラブ会員証の来場記録をカバー ※リーダー設置必須ワンタッチパス

QRチケット同様に認証入場と着券（来場）データ取得可（チケットぴあネットワークからの発券に限る）
※リーダー設置必須 ワンタッチパスやQRチケットとセットで導入効果大

紙チケット
バーコード認証

一般販売に先駆けた会員優待ファンクラブ等の代表的な特典
会員先行/
割引販売

過去実績・販売状況・在庫数等のデータからAIが適正価格を決定する価格変動販売。
人気カードは高価格となる傾向からシーズンシートの価値、保有の優位性を上げる効果もある

ダイナミック
プライシング

購入後に都合が悪くなった」「同一グループ内で多く取れてしまった」等に応え売買可能な公式二次流通。
不正転売の抑制

公式リセール

「購入後に1名追加して違う席番・席種を連番で買い直したい」、「雨天予報なので屋根のある席に移動したい」
等に応える機能

席変更

不正転売禁止法（2019年6月施行）適用により不正転売者の取り締まりが可能。
販路をWEBに絞り、公式リセールを導入している事が必須

特定興行入場券
としての販売

集客・チケット販売チケット販売(DXで多様化する販売方法）
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インバウンド集客

◆ インバウンド来日客が日本全体で増加傾向にあるため集客施策を実施する事で、入場料収入だけでなく、
グッズ・飲食等副次収入の効果や世界に対してＪリーグの魅力を発信する意義もある

集客・チケット販売
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◆ インバウンド来日客は近年増加傾向にあり、貴重な集客リードになる
– インバウンド来日客数 2023年：25,066,100人【注1】 、2024年：36,869,900人【注1】

◆ 入場料収入だけでなく、グッズ・飲食等の副次収入も期待できる
– 入場料収入：4,842円【注2】 、グッズ収入：7,574円【注3】、飲食収入：1,877円【注3】

◆ インバウンド集客を実施する事で、海外でのＪリーグの認知・関心の向上に貢献できる
◆ 英語でのチケット販売は、日本語ができない方を受け入れるインクルーシブな社会の実現に向けて重要

チケット
販売サイト

◆ 英語でのチケット販売サイト（QUICKぴあ もしくは ぴあインバウンドチケット販売サイト）の実装
– 導入クラブ：30クラブ ※2025年11月9日時点

プロモーション

◆ 情報収集用
– 外国語でのホームページ制作⇒関心層が情報収集する上で
– 外国語でのSNS運用⇒チケット情報・試合結果等ファンエンゲージメントを高める効果がある

◆ 集客施策（一例）
– デジタル広告⇒関心層への直接的な集客に起因
– インフルエンサー⇒動画等で具体的な観戦体験を提供可能
– Web Mediaへの出稿（SNSも含む）⇒主に旅マエの日本旅行のコンテンツを探す方に有効
– チラシ等地上戦⇒観光地やホテル等試合直前での告知として有効

◆ 2024年：20,885枚
◆ 2025年：32,693枚（昨年度成長率+56.5%）※2025年11月9日時点
      ※一部在日外国人の方もいるが、インバウンドの方で日本語サイトでの購入や当日券販売、団体旅行客等含めると

実態は更に多いと想定

販売実績【注4】

（リーグ戦）

【インバウンド集客の目的】

【具体的な施策】

注1：出展 JNTO「訪日外客数」（2023,2024）
注2：出展 2025年リーグ戦におけるQUICKぴあ 並びに ぴあインバウンドチケット販売サイトでの販売平均チケット単価をもとに算出
注3：出展 Ｊリーグで実施したスタジアム来場外国人調査（2025）
注4：出展 2025年リーグ戦におけるQUICKぴあ 並びに ぴあインバウンドチケット販売サイトでの販売数をもとに算出



ホスピタリティチケット販売

◆ 一般チケットとは異なる高付加価値のホスピタリティチケットを企画・販売する事によって、更なる入場料収
入の増加が期待できる

集客・チケット販売
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◆ ホスピタリティチケットとは、一般導線とは異なる専用導線、ラウンジや個室での飲食、ギフト、スタジアム施設や現役選
手・OB選手との特別体験等が付いた高付加価値型の観戦チケットの事を指す

◆ 収容率のひっ迫や国内の人口減少が進む中、高単価なチケットを国内外の一般富裕層や法人向けに販売する事で更
なる入場料収入の増加が期待できる

◆ スタジアムにラウンジや個室の用意があると商品設計がしやすい
◆ スタジアムの改修や新設する上ではホスピタリティ用のベニュー開発を視野に入れる必要がある
◆ 現存するスタジアムにラウンジや個室がない場合でも、周辺のレストランや仮設のテントの利用に

よってベニューを開発する事は可能

ベニュー開発

◆ チケット購入から事前案内連絡、受付、飲食、各種アクティビティ等トータルで満足いただき、再
利用いただける商品企画が必要がである

◆ 飲食、ギフト、人件費等トータルコストを加味した上での価格設定、収支管理が必要となる
商品企画

◆ 運営、法人、チケット、プロモーション、グッズ、来賓、施設担当等複数の担当者が一体となった組
織横断型の体制が必要となる

組織

◆ 販売を加速するための認知施策、専用ホームページ等各種プロモーション施策も必要となる
◆ 体験いただいた方にアンケート・ヒアリングをし、体験の質を上げるためのPDCAも重要となる
◆ 一般向けの販売だけでなく、法人向けの販売等販路の拡大も視野に入れる必要がある

販売
プロモーション

【ホスピタリティチケットとは】

【具体的な対応事項】



試合演出・イベント運営
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◆試合結果に関わらずホームゲーム来場者が満足度を得られる
ように、試合前後のコミュニケーションを起点として、演出や飲
食、イベントも含めた質の高い観戦経験を提供する

ガイドライン

◆ 勝敗に起因しない満足度を上げるためのベースとなる演出・飲食・イベント等の設計と実装

◆ 対戦カードや気候等を考慮したホームゲームごとの演出・イベント設計と実装

◆ オウンドメディアへの掲載並びに外部メディアへの露出計画と実装

◆ 各演出・イベントの振り返りと継続的な改善

◆ クラブスタッフ・ボランティア・外部パートナー等におけるホスピタリティ意識の徹底

根拠

◆ オンザピッチのパフォーマンスだけでなく、ファン・サポーターの熱量やステークホルダーとの協働等、クラブに関わる
全ての人のエンゲージメントの集大成をサッカーという“作品”として捉えると、演出やイベントもその一部を構成
する重要な要素であり、試合結果に関わらず“また来たい！”と感じるような満足度を与える事ができている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 試合の結果は不確実であるため、試合結果に関わらず来場者に一定以上の満足度を与える事が再来場
に向けたポイントとなる

◆ オウンドメディアだけでなく外部メディアを通じて、演出やイベントを含めた試合告知を実施する事で、集客数
に貢献できる

◆ 来場者がSNSに投稿したいと思わせる演出やイベントの実施をする事で、来場者のSNS投稿を通じたクラブ
の認知拡大・関心度向上に貢献できる

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



クラブ参考事例： 清水エスパルス(継続的な国立競技場開催)
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プロモ
施策

試合
当日
施策

効果

「国立(ここ)は静岡」というテーマで、静岡に
ルーツを持つ方を来場ターゲットに設定

クラブのブランディング強化を目的として、
2025年は渋谷駅にてOOH広告を掲出

ホームタウン(静岡市)とファミリータウン(周辺
都市)の選手PR企画を「東京」で実施

開催テーマ 都内でのOOH広告 HT/FT選手プロモーション企画

4年間での総来場者数

212,204人（4試合計）

1試合平均 53,051人

◆ 2022シーズンより毎年、国立競技場にて試合開催。「国立（ここ）は静岡」というキャッチコピーも活用
し、地方クラブながら毎年5万人以上の来場者を迎え、クラブの全国的なプレゼンスを高めている

試合演出・イベント運営

バルーンやドローンを活用した
特別演出・スタジアム装飾

FUNKY MONKEY BΛBY’S 
ライブパフォーマンス

在静キー局連携イベント
（KICK OFF!SHIZUOKA）

静岡市の伝統工芸体験施設コラボ
オレンジユニシャツ 35,000枚配布

年間1回の国立競技場開催に合わせた大規模プロモーション施策を展開。IAIスタジアム日本平（静岡）開催とは異なる首都圏在住者を
中心とした来場層が「年に一回、国立にエスパルスの試合を見に行きたい」という動機につながる「静岡」を意識したイベントも複数設計

1試合当たりの興行収入

IAIスタジアム開催比 約3倍

（要因）

・入場料収入の大幅増
・パートナー協賛の拡大
・物販/飲食売上等の増加

来場者層の変化 

・2024シーズンのエスパルス国立開催
来場者の40%以上が、2025
シーズンも来場（国立リピーターの拡大）

・「静岡県在住」者の来場が年々拡大
（25シーズン：25,000枚以上の発券）

※うち2試合はＪ2リーグ開催



リーグ参考事例：ルヴァンカップ決勝（2025年11月1日）
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告知

実施
内容

効果

該当試合のキービジュアルを作成し、
各種プロモーション施策において活用

関連情報をまとめた専用LPを作成
試合の興味関心を高めた

両クラブのファン・サポーターおよびＪリーグ
関心層に向けたPVを作成し盛り上げ

Little Glee Monsterによる国歌斉唱
試合開始前に国歌斉唱の演出を実施し、スタジアムの一体感を醸成
事前の話題創りにも寄与した

来場者配布（ギブアウェイ）
決勝進出の柏レイソル、サンフレッチェ広島の選手・監督のカードと記念ステッ
カーを来場者に配布。SNSでの話題化や来場貢献に寄与した

キービジュアル 専用LP プロモーションムービー

来場者数

62,466人

◆ 国立競技場×決勝のキービジュアル、専用LP【注1】、プロモーションムービーで集客に成功し、国家斉唱や
来場者配布でスタジアム一体感や熱狂感を醸成する事で来場者の満足度向上につなげた

試合演出・イベント運営

両クラブのファン・サポーターの盛り上がり／メディア露出

注1：ランディングページ（Landing Page）とは、検索結果やWeb広告、SNS・メルマガ等を経由して訪問者が最初にアクセスするページ



有料視聴者獲得
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◆有料視聴者のベースとなるファン拡大を追求し、今後その
重要要素の一つとなる視聴体験につき、チーム・選手とも連携
しながら、観戦方法とコンテンツの強化に取り組む

ガイドライン

◆ Ｊリーグ全体の成長目線に即した有料視聴者獲得の意義の理解

◆ ファン指標の重要KPIとしての設定

◆ チーム編成へのファン目線の反映等、視聴体験強化に向けた強化部門との連携

◆ 視聴体験強化に向けた観戦方法改善策の検討と視聴パスの販促強化（シーズンチケット・ファンクラブ入
会連動商品、EC販促キャンペーン等）

◆ クラブ横断的な有料視聴者（DAZN）獲得基本施策の推進（試合日程調整、コンテンツ開発・制作、
クラブ公式サイトのバナー掲出、SNSでの発信、勧誘・紹介）

根拠

◆ 自クラブのファンが有料放送継続加入し、リーグ全体としても高い放映価値が見込める有料視聴者数に達
している

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 配分金原資の大きな割合を放映権料が占めるため、有料視聴者獲得はリーグだけでなくクラブにとっても
最優先課題の一つ

◆ 有料視聴者増のキーファクターはつきつめればファンの増加であるため、Ｊリーグのファン指標も念頭に置きな
がらこれまで以上にファン拡大を追求するべき

◆ 視聴方法のイノベーションと共にコンテンツの魅力が大きく影響するため、チーム・選手とも連携した取り組み
が重要となる

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



プロモーション
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◆情報を届けたいターゲットを明確にした上で、チームと協働して
メディアを積極活用し、魅力あるコンテンツの提供により、クラ
ブの人気や価値を高める

ガイドライン

◆ マーケットリサーチの活用による市場・顧客理解、メディア環境と特性の理解

◆ ターゲティングと、そのターゲットに最適なメディアが選定されたプロモーション戦略及び年間計画の立案

◆ 販売事業に伴う収入及び露出拡大のためのローカルTV放送・ラジオ放送等の活用

◆ 選手・スタッフのプロモーションへの積極関与に向けた、クラブ内の合意形成と仕組み整備

◆ 計画的な実行とデータに基づく効果検証の継続的実施

根拠

◆ クラブのフィロソフィーや戦略に沿ったターゲットに対して、その特性や目的に応じたコンテンツを継続的に提供
し、クラブへの興味・ロイヤルティの向上を図り、人気や価値を高める事ができている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブの人気や価値を高め、入場者数やスポンサー収入を伸ばすためには露出が鍵であり、そのためにはプロ
モーションが重要となる

◆ 効果的なプロモーションを行うためには、情報の媒介役となる3つのメディア（ペイドメディア、アーンドメディア、
オウンドメディア）の特性を理解し、ターゲットを明確にした上で、最適なメディアを活用するべきである

◆ サッカークラブの最大のコンテンツであるチーム・選手との協働が効果的なプロモーションの鍵となる

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



99

プロモーション

種類 意味合い 例 主な目的 強み 弱み

ペイドメディア
◆広告メディア
（コンテンツを仲介）

◆4マス（テレビ・ラジオ
   新聞・雑誌）広告
◆デジタル広告
◆インフルエンサー活用
◆屋外広告

◆認知獲得

◆リーチがある程
   度保証される
（お金でリーチを
   買える）

◆費用がかかる

アーンドメディア
◆拡散するメディア
（コンテンツを拡散）

◆SNS（クチコミ）
◆メディア露出（パブリ
   シティ）

◆評判を上げる
◆認知獲得

◆第三者の発信
   のため態度変
   容に効果的

◆コントロールし
   にくい
◆炎上する可能
   性もあり

オウンドメディア
◆自社管理メディア
（コンテンツを自ら発信）

◆自社サイト
◆自社SNSアカウント
◆アプリ

◆詳細な魅力を
   伝える

◆ペイド、アーンド
   では伝えられな
   い詳細な情報
   を伝えられる

◆リーチ拡大は
   期待できない
（新規獲得には
   向かない）

メディアの種類と特性

◆ 効果的なプロモーションを行うためには、それぞれのメディアの特性を理解し、ターゲットに届けるための最
適なメディアを選定する必要がある
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プロモーションＪリーグの顧客構造

離反層
※観戦経験あり、2024〜25年に観戦なし

認知未利用層
※Ｊリーグを知っているが観戦経験なし

未認知層
※Ｊリーグを知らない

低関心高関心

① ②

③ ④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨

1年以内にスタジアムでＪリーグを観戦したいですか？
高関心：必ず観戦したい、観戦したい
低関心：そうでもない、観戦したくない、全く観戦したくない

コア（見込）層
※2024年または2025年に観戦4回以上、

もしくは2024年・2025年にいずれも2回以上観戦

ライト層
※コアの条件を満たさないが、
   2024年または2025年に観戦３回以下

◆ Ｊリーグでは観戦頻度と関心度をもとにした「9segs」を採用し、顧客構造を定点観測している

※Ｊリーグの場合、新規層・ライト層・コア層を比較してもデモグラ属性【注1】に大きな差がないのが特徴

注1：デモグラフィック属性とは、年齢・性別・家族構成・所得・職業・学歴・居住地域等の人口統計学的属性のデータ



低関心高関心

① ②

③ ④

⑤ ⑥

⑦ ⑧

⑨
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プロモーションリーグ参考事例：2025シーズン開幕プロモーション

最適なメディア

オウンド

アーンドペイド

ペイド アーンド

オウンド

ペイド アーンド

YouTube動画
煽り動画

※広告配信で⑤、⑦にもリーチ

YouTube動画
OB座談会

公式サイト
招待キャンペーン

拡散するウェブ動画 開幕イベント
地上波TVでの露出

（ローカル含む）

新聞広告

TVCM

ウェブ広告

◆ Ｊリーグの2025シーズン開幕プロモーションでは、各セグメントに対して最適なメディアを選定し、それぞれ
のターゲットに応じたコンテンツを届ける事に努めた

YouTube動画
応援ソングリリース



広報
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◆クラブの認知度・ブランドの向上に向け、経営者自らの発信も
含め、報道・宣伝・組織リスク等の観点で、クラブの理念、価
値・情報、及びチームの魅力や活動を正しく広く社会に伝える

ガイドライン

◆ 常に冷静で誠実な対応と、理念・価値の経営者自らの言葉での発信（経営者はクラブを象徴する存在）

◆ 各メディアの先にファン・サポーター、パートナー、自治体をはじめ多くのステークホルダーがいる事の認識

◆ 有事の際の専門家との協力体制構築とメディアとの適切な距離感（情報提供、コミュニケーション等）、ク
ラブとしてのオープンな発信スタンスの維持と常日頃からのリスクマネジメント

◆ 経営・強化・広報の発する対外的なメッセージが常にワンボイスでブレがない体制

◆ 最大のコンテンツである試合におけるメディアオペレーションの確実・円滑な運営、ならびにマスとオウンド双方
のバランスを維持したメディア発信（媒体特性に合った頻度・内容・スケジュール）による露出最大化

根拠

◆ マスメディアとオウンド（SNS等）メディアでの発信のバランスが取れ、勝敗のみならず経営情報やクラブの
活動やチームの魅力がホームタウンにおいて関心を持たれるよう周知され、リスクマネジメントを行いながら、認
知度・ブランド価値向上に寄与できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 経営者自身がホームタウンにおけるクラブの象徴的な存在として理念を体現する存在であり、常にメディア、
ファン等外部とのコミュニケーションの場に晒されており、認知度も高く影響力が大きい

◆ 広報にかけられる社内リソースに制約があり、複数部門（集客、プロモーション等）、異なる業務趣旨（攻
め/守り、マスメディア/オウンド等）を少ない担当者が横断的、兼務的に担わなくてはいけない事が多い

◆ 昨今、コミュニケーションツールが多様化し、デジタル化やグローバル化、サステナビリティ思考が高まる中、そう
した環境変化の動向を迅速かつ的確に把握し、クラブの広報活動につなげていく事が求められてきている

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



デジタル基盤整備
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◆デジタル基盤の活用方針に基づき、Ｊリーグとも連携しながら
顧客データベースをオンライン・オフライン両面から拡充すると
共に、有効活用するための体制を整える

ガイドライン

◆ 経営上の重要ミッションとしてのデジタル基盤整備の位置付けと方針の明確化

◆ クラブの実態に即した適切な外部リソース活用方針の明示と基盤整備計画の策定

◆ デジタルデータ資産活用の体制構築と司令塔となる人材の配置（採用・育成含む）

◆ オンライン・オフライン双方の顧客接点におけるデータの拡充（ＪリーグIDの収集含む）

◆ Ｊリーグのデジタル基盤推進チームの有効活用と連携・協力・支援

根拠

◆ 基盤となるデータベースが整備され、データ分析とその分析結果を集客施策等に活用できる人材がクラブ内
に一定数存在している＝デジタルデータが重要な経営資産として活用されている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 経営規模や環境を背景とした制約が前提としてあり、全て自前整備は困難であり、内外の資源を活用して
いく事が求められる

◆ 集客やプロモーションにおいては、データに基づき顧客の特性に応じた施策を打つ事が効率的であるため、各
クラブがデータの拡充を軸としたデジタル基盤整備を進め、CRM【注1】に取り組む必要がある

◆ 顧客データを集めても、分析して打ち手へとつなげる事の出来る人材や組織体制がなければ機能しないため、
基盤整備の重要項目として、環境とステージに応じた人材が存在している事が重要となる

注1：Customer Relationship Managementの略

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
整備

サステナ
ビリティ



ＪリーグID活用のプラットフォームの構図

◆ ＪリーグＩＤから見える購入・来場・観戦の履歴を、集客・視聴施策等のCRM活動に活用している

注1：DMP Data Management Platformの略。顧客の購買行動や部門等の自社保有データと外部データを蓄積・管理するプラットフォーム
注2：BI Business Intelligenceの略。企業内に蓄積された膨大なデータをユーザーの必要に応じて統合・分析・可視化する機能や画面を持つダッシュボードを構成するためのシステムやツール
注3：MA Marketing Automationの略。マーケティング活動の自動化・効率化及び効率化を実現するためのソフトウエア（ツール）
注4：FXM Fan Experience Marketingの略。体験や行動様式を売る事でファンに仕立て上げてロイヤルティの高い顧客創造をめざすマーケティング手法
注5：OTT Over The Topの略。従来のインフラ(通信・放送業者やプロバイダ等）を「飛び越えた」インターネットを介した動画配信サービス（YouTube、DAZN、Netflix等） 104

デジタル基盤整備

マーケティング
データベース
(MKDB)

プライベート
DMP¹

支援ツール

BI【注2】

MA【注3】

FXM【注4】

OTT【注5】利用促進

LINEミニアプリ

【注1】



ステークホルダー対応
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◆クラブに関係する様々なステークホルダーを特定し、体系的に
把握、歪みのないバランスを考慮し、ステークホルダー全体の
価値の総和を上げる視点を持って関係者と協働する

ガイドライン

◆ クラブの各機能部署のステークホルダーの特定と体系的に可視化された把握

◆ 各ステークホルダーの期待値の可視化、公正な各対応方針の策定

◆ 体系的な行動計画（各機能部署の経営目標設定とステークホルダー満足度の並列）とPDCA管理

◆ 対応策の部門横断的なチェック（ステークホルダー間の歪み等）と修正

◆ 重要ステークホルダーとの関係構築と状況に応じて経営者自身が前面に立った適切な対応

根拠

◆ 各ステークホルダーの期待値と対応方針が整理され、組織として体系的に過不足なく対応ができており、
持続可能な方法を視野に入れながら、ステークホルダー全体の価値の総和があがっている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブは、地域の“公共財”であり、ファン・サポーターをはじめとする地域社会・市民等様々なステークホルダー
に支えられて存在できているが、体系的に把握する必要がある

◆ 全ての仕事に多岐にわたるステークホルダーが存在するため、対応に歪みやばらつきが生じたり、属人的にな
りやすい

◆ 各ステークホルダーの満足度が、クラブ経営の各目標値に並列する重要な指標であり、持続可能な方法を
取り入れながら、ステークホルダー全体の価値の総和をあげていくという視点を持って取り組む事が重要となる

フット
ボール

to C
事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



気候アクション
インクルーシブ
地域コミュニティ

クラブへの
提供

地域社会・市民

ステーク
ホルダー

地域環境の
持続性

社会課題
解決

クラブの
対応方針

クラブへ
の期待値

ステークホルダーとＪクラブ

◆ Ｊクラブのステークホルダーは、期待値はそれぞれ異なるものの、持続可能な方法を取り入れながら、クラ
ブフィロソフィーに基づいた一貫性のある対応方針が求められる
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ビジネス
宣伝力

理念共有
クラブ価値
理念具現

雇用機会
働き甲斐

感動
夢

感情移入

ニュース
バリュー

契約
活動場所
自己実現

発注
対価

クラブ情報
フィロソフィー

編成
報酬

試合興行
サービス

商品・サポミ

事業遂行
給与

人事ポリシー

戦績
スポンサーメリット
アクティベーション
クラブ価値訴求

戦績
名声

ブランド
経営情報

行政支援
製品

サービス
報道・宣伝

資本
企業理念

協賛金
協業

競技・戦績
移籍金

競技応援
入場料

商品購入

職務貢献
労働力

クラブフィロソフィー

従業員
ファン・

サポーター
行政株主 サプライヤー

スポンサー・
パートナー

NPO
ボランティア等

選手・監督
・コーチ

メディア 他

その他

その他

その他

ブランド力
貢献の場
働き甲斐

クラブ支援
社会活動協働

社会貢献活動
活動機会提供

クラブから
の提供

一市民とし
ての協力

機能
コスト重視
の優先

宣材価値
の提案

コミットメント
の必達

経営理念
計画の具現

顧客重視
公正公平
の確保

正しく
伝える

FBフィロ
ソフィー
の体現

ミッション＆
バリュー
の共有

帰属意識
の醸成

各集団・個々人の期待値は無限であり、対抗・迎合
する事なく、適切な距離感・タイミングと一貫性ある行
動・姿勢で、クラブ経営・競技運営・サービスを正しく理
解していただき、長期的支援者になっていただく事が重
要となる。また、集団ごとのミーティングやオピニオンリー
ダーとの関係性構築も重要な取り組みとなる

地域の課題解決への積極的な協力を通じ、行政に愛
され、必要とされ、信頼される団体になる事で、金銭的
価値を超えた支援を優先的・継続的に受益できるよう、
常日頃から専業窓口だけでなく、首長や議長（与野
党の接点）、政治家等とも密な関係性を構築していく。
また、クラブ・選手の安全確保・事案解決のためにも、
警察・消防とも日頃の連携が大切となる

ステークホルダー対応



ブランドマネジメント
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◆クラブ横断的にブランド価値の重要性を理解・浸透させ、
一貫した戦略を持って、認知度・愛着度等を高める仕組みを
構築する

ガイドライン

◆ ブランド価値の重要性についての理解

◆ ブランドの重要性等に関するクラブ内への浸透を目的とした社内コミュニケーション（行動指針の策定）

◆ 定期的な調査結果を踏まえた自クラブのブランドの現状評価に基づく、目指すべきブランド価値の定義

◆ 中期計画の一環として各活動にブランドの観点から一貫性を持たせるブランド戦略の策定

◆ 商品化・商標管理（チーム名・呼称・エンブレム・ロゴ・マスコット・フラッグ等）に関わる仕組みの構築

根拠

◆ クラブブランドが広く世の中に認知され、ステークホルダーに強い愛着を持たれている、すなわちブランド価値が
高い状態を実現できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ ブランドは、集客・有料視聴者、グッズ販売等の財政面に加えて、ステークホルダーとの関係性においても
影響を及ぼす重要な経営資源であるため、多様な価値の総和となるブランド価値を高い状態に保持すべき

◆ クラブのあらゆる活動が、ブランド価値向上（もしくは低下）に影響を与えるため、まずはクラブ横断的にその
重要性を理解・浸透させる事が重要となる

◆ その上で、一貫したブランド戦略に基づき、クラブの知的財産（プロパティ）の整理や開発・商品化を含めた
認知・愛着を高める仕組みの構築に至るまでの幅広いマネジメントが必要

フット
ボール

to C
事業
強化
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施設
サステナ
ビリティ



新規・追加・変更等のプロパティ開発の流れ
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ブランドマネジメント

＜プロパティの種類＞
①チーム名・呼称 ②クラブエンブレム ③クラブロゴ ④クラブフラッグ ⑤クラブマスコット（任意）

Step1.（使用開始13か月前=1月）Ｊクラブから、「チーム名」「プロパティ」の開発意思を申請～Ｊリーグの承認を得る
▼

Step2.（使用開始12か月前=2月）「チーム名」「プロパティ」のテーマ、コンセプトを検討。デザインの方向性検討
▼

Step3.（使用開始11か月前=3月）「チーム名・チーム呼称」の商標を登録（出願）
※ 商標類似調査にて問題が発生した場合は新たに変更、調整をして再度出願

Step4.（使用開始9か月前=5月）各プロパティ（エンブレム・ロゴ・フラッグ・マスコット）のデザインを準備
▼

Step5.（使用開始7か月前=7月）各プロパティ（エンブレム・マスコット）の図形商標を登録（出願）
※ 図形商標類似調査にて問題が発生した場合は新たに変更、調整をして再度出願

Step6.（使用開始6か月前=8月）各プロパティ（エンブレム・ロゴ・フラッグ・マスコット）のカラーを設定
  ▼
Step7.（使用開始5か月前=9月）最終決定デザインと商標(登録)出願状況をＪリーグに報告し承認を得る

同時にグラフィックマニュアルの構築を進める
※ カラー設定、グラフィックマニュアルの制作でお困りの場合はＪリーグブランド担当にてサポート
※ グラフィックマニュアルではプロパティの各カラー設定の他に背景色／単色ベタ／単色アミ掛けの使用方法等、

第三者が使用するために必要な使用規定を設定する必要あり

GOAL：各プロパティの諸設定確認のため、デザインデータをＪリーグブランド担当へ提出

▼

▼

▼

Ｊクラブのプロパティ管理と新規・追加・変更の流れ

◆ Ｊクラブは、自クラブのアイデンティティを具象化した以下の「プロパティ」を設定し、所有する事ができる。
尚、「Ｊクラブプロパティ」として使用を開始する前（新規・変更、ならびにＪリーグ入会時）に、プロパ
ティ使用申請を行い、Ｊリーグの承認を得なければならない

※各工程時期については、対外発表方法等の戦略方針によって変動する



FC東京

名古屋グランパス

109

ブランドマネジメント

＜エンブレム変更の目的＞ 2022年にクラブ30周年を迎え、次の30年「誇りに思っていただける、魅力
   あるクラブであり続ける」ため、これまで大切にしてきた事、これから大切にしたい事や価値観を、グランパ

スファミリーと共に対話し、デザインに落とし込む。クラブの未来をファミリーと共創していくその第一歩

＜事業面での効果＞ 
■ユニフォーム販売UP、グッズ売上金額UP、ショップ売上UP、スタジアムでの売上UPと総じて昨年対比で好調

＜認知・露出効果＞
■試合会場・アクセス装飾、駅前装飾各種刷新、会場装飾刷新、ホームタウン・サポートタウン(商店街)での新装飾 それぞれSNS拡散
■エンブレム露出 Xインプレッション：278万 ■新エンブレム動画再生回数：2.6万回 ■全国紙での取材
■プロジェクト露出(発表イベント) 参加者：500人超 ■YouTube再生回数：5.9万回 ■パブリシティ 在名テレビ局：4件

※発表は名古屋のシンボルの一つ「中部電力MIRAI TOWER（旧テレビ塔）」がある「Hisaya-odori Park」にて開催。発表後、装飾が約2週間掲出

＜リブランドの目的＞ 2023シーズンにクラブ創立25周年。これまでの四半世紀の歩みを継承しつつ、
次の四半世紀に向けて、東京またはTOKYOのシンボルとなるクラブを目指して活動する、そのクラブの
姿に相応しいクラブプロパティとするため

＜事業面での効果＞
■ユニフォーム販売：新規買替え需要もあり昨年よりも売り上げUP ■グッズ売上：新エンブレムグッズも販売好調

＜認知・露出効果＞
■サイネージ等のスタジアムEXの改善 ■ホームタウンでの街灯フラッグでの掲出 
■メディア露出：昨シーズン中のお披露目イベント、新体制発表のオンライン配信、ユニフォームの特設LP等が好評

新エンブレムイメージムービー https://www.youtube.com/watch?v=xHtVXPqRgkI
新エンブレムコンセプトムービー https://youtu.be/1TCCkWS-5Ok?si=qZm5SiF7nO3euX8GI

新エンブレムコンセプトムービー https://www.youtube.com/watch?v=9QqYPCmqSuE

クラブ参考事例：FC東京・名古屋のリブランディング

https://www.youtube.com/watch?v=xHtVXPqRgkI
https://youtu.be/1TCCkWS-5Ok?si=qZm5SiF7nO3euX8GI
https://youtu.be/1TCCkWS-5Ok?si=qZm5SiF7nO3euX8GI
https://youtu.be/1TCCkWS-5Ok?si=qZm5SiF7nO3euX8GI
https://youtu.be/1TCCkWS-5Ok?si=qZm5SiF7nO3euX8GI
https://www.youtube.com/watch?v=9QqYPCmqSuE


経営領域 詳細
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サステナビリティ

事業強化

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事・労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

スクール

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム整備・利活用

トレーニング施設整備・利活用

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション
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施設
サステナ
ビリティ



スポンサー営業
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◆企業ニーズや市場を踏まえた目標及びその達成方針を定め、
スポンサーと強い関係性を構築しながら、勝敗に留まらない活
動価値の提案を行い、契約を着実に履行する

ガイドライン

◆ 市場理解（SDGs重視の流れや企業等の変化を含む）に基づく目標達成方針とターゲットの明確化

◆ 目標・ターゲットに応じた営業体制（人員）と、営業管理プロセス・ツールの整備

◆ スポンサー（候補）との相互理解と関係構築

◆ チームの勝ち負けや露出に留まらない試合日以外の活動価値の訴求とスポンサーのニーズに即した提案

◆ 費用対効果やスポンサー企業価値の向上を考慮したアクティベーション等の設定と契約事項の着実な遂行

根拠

◆ 変化するスポーツ協賛の役割を捉え、スポンサーのニーズ（SDGsも含めた）に応えながら、スポンサー収入
を安定的に伸ばせており、クラブの状況に応じたスポンサー構成やスポンサー数についての目標も達成できて
いる

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ スポンサー収入は、クラブの収入比率が最も高い重要な収入源であるため、社会におけるSDGs重視の流
れや企業等の変化を見据えた上で市場を理解し、目標達成方針とターゲットを明確にする必要がある

◆ チームの勝ち負けや単なる露出に留まる事なく、試合日以外も含めた365日の活動価値も訴求する事が
肝要であり、相手の状況やニーズに応じた提案をする必要がある

◆ 経済情勢等により短期的な契約終了や減額の可能性があるため、共に価値を高めるパートナーとしての関
係構築を心がけ、その上でアクティベーション【注1】やスポンサーベネフィット等を着実に遂行する事が不可欠

注1：スポンサー企業とスポーツとの間で実際に行われる権利活用

フット
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スポンサー企業にとってのＪクラブパートナーになる価値

◆ スポンサーの持つ事業課題を踏まえ、Ｊクラブだからこそできる解決策をストーリーとともに提示する事で、

スポンサー企業にとってＪクラブに協賛する価値を高める事ができる

112

Ｊクラブの
スポンサー
からの期待

HOW

スタジアム内看板等を通じた露出機会の提供
➢ 全国41都道府県・全60クラブ（Ｊ1~Ｊ3計1140試合/年）、計1,250万人の来場者（24年）

（平均年齢36.7歳、男性62.4%,女性37.6%）

既各クラブのスポンサー、及び地方自治体や企業へのハブ機能の提供
➢ パートナーMTGや各種イベントを通じたクラブスポンサーとの交流
➢ スタジアムホスピタリティを活用した既存顧客との関係強化、新規顧客への営業
➢ クラブを通じたホームタウン・地方自治体等へのアクセス

OTT、TV、オウンドメディア等のオンライン媒体を通じた露出機会の提供
➢ DAZN視聴者数/ストリーム時間：のべ9000万人/2.2億時間以上（22年）
➢ TV露出（広告価値換算）：キー局：1,260億円（23年）＋ローカル局
➢ オウンドメディア登録・フォロー数：YouTube=79万人, X=118万人、LINE=568万人 等（24年）

Ｊリーグクラブブランド・アセットを活用した採用強化・社内エンゲージメントの向上
➢ 地元愛＝愛社精神につながる社内イベントの開催（社員招待、パブリックビューイング企画等）
➢ 採用イベント・社内行事・研修、社内メディア等でのJクラブ関係者の登壇・出席

クラブアセットの活用、地方・海外チャンネルを通じた事業機会の推進支援
➢ スタジアムやクラブID、観戦者層を活用した実証事業・既存事業の展開・拡大
➢ 多様なクラブと連携した新規事業の展開
➢ 提携海外クラブの国でのプレゼンスアップ（ASEAN諸国 等）

Ｊクラブの活動と絡めたサステナ・地方創生等の社会貢献活動の共創、発信
➢ シャレン！の取組、ESG等のリーグテーマと絡めたスポンサー企業の社会貢献活動支援
➢ Ｊクラブオウンドメディア（SNS、HP、番組）等を通じた活動内容の発信（第三者視点の提供）
➢ 純粋に地元の/繋がりがある地域のクラブを応援する気持ちの表明（寄付的な要素を持つ支援）

WHY

ブランド認知・
好感度

への貢献

本業ビジネスを
加速する

機会の提供

人材の活性化

社会課題への貢献

オフライン
露出

ネット
ワーキング

採用強化・
エンゲージメント

向上

オンライン
露出

事業開拓・拡大

サステナ・
地方創生

アクティビティ

1

2

3

4

5

6

スポンサー営業



Ｊクラブがスポンサーに提供できる主な権益

◆ 自クラブが保有している様々なアセット（ハードアセット、ソフトアセット）を提供可能な権益として整理し、

提案ストーリーに沿ったスポンサーメニューとして提示する
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スポンサー営業

◆クラブロゴ

◆マスコット

◆名称・呼称

◆静止画・動画

–選手
–監督・コーチ
–社長・スタッフ

◆商品化権

プロパティ

◆放送・中継

–試合
–関連番組

◆デジタル・ソーシャル

–アーンドメディア
–オウンドメディア

–公式
–SNS

◆ウェア関連

–ユニフォーム
–トレーニングウェア

◆施設関連

–スタジアム現地
–練習場・クラブハウス

露出

◆招待チケット

–ホスピタリティ席
–一般席
–先行購入権利

◆ イベント参加

–キックオフMTG
–ファン感謝イベント
–パートナーMTG

ホスピタリティー

◆定型企画

–冠試合
–サイン入りグッズ
–サッカー教室

◆オリジナル企画

–イベント
–ギブアウェイ

◆クラブ公式サービス運営

◆クラブのネットワーク (企業や自

治体とのつながり )活用

◆クラブのデータ活用 (顧客デー

タ、購入データ、来場データ)

◆モニタリング・評価レポート

アクティベーション・

事業権・効果モニタリング

権益例

WHAT



スポンサーへの提案活動
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スポンサー営業

◆看板掲出権×19試合 約●万人 or ●円

◆試合会場でのブース出展権

◆選手集団肖像使用権

◆招待券の受領権 1試合●枚×5,000円×19試合＝●万円

◆イベントへの選手稼働権

スポンサー毎のオリジナルな権益・アクティベーションの設計

＋

◆その他ユニフォーム・ビジョン・バックボード等への社名表示×19

試合＝約●万人 or ●円

◆クラブプロパティを使った販促物制作権

◆VIP招待権  1試合●枚×●万円×19試合=●万円

◆その他

主催試合・イベント関連 ： 延べ●万人リーチ or 価値換算約●●●●万円

◆ セールスにおいては、クラブが提供する基本的な権益の価値を延べリーチ数・露出換算価値等で示した
上で、スポンサー毎のオリジナルな権益・アクティベーションを設計していく。財務価値、非財務価値の両
面で効果測定を行い、スポンサー価値が実際に向上する実績を積み上げていく事が重要となる

◆企業・サービスブランドの認知・好感度向上
◆販促活動への貢献

◆社会貢献活動に対する外部評価
◆従業員モティベーションの向上
◆リクルーティング市場でのプレゼンス向上

スポーツ協賛による事業への投資対効果は？

財務価値 非財務価値

スポーツ協賛を通じて社員・環境・社会を豊かにしているか？

…

…
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クラブ参考事例：横浜FM・名古屋・北九州の
スポンサー期待に沿った価値提供

名古屋グランパス

◆ 名古屋グランパスは、豊田スタジアムで行われる
ホームゲームで、パートナー企業が就活イベントブー
スを出店する大規模イベントを開催。2025年4月
に実施された第1回企画では、愛知県に本社を置
く企業を中心に約30社が参加した

◆ 従来の堅苦しい就職活動の枠を超え、企業と学
生がスポーツを通じてフランクに繋がり、通常の就職
活動では見えにくい自然な一面を引き出し、参加
者同士の相互理解を深める機会を創出する事を
目指した

◆ 新卒・中途採用いずれも年々人材獲得が難しく
なっていたり、せっかく採用した人材の早期退職して
しまう事は、地域全体の大きな課題となっている

◆ 当日は、大学生無料招待企画はもちろん、学生
向けのイベントも用意。スーツ禁止で普段の応援ス
タイルや私服での参加を促す事で、グランパスファ
ン・サポーターの大学生・大学院生・専門学生が気
軽に参加し、積極的に企業ブースに足を運ぶ様子
が見られた

ギラヴァンツ北九州

◆ ギラヴァンツ北九州のパートナーであるウイングアーク
1st株式会社（本社、東京）は、クラブへのパート
ナーシップをきっかけに北九州市との関係性を構築
し、2023年7月には北九州市との包括的提携締
結にまで至っている

◆ ギラヴァンツ北九州と同社は、同社の専門領域で
あり、従業員の皆さんが積極的に関与できるデータ
分析やアプリ開発の領域でのプロジェクトを共同で
企画・運営したり、ユニフォームスポンサード等を含
め、両社の活動の対外的な発信を行ってきた

◆ ギラヴァンツ北九州と同社の地域における活動を
きっかけに、自然な形で自治体や大学との関係性
が生まれた中で、同社は大きく踏み込んだ地域との
関わり方を模索。結果として、同社は北九州市内
への地方創生ラボと名付けた拠点開設を決定。
「ザ・北九州モデル」と銘打ち、産官学の共創による
20個以上のプロジェクトで地域のDX・GXを推進し
ている

横浜Ｆ・マリノス
ブランド価値の向上＞オンライン露出
(SNSを活用したブランド価値の向上)

◆ 横浜Ｆ・マリノスは、家計簿アプリやクラウド会計
サービスを提供する株式会社マネーフォーワードとの
パートナーを2020年より継続

◆ 冠試合等の従来のスポンサーメニューに加え、「教
えて！マネフォ先生」と題したYouTube番組企画
を展開。ファン・サポーターの興味・関心を惹きやす
いよう、現役の主力選手たちが出演する形式を
取った上で、お金にまつわる番組の話題を通じて、
同社の企業ミッションやサービスの認知、利用意向
の向上に寄与。サポーターアンケートにて8割以上
が、「自分にとっての「いいお金の使い方」を考えるよ
うになった」と回答する等、金融リテラシー向上にも
つながっている

◆ マッチデーにおけるコミュニケーション（看板/LED、
チラシ配布、ブース出店、等）だけでは難しいリッチ
なコミュニケーションについて、デジタルコンテンツ化し
SNSを活用する事で、パートナーが求めるファン・サ
ポーターとの接点を増やす事を実現している

スポンサー営業

採用強化・エンゲージメント向上
本業ビジネスを加速する機会の提供

＞事業開拓・拡大



商品化事業
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◆経営方針に沿った商品化事業の位置付けを明確にし、商品
化戦略（商品化の形態）の設計から商品企画、グッズ販売
に至るまでを計画的に実行する

ガイドライン

◆ 商品化戦略（内製化・外部委託）に対しての経営方針の明確化

◆ 商品企画・生産、プロモーションやグッズ販売に至るプロセスの透明化とPDCAの視点での評価

◆ 設定された目標（獲得売上目標等）に対しての適切な進捗及び採算管理

◆ 自ら商品化を行う場合：適切な粗利率・販売価格・販路等の設定、在庫管理体制整備（棚卸機能、
不良在庫処分）、スタジアム物販環境整備（売場の視認性向上、決済時間短縮=キャッシュレス化）

◆ 外部委託によって商品化を行う場合：戦略目的に応じた適切な契約条件（ロイヤリティ、販売条件等）
の設定

根拠

◆ 利益追求の事業として位置付けるかどうかの方針を明確にした上で、クラブブランド向上の一環として計画
的な事業運営がなされ、持続可能な方法を視野に入れながら、方針と合致した目標が達成できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 商品化事業は、グッズ販売による収益事業という面と、サポーター満足度を高めるためのツール提供という二つの側面を持
つので、クラブとして事業をどう位置付けるかを明確にすると共に、目標を定めて計画的に運営する事が肝要である

◆ 特に収益事業として位置付けた場合は、スタジアム物販・EC・クラブショップ運営といった商品化事業全般の収益拡大に向
けた体制（内製化もしくは外部委託）を個別に整える必要がある

◆ その位置付けに沿った目標を着実に達成するために、一般的な商品化事業・物販事業と同様の視点を持って計画的に事
業運営を行う事が肝要となり、併せて持続可能な方法を取り入れる事が求められている

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



商品化事業（販路別収支・販路考察）
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形態
収入/
費用

スタジアム販売 クラブショップ ＥＣ 備考

内

製

収入 商品売上（上代）

販管費を除いた粗利の最大化を図る事が
できるが、社内リソース確保が前提となる。
商品企画、生産管理、在庫管理業務負
担も小さくない。

費用

商品原価

スタジアム手数料
保管料（スタジアム外）

アルバイト人件費

店舗家賃
店舗スタッフ人件費

サイト制作・運営費
物流費（保管料、入出荷手数

料、運賃他）

社員人件費（Max）

在庫リスク 有り

販

売

委

託

収入 商品売上（上代） 商品売上（下代） 商品売上（上代）

「内製」よりも粗利は減少するが、社員人
件費を抑える事が可能。商品企画、生産
管理、在庫管理業務負担あり。

※店舗への販売形態（買取or委託）に
より異なる。

費用

商品原価

委託販売手数料 － 委託販売手数料

スタジアム手数料 ー ー

社員人件費（Mid）

在庫
リスク 有り 有り/無し※ 有り

包

括

的

業

務

委

託

収入 ロイヤリティ収入 「内製」や「販売委託」よりも収入減となる
が、社内リソースは最低限となる。商品企
画、生産管理、在庫管理業務負担無し。
一部監修業務あり。

費用 社員人件費（Min）

在庫リスク 無し

◆ 商品化事業では、経営者はその戦略（内製化・外部委託）と方針を明確化する必要がある。以下は、
それぞれの販路別収支及び販路を比較考察したものである

商品化事業

①クラブ販路における商品化

ラ

イ

セ

ン

ス

事

業

収入 ロイヤリティ収入 クラブと個別にライセンス契約を締結した外
部企業（ライセンシー）が製造する商品
（主に食品・飲料）にクラブのプロパティを
施してライセンシー販路にて販売。クラブは
製造数量ｘ販売価格に応じたロイヤリティ
収入を得る。営業、契約締結業務、監修
業務あり。

費用 社員人件費（Mid）

在庫リスク 無し

②外部企業（ライセンシー）販路における商品化



商品化事業（売上拡大のための基本戦略） 商品化事業

◆スタジアム物販における基本戦略

●ユーザー体験の最適化
（UI 【注1】 /UX 【注2】改善）
●分かりやすい商品説明
●採寸情報の明記
●高品質な商品画像
●レビュー・口コミの強化
●キャンペーンの実施

●高単価商品の拡充
（限定・付加価値）

●セット販売・まとめ買いの推奨
●関連商品の購入促進
●限定・特典の付与
（期間限定ノベルティ、クーポン）

●送料無料ラインの設定
（あと○○円で送料無料）

●ECサイトの認知拡大
●SNSによる情報発信
●ECサイトへの導線確保
●新商品のEC展開
●EC限定商品の販売
●集客販促の実施

◆ECサイトにおける基本戦略

×
客数

アクセス
人数

客単価
転換率

（CVR）

●ファンクラブ会員割引
●サイズ見本陳列
●SNSによる情報発信
●データマーケティング
（顧客情報に基づくアプローチ）

●スタジアム限定商品の販売

●高単価商品の拡充
（限定・付加価値）

●ユニ加工、選手サイン入りグッズ
●記念・勝利グッズの即時販売
●来場者特典の付与
（限定ノベルティ、クーポン）

●視認性向上による集客効果
●店舗面積拡充/陳列什器増強
●売場分散（タッチポイント増）
●キャッシュレス決済（利便性向上）
●スタジアム受け取りサービス
（事前注文）
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注1：User Interfaceの略、ユーザーが直接触れる「見た目」や「操作画面」の部分を指す
注2：User Experienceの略、製品やサービスを利用する事で得られる「体験」全体の事

×



③キャッシュレス決済導入①視認性向上による集客効果 ②店舗面積拡充/陳列什器増強
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◆ 各クラブでは、スタジアム物販環境改善（リブランディング）が進んでおり、①視認性向上、②店舗面積
拡充/陳列什器増強、③キャッシュレス決済導入により、売上増の効果が出ている

国立（スーパーカップ）

◆ オープンなスペースへの店舗設置、
視認性の高い装飾を採用し、来場
者の注目度を高める事により、高い
集客効果が期待できる

◆ 店舗面積を広く取り、商品什器を
工夫し、省スペースでの陳列数を
確保する事で、回遊型の顧客導
線に改善。滞留時間を延伸する
仕組みにより、購買の増加を図る

◆ キャッシュレス決裁対応端末の活用
や、セルフレジレジ売り場の設置をす
る事で、人員の省力化と待ち時間
の短縮を実現する事により、回転率
UPを図る

商品化事業クラブ参考事例：いわき・FC東京・鹿島・群馬・岡山・新潟・札幌

いわきFC
（テント）

FC東京
（テント）

ザスパ群馬
（テント内）

鹿島アントラーズ
（テント内）

ファジアーノ岡山
（テント内）

アルビレックス新潟
（店舗内）

いわきFC（キャッシュレス端末）

北海道コンサドーレ札幌（セルフレジ）



Ｊリーグオンラインストア（JOS）の活用 商品化事業

◆ JOSでは、下記取り組みを実施、EC売上拡大に寄与している

③販促キャンペーン（アクセス人数、転換率）
Ｊリーグの日に合わせてのクーポンキャンペーン、大型セールの開催
により、サポーターの購買行動を喚起

①ECコンサルティング（数値目標と行動計画）
クラブと共通のEC売上目標を設定し、ＪリーグIDを活用し
た会員属性による販売分析や商品企画を提案する事で

    売上を拡大

④横断企画（アクセス人数、転換率）
有名ブランドとのコラボ企画も実施し、商品PR強化を狙いに、モデル
着用写真の撮影もスタート

②スタジアム受け取り（スタジアム物販環境改善）
 増大する物販待機列の解消に着手し、スタジアム受け取り（事前

注文）機能でユーザー満足度を向上

✓待機列解消
✓希望商品の確保
✓時間の有効活用
✓観戦満足度向上
✓需要予測サポート

物販待機列
購入まで2時間

スタジアム受け取り
受け取りまで
1分～15分
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新規事業

121

◆クラブの収益・価値向上の観点から、必然性と成長性が見込
める新規事業については、撤退基準の明確化を含めた適切な
リスク管理を行いながら積極的に取り組む

ガイドライン

◆ 既存の収益構造の検証と長期目標・中期計画等を踏まえた対象事業の必然性や成長性の確認

◆ 事業の成長性を踏まえた参入（着手）意思決定

◆ 社内主担当者にプロフェッショナル人材の採用・配属、及び外部リソースも活用した取り組み体制の整備

◆ 撤退基準の明確化、及び事業化・投資に関する判断基準の事前定義

◆ 採算チェックを軸とした綿密なモニタリング

根拠

◆ 既存の収益構造の検証を行った上で、新規事業の目標（収益、その他）が設定・達成され、クラブの計
画達成に貢献している

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 既存事業のみで目標が達成できない状況下においては、クラブの収益構造そのものを検証し、既存概念に
囚われない新規事業も計画する必要が生じている

◆ デジタル技術の高度化等により事業機会は拡大しつつあるものの、一方で新規事業はリスクも高いため、
経営視点から必然性や成長性が見込めない事業への参入は避けるべき

◆ 撤退基準の明確化といった適切なリスク管理ができていると、むしろ積極的なリソース配分やチャレンジが可
能となる側面がある

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



クラブ参考事例： 水戸の新規事業

◆ クラブが新規事業として「GX 【注1】プロジェクト」をスタート、スポンサー企業はGXを推進するクラブと連携す
る事によって環境問題に取り組み、社会的責任を果たす事が可能になる
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背景

水戸ホーリーホック新規事業「GXプロジェクト」

◆ 2021年環境省とＪリーグの連携協定
◆ 環境省との取り組みとして、地域の人たちと複数回ワークショップを実施
◆ コミュニティの衰退、農業の衰退、地域経済の衰退を地域課題とし、

水戸ホーリーホックの貢献可能性を設定

取り組み
概要

スポンサーの
獲得

◆ 上記背景を受けてGXプロジェクトを新規事業化
◆ 耕作放棄地等の農地を活用し、ソーラーシェアリングで電力を作り売電

しながら、自然環境に優しい農法（有機栽培）を通じて健康寿命の
延伸にも寄与できる作物を栽培し、そこから作られた加工食品を新し
い価値として地域から展開していく

プロジェクト
のゴール

◆ クラブの発信力を最大限に活用し、気候変動アクションの意義と必要
性をより多くの人々へ伝える

◆ 電気を作りながら、有機農業を行い、オーガニック野菜を加工する事で
新しい特産品を生み出し、地域の経済の活性化に貢献していく

◆ 賛同する仲間を増やしながら、地域におけるプラットフォームとしての役
割を最大限に活かし、地域の考え方や生活を変えていく

◆ 常陽銀行は、事業活動における環境負荷の低減に取り組んでおり、
CO2 排出量削減効果の一部で、GXプロジェクトへ協賛

注1：グリーン・トランスフォーメーションの略。経済産業省が提唱する経済成長と環境保護を両立させ、「2050年までに温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」
というカーボンニュートラルにいち早く移行するために必要な経済社会システム全体の変革を意味する成長戦略

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



海外戦略
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◆国内外の多様なファンベースを増加させ、自治体・スポンサー
等が抱える課題や要望に対しての解決手段も含め、クラブの
国際的成長を見据えたグローバルな視点での事業を推進する

ガイドライン

◆ 外部と内部の環境把握及び分析に基づいた事業方針の明確化（特にチーム編成との共通理解）

◆ 対象国・地域の法律、経済構造、消費者行動、慣習に対しての充分な理解

◆ 上記分析に基づいた適切な戦略と施策の策定（例：①知名度向上、②経営ノウハウの提供・獲得、
③助成金獲得、④責任企業・スポンサーへの貢献、⑤海外クラブ提携・MCO【注1】等の検討）

◆ いつどこでリソースを集中し、収益を上げるのかといったマネタイズへの意識

◆ 想定どおり進まない場合がある事も考慮し、迅速な撤退等が可能となる体制の構築

根拠

◆ 国内のみならず、海外のファン・サポーターからも注目を集めるクラブとなり、その存在価値を活用して地域や
企業の国際事業・社会課題の解決に貢献できており、またその活動により、新たな資本や事業収入が獲得
できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 海外の資本・スポンサーやサポーター獲得は、ホームタウンの人口や経済の伸びに依存しない成長機会の一
つとして検討すべきである

◆ サッカーというグローバルコンテンツを活かす事により、自治体やスポンサー等が抱える課題の解決支援を提案
できれば、それらステークホルダーとの関係の構築や強化につながる

◆ 外国籍選手の活躍は、競技力の向上だけでなく、その選手の母国マーケットへのリーチも可能となる側面が
あり、ファンベースの多様化が期待できる

注1：マルチクラブオーナーシップ 一つの経営母体（オーナー）が複数のクラブを保有、選手育成や経営管理を有効化

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



海外事業の全体像

◆ Ｊリーグ・クラブのファンの増加→クラブ（＆リーグ）価値を高め、to B、to Cでマネタイズを拡大させる

◆ 海外からの収入額は、ファンベースの大きさに比例する。海外収入を増やすために、海外のファンベースを
増やすという横断した戦略を描き実行する事が絶対的に必要
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海外戦略

海外ファンを増やすフットボールの
質を向上させる

マネタイズにつなげる

to B関連
（クラブ主体）

to C関連
（クラブ主体）

海外放映権収入の拡大
その他収入の拡大
スクール事業等

インバウンド来場客の拡大

海外向け物販収入の拡大

海外から投下資本を獲得する

海外からのクラブ投資拡大(資本獲得)
8

海外からのクラブ買収（オーナーチェンジ）

A国

B国

ファンベースの大きさが

全てのマネタイズ価値に比例する

海外パートナー協賛収入
の拡大

to B関連
（リーグ主体）

4

海外クラブとの提携

MCOの検討

5

6

7

Ｊリーグで活躍する
各国現地出身選手を増やす

海外での露出拡大・関心向上

海外現地でアクティベーションを実施する

マーケティング投資を拡大・高度化する
3

2

1



Ｊリーグで活躍する各国現地出身選手を増やす 海外現地でアクティベーションを実施する 海外現地でアクティベーションを実施する

マーケティング投資を拡大・高度化する その他収入の拡大（スクール事業等） その他収入の拡大（スクール事業等）
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クラブ参考事例：札幌・川崎F・富山のアジア戦略
海外戦略

川崎フロンターレ

◆ コーチやアカデミー選手による孤児院訪問等の社
会貢献活動を実施。2021年12月より、東急株
式会社の子会社であるベカメックス東急との連携事
業として子ども達向けのサッカースクールをスタート。
現在180名近いベトナムを中心とした子ども達に
サッカーやカラダを動かす楽しさを伝えている

◆ 日越外交関係樹立50周年記念「川崎フロンター
レ＆ビンズンFC特別親善試合」を2022年11月2
日に開催。日越サッカー事業の発展、日越相互サ
ッカー観戦意欲促進、日越友好促進に向けて各
種取り組み

◆ 2024年6月にはベトナムスクール「第2回日本遠
征 Enjoy in JAPAN 2024!!」を実施。ベトナム
スクール生を対象にした日本遠征であり、日本のフ
ロンターレスクールへの参加、リーグ戦観戦、パート
ナー企業への訪問等を実施した

カターレ富山

◆ 2022年5月に「カターレ富山サッカー教室 inベトナ
ム ホーチミン市」を開催。富山県では製造業を中
心としたベトナム籍技能実習生の積極的な受け
入れ等を背景に、県内のベトナム籍住民数は中
国を抜いて第１位。また、県内企業も同国に多数
進出している。日越国交樹立50周年を1年後に
控え、富山とベトナムの更なる交流深化に向けて、
ベトナム国内で人気が高いサッカーの普及活動を
現地にて開催

◆ 2022年7月には、『カターレ富山史上初！海外
開催！パブリックビューイングinベトナム』を開催。
『カターレ富山ベトナムフェス』も開催し、ベトナムの
方の無料招待や、ベトナム料理の出店等を実施

◆ 2023年3月にはU-13チームがベトナムで行われた
日越外交関係樹立50周年記念大会
「HAGL-ENEOS CUP 2023」に参加

北海道コンサドーレ札幌

◆ 2017年タイ代表チャナティップ選手（現・BGパトゥ
ム）、2022年タイ代表スパチョーク選手を獲得。
クラブの練習場には多くのタイ人観光客が詰めかけ
て地域に経済効果をもたらした。スター選手を活用
しタイ市場でマーケティング活動をするパートナー契
約を複数社獲得。「Ｊリーグのパートナーの新しい
事業機会創出」というアジア戦略の目的のひとつを
達成

◆ 2023年12月には「タイライフ Ｊリーグアジアチャレ
ンジ2023／24 powered by 明治安田」への参
加に合わせてタイ国政府観光庁と協力し、選手の
タイ観光動画を配信

◆ 2023年12月 次世代のスター選手を発掘するプ
ロジェクト「CONSADOLE ATTACKER 
SEARCH powered by MIZUNO」としてタイ・
バンコクでユース世代のセレクションイベントを開催。
イベントで活躍したユース世代2選手は札幌でアカ
デミーチームのトレーニングに参加

1 2 2

3 ７ 7



海外現地でアクティベーションを実施する 海外現地でアクティベーションを実施する

マーケティング投資を拡大・高度化する その他収入の拡大（スクール事業等） その他収入の拡大（スクール事業等）
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クラブ参考事例：鹿島・G大阪・大分のアジア戦略
海外戦略

ガンバ大阪

◆ タイ・バンコク都（Bangkok Metropolitan 
Council）とパートナーシップ締結。サッカーを通じ
た青少年健全育成および地域活性化を目的とし
た提携に合意

◆ クラブのグローバル化を推進する中で、スポーツを通
じた国際交流と地域貢献を目的とし活動を更に強
化

◆ バンコク都内における学校でバンコク都と連携して
巡回サッカー教室の実施
・日程：6/23（月）〜29（日）
・場所：バンコク都内7会場にて７回実施
・指導：ガンバ大阪アカデミーコーチによる指導
・参加：のべ381人の小・中・高校生

※タイ王国の首都であるバンコク都は、都市圏人口約
1600万人（参考:大阪府人口 約870万人）を

   超える世界有数の大都市でありASEAN経済の中
   心地

大分トリニータ

◆ 台湾台中市に本拠地を置く台中FUTUROと大分
県と台湾台中市の観光経済の発展、台中市内に
おける健康増進、スポーツ文化、エンターテイメント
事業の発展を目的に業務提携を締結

◆ 具体的な内容（一部）
    1：人材育成－クラブ相互の指導者及び育成年

代の選手の交流
2：選手育成に関するノウハウの提供
3：国際交流―大分県－台湾の観光経済交流

促進

◆ 具体的な内容（一部）
    台湾・台中市においてサッカー教室及び台中の指
    導者を対象とした指導者実践講習/U8〜U15ま
    での選手と保護者に、大分トリニータアカデミーの育
    成年代におけるサッカーについての講義を実施、ま
    た現地の指導者とも各カテゴリー年代における指導
    の課題を共有し、指導力向上のためのセミナーも
    開催。台中市政府とも連携し、行政からも好評価
    を受け、今後も連携を継続予定

鹿島アントラーズ

◆ クラブパートナーである東急不動産が、インドネシア
で開発・運営するレジデンスマンション「BRANZ 
Simatupang」において、住民および近隣住民向
けの恒例イベント「縁日祭」を開催。クラブ主催に
よるパブリックビューイングを実施

◆ 「縁日祭」は前年を大幅に上回る来場者数（前
年比＋約1,000名）を記録。共用食事スペース
でのパブリックビューイングは終始満席に近い状況。
事前告知を見て来場した現地在住サポーターも
多数参加

◆ 本イベントを通じた現地日本企業関係者・在留
邦人・ローカル住民へのヒアリングの実施

◆ 今後の本格的かつ継続的な海外事業展開に向
けた基礎的知見の収集および関係構築の機会に

2 2

3 ７ 7
海外クラブ
との提携

海外現地でアクティベーションを実施する
2



Ｊリーグで活躍する各国現地出身選手を増やす

クラブ参考事例： Ｃ大阪のアジア戦略
海外戦略

セレッソ大阪

セレッソ大阪は、タイクラブとの提携協定を皮切りに、アジア事業を推進。クラブの収益に
加え、アジアに目を向けるパートナー企業の事業貢献に結び付いている
＜タイにおける取り組み＞
◆ 2012年にタイのバンコクグラスFC（2019年からはBGパトゥム・ユナイテッドFC）と

提携協定を締結
◆ 現地での主な活動

– トレーニングキャンプ実施
– 現地での試合興行開催（Ｊリーグアジアチャレンジ）
– アカデミーコーチ派遣
– サッカークリニック開設
– バンコクグラスFCのアカデミー選手選考会(セレッソのアカデミー指導者が選考)

⇒ミャンマー、ベトナム、マレーシアにおいても、試合開催や選手選考会等を実施
⇒インドネシアにおいて現地のアカデミークラブ『アシアナサッカースクール』と業務提携を

締結。アカデミーレベルでの交流、現地の大会参加等の活動を実施

＜セレッソ大阪への移籍選手＞
◆ タイ：チャウワット選手、ポンラヴィチュ選手、タワン選手
◆ ベトナム：ダン・バン・ラム選手
◆ インドネシア：ジャスティン選手

1

◆ ナカバヤシ（パートナー企業）
– タイでの育成支援事業をきっかけに、バンコクグラス傘下の

BGフロートガラスと業務提携。同社が生産する調光ガラス
の、自社ブランドとしての日本販売が実現

◆ セレッソ大阪
– シンハビールとトップパートナー契約（ユニフォームに社名ロ

ゴを掲出）
– ダン・バン・ラム選手の移籍を機にマンダムとEmpower 

Asia パートナー契約。同社はアジアに勇気と元気を届ける
プロジェクトを支援するアンバサダーにダン・バン・ラム選手を
起用

◆ ヤンマー（株主、トップパートナー）
– 資源循環型の持続可能な社会を目指す企業理念の実現
– 農業器具を製造、販売するヤンマーにとって重要な市場で

あるアジアにおいて、認知度やブランド力が向上
– 現地で働く者の誇り、モチベーションに影響。採用やエンゲー

ジメントにプラス

海外パートナー協賛収入の拡大
4

海外現地でアクティベーションを実施する

その他収入の拡大（スクール事業等）

2

7
海外クラブとの提携
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マーケティング投資を拡大・高度化する
3



経営領域 詳細

128

サステナビリティ

事業強化

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事・労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

スクール

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム整備・利活用

トレーニング施設整備・利活用

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



経営監督（ガバナンス）

◆経営者及び経営陣が自らを律する必要性を充分認識し、クラ
ブ価値向上の視点から経営に対する監督や必要に応じた選
任・解任が適切になされる体制及びプロセスを整備する

ガイドライン

◆ 自ら経営を律する体制を整備する事の必要性に対する理解と意識の醸成

◆ ステークホルダーの視点も考慮しつつ、経営陣から高い独立性を持った機関設計

◆ 経営者の選任・解任プロセス等の必要なプロセス・体制の定義、及び経営監督と業務執行の分離

◆ 取締役等による適切な監督や判断を可能とする充分なコミュニケーション（情報提供含む）

◆ 定期的かつ第三者視点に基づく自社経営監督体制に関する評価の実施（及び公表）

根拠

◆ 経営陣の個人的利害や独断によらず、クラブ価値向上に沿った経営者の監督や選任・解任が可能となる
機関設計やプロセスが整備されており、その状態の定期的な評価・見直しもされている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 大方のＪクラブは中小規模である事もあり、経営における経営者・経営陣の影響が非常に大きいという特徴
がある

◆ それがゆえに適切な経営者の選任・解任や、経営の個人的利害に基づく暴走を牽制できる仕組みが必須

◆ そのためには、クラブ価値向上における経営監督の必要性を経営陣を認識した上で、独立性の高い取締役
体制が整備され、取締役会等が適切な判断ができる事が重要となる
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フット
ボール to C

事業
強化

経営
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意思決定（ガバナンス）

◆経営に関する主要な意思決定に関して、会社法も踏まえて明
確に定義した意思決定権限とプロセスに従い、ファクトに基づ
き適切な人材の意見も反映して意思決定を行う

ガイドライン

◆ 主要意思決定事項の棚卸し

◆ 主要意思決定事項に関する権限（決裁権限）の明確化

◆ 主要意思決定事項に関する意思決定プロセスの設計

◆ 意思決定プロセスに関する主要会議体の設計（経営会議等）

◆ 意思決定プロセスの運営に係る体制（人材、ツール等）の整備

根拠

◆ 経営の主要意思決定事項に関して、意思決定の所在が明確であると共に、個人の独断や思い込みによら
ない客観的な根拠に基づき、クラブ価値向上に向けた意思決定が定常的に行われている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 株式会社の経営は意思決定の集合体であり、主要な意思決定事項の質は経営に大きな影響を与える

◆ クラブ価値向上に向けた質の高い意思決定を実現するためには、客観的な情報を収集した上で、適切な
人材の意見や考えも幅広く踏まえた上で、その意思決定に責任を持つ機関が実行する事が望ましい

◆ 上記を継続的・組織的に実現するためには、会社法も踏まえた上で意思決定権限と意思決定プロセスを
明確にし、そのプロセスを遵守及び実効性高く運営する体制も併せて整備する必要がある
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クラブにおける望ましいガバナンス体制

◆ 重要な意思決定事項は、会社法も踏まえつつ、明確なプロセスに則り適切な機関で決定する
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株主総会

取締役
の選任・解任

取締役会

代表取締役

監査役

会計監査人

経営会議
（業務執行役員）

各部門

総会議案
の上程

決議事項
の上程

選任・解任

選任・解任

監督・
指示

指示 報告

報告

会計監査

監査

監督
選任・解任

株主総会決議事項
（普通・特別のみ、一部略）

1. 役員の報酬
2. 剰余金の配当
3. 自己株式の取得
4. 取締役・会計参与・監査役

の選任・解任
5. 譲渡制限株式の買取り、

指定買取人の指定
6. 全部取得条項付種類株式

の取得
7. 相続人等に対する売渡しの

請求
8. 株式の併合
9. 募集株式の募集事項の

決定、募集事項の決定の取
締役会への委任、他

10.譲渡制限株式の割り当て
11.募集新株予約権の募集事

項の決定、募集事項の決定
の取締役への委任、他

12.資本金の額の減少
13.定款の変更
14.事業の全部・重要な一部の

譲渡、事業の全部の譲り受
け・賃貸・事後設立、解散

15.組織変更、合併、会社分
割、株式交換、株式移転

取締役会決議事項

1. 重要な財産の処分及び
譲り受け

2. 多額の借財
3. 支配人その他の重要な

使用人の選任及び解任
4. 支店その他の重要な組織

の設置、変更及び廃止
5. 募集社債の金額、社債を

引き受ける者の募集に関す
る重要な事項

6. 内部統制システムの構築に
関する決定

7. 定款の定めに基づく取締役、
会計参与、監査役、執行
役または会計監査人の会
社に対する責任の免除 クラブ

※ 監査役・監査役会、会計監
査人は設置義務対象でない
場合、設置は任意

決議・
承認

決議・
承認※Ｊリーグは、各クラブが取締役会

   設置会社である事を求めている

ガバナンス



内部統制（ガバナンス）

◆業務における不正やミスを防ぐために、経営陣のインテグリティ
を前提として、業務上の規則・プロセス・チェック体制を確立し
た上で内部監査や人事ローテーションにも取り組む

ガイドライン

◆ 各種規程整備（就業規則・賃金規程・経理規程・決裁権限規程・業務分掌規程等）と、金銭管理等
の詳細なルール設定（現金・送金・接待・捺印・印紙・カード・金庫鍵・社用車管理等）

◆ 契約（選手契約・仲介人契約含む）・購買等の業務プロセス標準化・透明化

◆ チェックプロセスの整備（自部門・管理部門における多段階チェックプロセス、残高チェックの定期実施）

◆ 人事と連携した人事ローテーションの計画的な実施

◆ 外部専門家等も活用した内部監査の実施

根拠

◆ クラブ及びリーグ全体の価値に悪影響を与えるような業務上における不正やミスの発生を防止できる制度
設計と風土ができており、万が一発覚した場合でもそのダメージを最小限に抑制できている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブ経営への悪影響という観点に加えて、クラブは地域の協力によって成り立ち、かつ社会的に注目される
存在のため、横領といった不正や大きな業務上のミスは一般企業以上に注意が必要である

◆ 従業員数が少なく業務が属人的になりやすい環境を踏まえると、権限規程や標準化・透明化された業務
プロセス、チェック体制といった仕組みを整備するのがその基本であり、経営者が全責任を負う

◆ 加えて、業務の属人化・タコツボ化を防ぐ人事ローテーションや、内部監査の定期的な実施が更なる内部
統制強化に寄与する
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資本政策

133

◆クラブのステークホルダーや類型を踏まえて、あるべき株主構
成を明確化した上で、必要資金や経営安定性への影響等を
考慮しながら、その実現に向けた資本政策を行う

ガイドライン

◆ 各株主（自治体等も含め）の参画の意義・意味合いの明確化と望ましい株主構成の具現

◆ 必要資金も踏まえた資本政策の実施可否・内容の検討

◆ クラブフィロソフィーへの賛同度合や反社チェック踏まえた増資（異動）先の選定

◆ 望ましい議決権構成、経営安定性への影響も考慮した諸条件の決定

◆ Ｊリーグ規約に則った議決権比率に応じた報告もしくは承認の取得

根拠

◆ 望ましい株主構成となっていると共に、クラブ価値に応じた資金を調達できている
ー 望ましい株主構成ー安定株主の存在、適切な株主数、主要ステークホルダーの参画等

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 株主構成はクラブ経営に大きな影響を与えるため、資本政策においては望ましい株主構成の実現が重要な
目標となる

◆ クラブによって望ましい株主構成は異なるため、ステークホルダーや自クラブの類型を分析した上で、あるべき
株主構成を明確にする事がまずは重要

◆ 増資や株式異動は条件によっては経営安定性に大きな影響を与える場合もあるため、資本政策の実施に
おいては事前にその影響等についての充分な考慮が必須である
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Ｊクラブの株主構成パターン
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Ｊクラブ

◆ 国内外で影響力を持つリー
ディングカンパニーが、親会社
であるパターン

Ｊクラブ

地元有力
企業

地元
企業

地元
企業

地元
企業

◆ 地元の有力企業が中核的な
立場として株主となり、その他
地元企業も支援するパターン

Ｊクラブ

地元
企業 地元

企業地元
企業

自治体

◆ 特定の有力企業を持たず、
地元の企業・個人・自治体が
株主となっているパターン

◆ 近年では、外国企業が直接株式を取得し、親会社となるケースも出てきている

◆ 既存のＪクラブの中で、自治体が出資しているクラブは相当数になる。金銭的支援というよりは、ガバナンス強化、連携
強化が主な目的である

◆ 株主数は様々であるが、100社を超えるケースも少なくない

38％ 28％ 33%全
体

責任企業型 オーナー・有力企業型 市民クラブ

資本政策

地元
企業

責任
企業

グループ
企業

地元
企業 個人

※パーセンテージは小数点以下を四捨五入

Ｊ１:90％、Ｊ２:15%、Ｊ３:10% Ｊ１:5%、Ｊ２:35%、Ｊ３:45% Ｊ１:5%、Ｊ２:50%、Ｊ３:45%
カ
テ
ゴ
リ
ー



クラブ株式の上場解禁

◆ Ｊリーグでは、2022年3月に、これまでは実質的に不可能であったクラブ株式の上場を解禁しており、
クラブの資本政策における選択肢として活用可能になっている

2022年3月 クラブ株式の上場解禁
– それ以前はＪリーグの規約上、実質的に上場不可

①クラブへの
投資呼込み

クラブ株式の
流動性向上による
投資の呼び込み

②資金調達の
選択肢拡大

公募増資を含めた
クラブの資金調達
選択肢の拡大

③クラブの
公益性向上

上場によるクラブの
公益性、認知、
信頼性向上

④クラブの
経営管理
体制整備

上場企業として
必要な経営管理
体制の整備推進

⑤オーナーチェ
ンジの促進

クラブのステージに
応じたオーナーチェン
ジの可能性向上

上場クラブ及びリーグ全体の成長

資本政策

出所 : Ｊリーグクラブの株式上場について（https://aboutj.jleague.jp/corporate/about_jclubs/management_jclubs/#c_2 ）
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計画管理
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◆クラブフィロソフィーに基づき、目指す姿と現状とのギャップを踏
まえた中期目標と戦略を策定した上で、中期・単年計画と具
体的な施策に落とし込み、PDCAを徹底する

ガイドライン

◆ クラブフィロソフィーの明確化とフットボールフィロソフィーの構築、クラブ内の共有・浸透

◆ 目指す姿と現状とのギャップの把握とクラブフィロソフィーを踏まえた長期・中期目標の明確化

◆ クラブフィロソフィー及びフットボールフィロソフィー、目標・戦略と整合性を持った中期計画策定

◆ 中期計画と一貫性を持ち、ヒト・モノ・カネの整合性が取れた単年計画と具体的な施策への落とし込み

◆ 綿密な進捗管理と必要に応じた計画見直しによるPDCAの継続的な徹底

根拠

◆ 経営計画に基づき、中期・単年計画のPDCAが継続的に回っており、結果として、理念・ビジョン・ミッション・
バリュー等から構成されるクラブフィロソフィーの具現化やフットボールフィロソフィーの構築とそれらの浸透が進
み、中長期目標が達成されている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブの活動において短期的に成果が出るものは多くないため、クラブフィロソフィーの具現化・中長期目標の
達成には、明確な中期・単年計画に基づき継続的にPDCAが回っている状態を実現する必要がある

◆ 中期・単年計画の策定では、目指す姿と現状のギャップを把握し、クラブフィロソフィーとの一貫性を保ち、ヒ
ト・モノ・カネの点での整合性にも留意する事がその後の実行可能性の観点から重要である

◆ 計画を作っただけでは目標は達成されないため、単年計画を具体的な施策までしっかり落とし込んだ上で継
続的かつ綿密なPDCAを徹底する事が必須である
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経営計画の構成・構造（例）

◆ 経営計画の内容は、クラブのフィロソフィーを基に、自クラブの特徴を活かしたものであるべきだが、基本的
には、以下の構成や構造が考えられる
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基礎情報

詳細な内容大きな方向性前提共有

ありたい姿 戦略 施策 数値体制

組織概要

環境分析

理念
フィロソフィー

ビジョン
ミッション

将来像
目標

バリュー

全体戦略

ビジネスモデル

基本戦略

重点施策

スケジュール

アクション
プラン

法人スキーム

人員体制

組織体制

資金調達

財務計画
（PL）

財務計画
（BS）



経営計画策定の上で理解しておくべき点

◆ 経営計画の内容や策定方法に決まったものはなく、各クラブの状況に応じて検討されるべきものであるが、
最低限以下の点は理解しておく事が望ましい
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経営計画
はなぜ必要
なのか？

経営計画で
どんな問いに

答えるべきか？

経営計画の
の要素は？

◆ クラブの長期的成長に必須となる
中長期的な取り組みのPDCAを着
実に回すため

◆ ステークホルダーに対して、クラブの
中長期的な方向性を伝えるため

◆ 目標は何か？
◆ どうやって目標を達成するか？
◆ 必要なリソースは何か？
◆ いつまでに何をするのか？
◆ 誰が何に責任を持つのか？

◆ 計画の前提
◆ 環境分析
◆ クラブフィロソフィー
◆ フットボールフィロソフィー
◆ 中期目標
◆ 戦略、計画
◆ 施策、アクション、スケジュール
◆ 人員体制・組織、財務計画、、、

良い経営計画の
条件とは何か？

経営計画を作る
上でのポイント

は何か？

どのような
プロセスや体制
で作るべきか？

◆ 論理的で、首尾一貫している
◆ 施策等に具体性がある
◆ 達成可能性が見込める
◆ 分かりやすい・伝えやすい
◆ 責任者がコミットしている
◆ 関わる人が“我が事”としている

◆ 充分な内部・外部環境理解

◆ 目標から“逆算”して作る

◆ 目標とのギャップを埋めるための
“課題“を見極める 、、、

◆ 策定の前提を明確にする
◆ 骨子から策定し、徐々に詳細化
◆ 行きつ戻りつの３Kプロセス（仮説

→検証→改善）を意識
◆ 責任者は経営トップ
◆ 実行を見据えて、現場を積極的に

巻き込む事が望ましい

1

2

3

4

5

6

計画管理



組織設計
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◆ クラブの経営戦略及び目標と一貫性を持って、法人スキーム
を含む組織設計を行い、特に責任ポジションにおける適材配
置、権限・責任の明確化等に注意を払う

ガイドライン

◆ 組織設計の前提整理（クラブ目標及び戦略、組織変更の目的、必要機能、各種制約条件等）

◆ クラブ目標及び戦略と一貫性を持った組織設計方針の策定（法人スキーム含む）

◆ 各ポジション、特に責任ポジションにおける適材配置

◆ 責任・権限、指揮命令系統の明確化

◆ 目的の達成度合いに関するレビューと、状況及び戦略の変更に応じた組織見直し

根拠

◆ 法人スキーム、人材配置、権限・責任、指揮命令系統がクラブの経営戦略や目標等と整合性が取れてお
り、ガバナンスが効いた組織設計がなされている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブの経営戦略及び目標と整合性が取れている事が、組織が機能する上での第一条件である

◆ 従って、クラブの経営戦略及び目標を踏まえて、“人に合わせ過ぎず ” に組織を設計する事が肝要

◆ 検討要素は、法人スキーム、部門、権限・責任、指揮命令系統等多岐にわたるが、特に責任ポジションへ
の適材配置や、権限・責任の明確化は組織の機能に大きな影響を与えるため注意が必要

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



クラブ経営の機能的組織
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株
主
総
会

取
締
役
会

スタッフ

トップ選手

トップ監督

スクールコーチ

ヘッドオブコーチング

各年代アカデミーコーチ

U21 U18 U15 U12

アカデミーダイレクター

スクール事業

スポンサー営業

商品化事業

総務

情報システム

法務

社
長

トップチーム

強化

管理部門

事業部門

育成

SD
GM

フットボール部門

運営部門

マーケティング部門

デジタル

チケット

サステナビリティ部門

イベント・プロモーション

財務・経理

ファイナンスオフィサー

労務・人事

ヒューマンオフィサー

マーケティングオフィサー

施設

競技運営
オペレーション

オフィサー
セキュリティ
オフィサー

事業オフィサー

広報

メディアオフィサー
経営企画室

内部監査室

コンプライアンスオフィサー

ホームタウンオフィサー

組織設計

クラブライセンス交付規則に定めるオフィサー

ファンエンゲージメント

監査役



Ｊクラブ組織人員状況

◆ 各クラブの組織図をもとに、Ｊリーグにて一定のルール（2025年Ｊ1ーＪ3カテゴリーベース）で人員を
集計した
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注1：人件費は、2024年度クラブ決算一覧の一般管理費の人件費(役員報酬・社員給与・雑給等)の財務値を記載しており、表の人員分を集計した数値ではない
注2：平均は、上記2024年人件費を、2025年人員数で割って計算した数値で、表の人員分の人件費を平均した数値ではない
出所：Ｊリーグ内部データに基づきSHCが作成

人件費【注1】 平均【注2】

386 4.89

189 4.15

103 3.51

(人) 【参考】 （百万円）

組織設計

※フットボール部門は選手・コーチはカウントせず
※兼任は可能な限り按分して集計、 社長の兼任もカウント
※各クラブ個別の組織編制名ではなく、機能を軸に集計（社会連携はサステナビリティの名称で記載）

【各カテゴリーにおける機能別平均人員数（2025年4月）】

【最大及び最小のクラブの人員数】

社長
社長直轄・
経営企画

フットボール 運営
マーケ
ティング

事業 管理
サステナ
ビリティ

合計

Ｊ１平均 0.85 0.5 13.8 15.7 11.2 18.8 9.7 3.64 78.8

Ｊ２平均 0.8 0.1 10.8 6.7 5.1 10.0 5.3 4.2 45.5 

Ｊ３平均 0.8 0.1 4.7 5.8 1.9 6.0 3.2 1.8 29.3 

社長
社長直轄・
経営企画

フットボール 運営
マーケ
ティング

事業 管理
サステナ
ビリティ

合計

Ｊ１最大
Ｊ１最小

0.5
1.0 

0.5
0.0 

17.0
0.0 

66.3
3.3

27.0
6.0

43.0
10.0 

13.0
3.33 

0.3
1.0 

172
27

Ｊ２最大
Ｊ２最小

1.0
1.0 

0.1
0.0 

63.8
1.0 

13.3
5.0 

11.0
3.5

18.8
5.0 

9.7
1.0 

15.8
0.0 

135
20

Ｊ３最大
Ｊ３最小

1.0
0.5

0.0
0.0

6.0
0.3 

26.5
0.6

4.5
1.2 

5.0
3.1

3.0
7.2 

2.0
1.1 

61
14

(人)

※最大、最小はクラブ総人員数で抽出し、その内訳を表示、各機能別人員ごとの最大最小ではない



人事・労務
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◆人材は経営の根幹という共通認識を持ち、安心安全な労働
環境の整備と共に、経営戦略に基づく一貫性ある人事制度を
整備し、経営力向上に資する人材開発を行う

ガイドライン

◆ 経営戦略に基づく中長期計画の策定と人事制度の設計、及び経営力向上に資する人材開発

◆ 人事労務責任者としてのヒューマンオフィサーの責任権限明確化と各クラブ・SHC等との連携強化

◆ 労働法制を遵守し、安心して働き続けられる労務管理体制及び諸制度・システムの整備

◆ クラブフィロソフィー等と整合した適切な評価と、成果と対応した報酬体系を軸とした人事制度整備

◆ 人材要件に基づく、業界経験や雇用形態（副業・兼業も含む）を考慮した多様な採用とキャリア支援

根拠

◆ クラブで働く人材が将来に不安を持つ事なく意欲を持って働き続けられる労働環境が整備されていると共に、
経営戦略に基づく一貫性ある人事制度が設計・運用されており、経営力向上に資する人材開発が進み、
適所において人材活用とその能力が最大限発揮されている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 人的資本経営【注1】の考えが進む中、サッカークラブにおいても人材は経営の根幹であり、有能な人材を

採用・育成し、その能力を最大限に発揮させている事が、経営成果に大きな影響を与える

◆ ただし、最低限安心して働き続けられる労働環境が整っていなければ、労務問題や離職等の問題が生じる
可能性もあり、まずはクラブで働く人材の労務管理や諸制度・システムを整備しておく必要がある

◆ 属人的・場当たり的な採用や評価では人材強化につながらないため、人材要件の明確化や適切な評価制
度等の整備を進め、各人のキャリアを支援しつつ、責任ポジションを考慮した人材開発に取り組むべきである

注1：人的資本経営とは、人材を「資本」として捉え、その価値を最大限に引き出す事で、中長期的な企業価値向上につなげる経営のあり方

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



経営者が押さえておくべき人事業務

◆ 経営戦略と人事戦略・施策を一貫する上で、経営者が押さえておくべき人事業務は、以下の通り

143

人事・労務

分類 業務カテゴリー 主な業務内容 経営者が押さえておくべきポイント及びトレンド

戦略策定

人事企画
制度設計／組織設計／
人員計画策定／人件費
管理

◆事業戦略そのものを人事の側面からデザインする事。事業戦略を実行するためには人事
との連動が必須

◆近年は人事データを活用し、客観的事実に基づく意思決定が重要となってきている

組織運営
組織風土醸成／ビジョン
浸透／DE&I／エンゲー
ジメント向上

◆会社の「OS」や「風土」を創る事。経営者がビジョンや価値観を言語化して伝える事で組
織の一体感が醸成される（強い組織作りにつながる）

◆エンゲージメント調査等従業員の声を収集し、改善に取り組む事が主流となってきている

基盤整備

労務管理
入退社管理／勤怠管理
／給与計算／社会保険
手続き／福利厚生

◆経営における最低限の基盤。労働基準法をはじめ関連法規に対応し、適正な労働時
   間管理や賃金支払いが必須
◆公平な制度やルールを明文化する事で、従業員から信頼を得て、安心感が醸成され、
   意欲をもって働き続ける環境整備につながる

報酬処遇 賃金・賞与制度／退職
金制度

◆単なる労働の対価ではなく、従業員のパフォーマンスを引き出し、事業目標達成を促す
   要素となる
◆求める人材を惹きつけ、留めるためには、報酬水準や市場動向の定期的な把握が重要

安全衛生
労働災害防止／健康管
理

◆生産性を維持するための基盤であり、企業の社会的責任

◆労働災害や心身の不調は個人への影響のみならず、組織全体の生産性を損なうため、
取り組みは不可欠

人材マネジ
メント

採用
採用計画策定／求人管
理／選考

◆会社の未来を創るための「投資活動」となる。近年は人材獲得競争が激化し、経営者
が採用に関わる事が採用成功のカギとなる

◆労働市場の多様化に伴い、副業や兼業の活用が進んでおり、クラブにおいても職種・契
   約形態によってはメリットが充分見込まれるため、導入を検討する事が推奨される

評価・配置
人事評価運用／目標設
定／昇進・昇格／異動・
配置

◆組織のパフォーマンスを最大化するエンジン。評価基準やプロセスを従業員に開示し、透
明性のある評価が納得感につながる

◆従業員のスキルやキャリア志向を把握し、最適なポジションに配置する事で、個々のパ
   フォーマンスと組織全体の成果を同時に向上させる事ができる

人材育成 育成企画／研修実施／
キャリア開発支援

◆会社の成長を持続させるための仕組み。事業戦略に必要なスキルや能力を定義し、必
要な機会を提供して、従業員を育成する

◆近年、育成はコストではなく、人的資本を増やすための投資であると考えられる事が増え、
   自律的な学びの機会提供も積極化している



公益財団法人スポーツヒューマンキャピタル（SHC）

◆ 2015年にＪクラブ経営人材の輩出プロジェクトとして始まった「Ｊリーグヒューマンキャピタル（JHC）」は、
2016年には、より開かれたスポーツ界への人材輩出機関として法人化。2025年までの受講者は760
名を超え、延べ180名を超えるSHC修了生をスポーツ界へ輩出・転出しており、現在、300名を超える
修了生がスポーツ界に在籍している

人事・労務

公益財団法人スポーツヒューマンキャピタル （SHC）

設立：2016年9月 代表理事 本間 浩輔

無料職業紹介事業 許可番号 13-ム-300098

公式HP https://shc-japan.or.jp/

中期経営計画 【2024年―2028年】
https://shc-japan.or.jp/dl/2024/chukikeikaku2024.pdf

ビジョン  豊かなスポーツライフ実現の原動力となる
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◆スポーツビジネスベーシックコース（ 2026年予定 2026年4月〜5月）

• 「Ｊリーグ クラブ経営ガイド」を教材に、プロスポーツ組織経営の基礎知識を
学ぶ。 受講者数：計3期 114名

◆スポーツビジネスベーシック英語コース（2026年予定 2026年5月-6月）

• 「Ｊリーグ クラブ経営ガイド」英語版を教材に、国内外の受講者でプロスポー
ツ組織経営について英語で学ぶ。 受講者数：計1期 24名

◆スポーツビジネスマスターコース（ 2026年予定 2026年8月-2027年3月）

• スポーツ組織経営者の意思決定基軸を獲得すべく、実例を深堀りし、クラブ
経営の実態を広く深く学ぶ。 受講者数：計17期 574名

◆スポーティングダイレクターコース（ 2026年予定 2026年9月-2027年2月）

• 世界で活躍するサッカークラブのスポーティングダイレクターの育成・輩出を目
指し、国内外最新事例から学ぶ。 受講者数：計3期 53名

◆無料職業紹介

• スポーツ組織の求人とSHC修了生の求職をマッチング

• 輩出・転出実績 延べ185名

• スポーツ界での在籍数 303名
※2025年10月時点。SHCを介さず転職した例も含む

◆副業・兼業人材の人件費助成

• 新規採用する副業・兼業人材の人件費を助成

• 6ヶ月間の人件費、交通費を助成 上限60万円

◆SHC修了生ネットワーキング

• 修了後も受講生がつながり、学び続けるコミュニティを提供

• Home Coming Day、SHC Café、読書会、観戦会等

https://shc-japan.or.jp/
https://shc-japan.or.jp/
https://shc-japan.or.jp/
https://shc-japan.or.jp/dl/2024/chukikeikaku2024.pdf
https://shc-japan.or.jp/dl/2024/chukikeikaku2024.pdf
https://shc-japan.or.jp/dl/2024/chukikeikaku2024.pdf


財務
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◆会計・資金両面における堅実な予実管理と、必要に応じた
資金調達により、計画に則った投資が実行でき、かつ一定の
リスクにも耐えうる財務基盤を確立する

ガイドライン

◆ サッカークラブ特有の会計・税務ルール及び財務特性の理解

◆ 中期計画を踏まえた、達成可能性が見込める予算組み

◆ 財務管理体制（経理システム、経理組織、顧問会計士・税理士等）の整備

◆ 月次をベースとした綿密な予実管理・資金繰り（進捗管理、着地見通し検討、挽回策検討、見直し等）

◆ 資本政策面も考慮した増資・借入等の資金調達策の実行

根拠

◆ クラブライセンスの財務基準達成は最低条件として、会計・資金両面において一定のリスクに耐えうる財務
健全性を保ちつつ、計画に則った投資が実行できる状態

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブは必ずしも機動的な資金調達ができる訳ではないため、一定のリスクに耐えうる財務健全性が維持で
きている事が重要だが、成長に向けては計画に基づいた投資が実行できる状態になっている事も必要である

◆ まずは、内部での財務基盤を強化するために、非現実的でない予算組みと、期中での挽回機会が少ない
サッカークラブの特性も踏まえ綿密に予実管理を行う事が重要となる

◆ しかしながら大幅な内部留保がステークホルダーとの関係上難しい面もある事から、状況によっては必要資金
の不足を埋めるための適切な資金調達策の実行も必要である

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



シーズン移行に伴う対応
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会社法における
会計期間

※上記は1月決算から6月決算へ変更する場合の手続き例であり、各クラブは、それぞれ税理士、会計士等に確認をして対応する必要がある

財務・経理

◆ シーズン移行に伴い、Ｊリーグに留まらず、多くのＪクラブは2026年度に決算期を変更する予定であり、
１月決算から6月決算へ変更する場合の主なポイントは以下の通りとなる

2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

移行前期決算 移行期決算 移行後第1期決算

Ｊリーグ シーズン

クラブライセンス

決算期変更について

関係者確認、調整

親会社、主要株主、金融機関、監査法人、税理士等

に確認

株主総会決議 定款変更のための株主総会の決議（特別決議）

株主総会議事録の作成
株主総会で定款変更の特別決議がなされたら、速やか

にその内容を記載した株主総会議事録を作成する

異動届出書の提出

定款等の写しを添付して、異動（決算期の変更）後、

遅滞なく所轄税務署、都道府県税事務所、市区町村

に「異動届出書」を提出する

（必用に応じて）

役員任期満了対応

2027年1月にて任期満了予定であった場合、７カ月

前倒し（従来が1月決算の場合）で改選手続きが必

要となる

（必用に応じて）

中間決算、レビュー対応
移行後第1期中間期

クラブライセンス基準充足のために中間決算が必要とな

る場合、対応が必要となる

2026/27シーズンは、特例措置として、債務超過・3期

連続赤字をライセンス交付の判定対象としない

2027/28シーズンは、猶予期間として、債務超過が解

消されていなくても良いが、前年度よりも債務超過額が

増加してはいけない。また、新たに債務超過に陥ってはい

けない。3期連続赤字のカウントをスタートする）

2025 2026 2027

5カ月決算

臨

時

総

会

定

時

総

会

最終

期限→

最終

期限→

中

間

決

算

提出期限については、とくに定め

られていないが、変更後の決算

期の2ヶ月後*までには提出して

おく必要がある。

改選検討＋総会決議

監査法人と事前確認

A 臨時総会 or B 定時総会

株主総会の特別決議は、変更後の決算

月の末日までと定められている。
A B

2025シーズン 2026/27シーズン
2026

特別シーズン

★
2026特別シーズン判定

特例措置

★
2026/27シーズン判定

★
2027/28シーズン判定



法務
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◆選手契約等の法律が関わる事項につき、弁護士等の専門家
を活用しながら、最新法令への準拠を担保すると共に、交渉
等に法的知見を積極的に活用する

ガイドライン

◆ 企業取引の法的リスクに関しては、各業務部署が取引主体である事の共通認識（契約は法務部や弁護
士の業務ではない）

◆ 業務部署による過去事例等法的知見の蓄積と啓発プログラムの継続

◆ 充分なリードタイムを設定したリーガルチェックの意思決定プロセスへの組み込み（法的リスクの明示）

◆ 最新の法規制がタイムリーに更新反映されるプロセスの確立

◆ 充分な知見を持った外部専門家（弁護士）から定常的にアドバイスを受けられる体制の確立

根拠

◆ 組織の法的リスクを的確に把握し、企業としての対策方法を意思決定できるよう、体制とプロセスが明確に
機能している

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ クラブ経営において、法律が関係する分野は多岐にわたるため、法令遵守はもちろん、想定される法的リスク
を正しく認識しておく事が、経営判断には欠かせない

◆ 契約交渉や訴訟対応はクラブ経営に大きな影響を与えるため、クラブに不利な結果を招かぬような対応プロ
セスと過去事例のチェック等の法的知見の蓄積が重要である

◆ クラブが弁護士資格保有者を確保する事は難しいため、弁護士を中心とした外部専門家との契約を前提と
した体制作りが必要となる

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



コンプライアンス
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◆インテグリティを実現するための重要要素と認識し、予防措置
を徹底した上で、事案が発生した場合は迅速にＪリーグに
報告すると共に対外的にも適切な対応を取る

ガイドライン

◆ 選手を含むクラブ内でのコンプライアンス教育と啓発活動の実施

◆ 外部（サポーター等）に対するコンプライアンス知識の啓発と周知徹底

◆ 通報窓口（内部及び第三者機関を持つ事が望ましい）の設置等を含めた組織・監督体制の整備

◆ コンプライアンス事案が発生した際のＪリーグへの迅速な報告と対外的に適切な情報開示のプロトコル徹底

◆ Ｊリーグや顧問弁護士と連携しての迅速な再発防止策の策定と内外への周知

根拠

◆ コンプライアンス事案がクラブ内外において原則発生せず、発生した場合もそのダメージが最小化できている
ー コンプライアンス事案例ー各種ハラスメント、差別、不正・横領、交通違反（飲酒運転）、反社交流

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ コンプライアンス事案はクラブのみならずリーグ全体にもダメージを与える（価値の毀損にもつながる）ため、
まずは発生させない事を目指すべきであり、万が一発生してもそのダメージを最小化する必要がある

◆ 発生させない事が最優先であるためコンプライアンス教育等の予防措置を徹底する事が重要、ただし発生
確率を０にはできないため抑止効果も含めて発生状況を継続的に監督する事も必須

◆ 万が一コンプライアンス事案が発生した場合は、迅速にＪリーグに報告・連携する事で、ブランド価値の棄損
を最小限に抑える事が必要（Ｊリーグ規約139条）

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



Ｊリーグのコンプライアンス体制

コンプライアンス部
コンプライアンス

顧問弁護士

裁定委員会チェアマン

正・副

コンプライアンス・オフィサー

事案発生

Ｊクラブ

報告・共有・対応策の協議

諮問

相談

助言・指導等

答申

助言

役員等

【懲罰事案】
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◆ Ｊクラブにおいてコンプライアンス事案が発生した場合は、迅速にＪリーグに報告・共有すると共に、対外
的にも適切な対応を取る必要がある事から、Ｊリーグにおいてコンプライアンス対応の体制を整えている

コンプライアンス

【懲罰事案】

懲罰



クライシスマネジメント
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◆平時に対応方針を決めておくと共に、危機発生時には経営
トップが陣頭に立ち、Ｊリーグを含めた関係各所と緊密に連携
しながら迅速な意思決定と対応を行う

ガイドライン

◆ 危機発生時の事案想定と対応方針の事前策定

◆ 経営トップをリーダーとする“緊急事態下”体制への移行、及びトップダウンの迅速な意思決定と対応

◆ Ｊリーグや自治体等との緊密な情報共有

◆ BCPマニュアル等の定期的な確認、緊急連絡先等の更新

◆ 可能な限り早期のリカバリー策検討着手

根拠

◆ BCP【注1】を踏まえたシミュレーションがイメージできており、危機発生時に、悪影響が最小限に留まると共に
迅速なリカバリーがなされている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 天変地異や経済破綻等の発生自体は避けられないため、悪影響を最小限に留め、可能な限り早く危機
発生前の状態へ回復させる事が目標となる

◆ 実際の危機発生時には、時間をかけて何かを検討する事が困難であるため、平時から発生事案のタイプご
とに対応方針や役割分担等を決めておく事が望ましい

◆ 危機発生時には不確実性が高い中で迅速な決断が求められるため、経営トップが陣頭に立って迅速な
意思決定と対応を行う必要がある

注1：Business Continuity Plan（事業継続計画）の略

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



ホームタウンに災害が発生した場合のＪリーグ対応フロー

◆ クラブのホームタウン及び関係地域に大規模な災害が発生した場合は、Ｊリーグ担当部署が各クラブの
状況を把握した上でリーグ内へ共有し、リーグ経営陣の指示により必要に応じて具体的なサポートを行う
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Ｊクラブ

個別状況確認 被害状況報告

Ｊリーグ 担当部署
＋各部署に寄せられた情報

対応指示 集約被害情報報告

執行役員

チェアマン

リーグ内にて情報共有

必要な対応・サポート

クライシスマネジメント



経営領域 詳細

152

サステナビリティ

事業強化

経営基盤

スポンサー営業

商品化事業

新規事業

海外戦略

経営監督（ガバナンス）

内部統制（ガバナンス）

組織設計

人事・労務

コンプライアンス

クライシスマネジメント

法務

資本政策

計画管理

財務

施設

フットボール

to C

ファンエンゲージメント

試合演出・イベント運営

プロモーション

強化

育成

スクール

競技運営

広報

デジタル基盤整備

有料視聴者獲得

スタジアム整備・利活用

トレーニング施設整備・利活用

集客・チケット販売

ステークホルダー対応

ブランドマネジメント

意思決定（ガバナンス）

インクルーシブ 地域コミュニティ気候アクション

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



Ｊリーグのサステナビリティ
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サステナビリティ

◆ サッカー・スポーツの持続可能性のため、地球環境、地域の持続可能性は必須となる。「気候アクション」
「インクルーシブな社会の実現」「地域コミュニティの醸成」を主要テーマと設定し、各クラブがホームタウンを
舞台として取り組む

地域コミュニティの醸成

COMMUNITY

・相互理解
・相互扶助
・地域住民のつながり
・ソーシャルキャピタル

インクルーシブな社会へ

PEOPLE

・子ども
・高齢者
・障がい者
・外国人 etc

気候アクション

PLANET

・法人としてCN【注1】

・学びの場
・CNのための選択
・社会システムチェンジ

の促進

ホームタウン
注1：カーボンニュートラル



◆気候変動により社会の基盤、生活の土台が脅かされる中では、
安心してスポーツを楽しむ事はできなくなるため、地球環境の
持続可能性に取り組む

ガイドライン

◆気候変動に関する理解

◆地球環境そして地域の持続可能性を念頭に入れたクラブビジョンの策定

◆クラブビジョンに基づくポリシー・コミットメント並びにロードマップの作成

◆全ての活動で環境への影響を最小限に抑える事を目指したサステナビリティ経営

◆ファンサポーター、地域のステークホルダーと共に、地球環境、地域の持続可能性に取り組む体制構築

根拠

◆ 多様なステークホルダーと共に、地域のカーボンニュートラル実現のための仕組み作りを前進させ、クラブ自ら
も法人としてのCO2排出量50%削減（初年度対比）を2030年までに実現している

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 社会の基盤、生活の土台は健全な地球環境であり、社会経済の活性においても重要である

◆ 社会の一員として、地球環境へのマイナスのインパクトを最小限にする必要がある

◆ 地球環境の持続可能性を高める中で、地域事情に応じた取り組みを進め、地域活性化につなげる必要が
ある
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気候アクション
フット
ボール to C

事業
強化

経営
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施設
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ビリティ
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インクルーシブ

◆サッカー・スポーツを通じて、全ての人が尊重され、自分らしく
生きられる地域社会の実現を目指した取り組みを推進する

ガイドライン

◆インクルーシブな社会に関するクラブ内の理解醸成

◆組織横断で対応する体制作りと方針策定

◆インクルーシブな社会実現に向けた地域内の理解醸成

◆スポーツを通じた、多様性を尊重し、異なる背景を持つ人々への理解を深めるきっかけの提供

◆施設保有者のバリアフリーのインフラ整備の協力促進

根拠

◆ サッカー・スポーツを通じて、全ての人が尊重され、自分らしく生きられる環境の重要性の理解が促進されて
いる

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 個々が幸せに生きる権利を守る事は、最も基本的な考えである

◆ 全ての人々が差別や不平等を感じる事なく生活できる社会を目指す責任と義務がある

◆ 高齢者、障がい者、低所得者等、社会的に弱い立場にある人々が孤立する事なく、積極的に社会に参加
できるように支援する取り組みが必要となる

フット
ボール to C

事業
強化

経営
基盤

施設
サステナ
ビリティ



◆Ｊクラブの存在意義の一つと言える地域に根差した活動の推
進により、地域に対する愛着や誇りを高め、ソーシャルキャピタ
ル（人と人とのつながり・関係性）の向上を図る

ガイドライン

◆百年構想の理解

◆地域におけるクラブの存在意義についての共通認識

◆社内が円滑に参画するためのクラブとしてのポリシーとルール作り

◆地域住民の交流を促進する活動の実施（地域のお祭りや清掃活動、ワークショップ、世代間交流等）

◆活動の広がりを持たせるための情報発信

根拠

◆ 地域の人々の相互理解が深まり、楽しみながら人とつながり続けている人が増え、地域への愛着や誇りがあ
ふれた社会となっている

目指すべき
状態

重要な
取り組み

◆ 地域住民や企業の支援がクラブの発展を支えており、共に成長し続ける事が必要不可欠である

◆ クラブは、スポーツチーム以上の存在となり、地域のアイデンティティの象徴や、地域の結束を高める要素とし
て機能する事が大切である

◆ クラブは、地域の人々の夢と希望を提供し、地域社会の活力となる事ができる
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地域コミュニティ
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地球環境、地域の持続可能性を高める取り組み事例

◆ Ｊリーグは2026年1月より、アジア初となるSport Positive Leagues（SPL）への参画を始める

157

サステナビリティ

Sport Positive Leagues（SPL）の概要

◆ SPLは、サッカークラブの気候アクションを数値化し、その進捗や目指すべき方向性を分かりやすく把握できる仕組み
◆ 気候変動対策にとって重要な12項目の取り組みを独自の評価基準マトリクスを用いて評価し、スコアとリーグテーブルを

公表する
概要

運営組織

◆ プレミアリーグ（イングランド）、EFLチャンピオンシップ（イングランド）、ブンデスリーガ（ドイツ）、リーグアン（フランス）その他参画リーグ

対象事業

ポリシーとコミットメント、
レポーティング

再生可能エネルギー エネルギー効率

環境負荷の少ない移動手段 使い捨てプラスチック削減・廃止 ゴミの削減管理

水の効率的な利用 プラントベース/低炭素食品 生物多様性

教育 コミュニケーションとエンゲージメント 持続可能な調達

1 2 3

4 5 6

7 8 9

10 11 12

注1 : 気候変動、持続可能性、環境保護、生物多様性といった領域において世界のスポーツ組織を支援する事を目的として設立された英国を拠点とする組織

◆ 2018年、創設者 クレア・プール
（UEFA環境諮問委員 他）

創設

◆ 未来の子どもたちがスポーツを続けられる環境を守るため、SPLの12項目を活用し、ＪリーグとＪクラブのサステナビリティ
事業を戦略的かつ効果的に進める。これにより、カーボンニュートラルの実現や気候変動の緩和に貢献し、地域のハブと
してより信頼される存在を目指す

◆ 世界の先進クラブ事例等を学び活かすプラットフォームとして機能し、Ｊリーグ全体で現状を把握しながら、気候アクション
の進捗と改善ができる仕組みとする

導入の狙い・
期待効果

◆ SPORT POSITIVE【注1】（イギリス）

◆ SPLは各クラブの気候アクションへの取り組みを見える化し、現状把握と
進捗確認を容易にする。互いの取り組みを参考にしながら、Ｊリーグ全
体の気候アクションを加速し、2030年目標の達成を目指す



SPL12項目の主な内容

SPLの詳細は「Ｊリーグ気候アクションハンドブック」に記載しています。
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サステナビリティ

クラブとしての環境方針と目標を明確にし、ステークホルダーにコミットメントを示す。進捗や課題を毎年レポートと
して公表し、共感と協力を得る事につながる

ポリシーとコミットメント、レポーティング

再生可能エネルギー

エネルギー効率

環境負荷の少ない移動手段

使い捨てプラスチック削減・廃止

ゴミの削減管理

水の効率的な利用

プラントベース/低炭素食品

生物多様性

教育

コミュニケーションとエンゲージメント

持続可能な調達

1

スタジアムやクラブハウスで使用する電力を再エネに切り替える。電力会社との契約変更や、施設での太陽光
発電の導入等を通じて、CO2排出削減と電力コストの安定化を同時に実現する

LED照明や省エネ機器の導入により電力使用量を削減する。使用状況を把握し、効率化できる部分を特定
して改善策を講じる事で、CO2排出と光熱費の削減につながる

選手・スタッフ、ファン・サポーターの移動手段を見直し、公共交通機関やEV、シェア移動等の利用を促す。自
治体や交通事業者と協力する事で、地域全体の排出削減や交通インフラの維持等につながる

スタジアムやクラブハウスにおけるプラスチックの使用量を把握し、削減や代替を進める。リユースカップやマイボト
ル導入等をはじめとする施策により廃棄物を減らし、環境負荷を低減する

スタジアムやクラブハウスで発生するごみの量と種類を把握し、削減・再利用・修理・再活用・堆肥化・リサイクル
を進める。分別や回収の仕組みを整備し、廃棄物削減と環境負荷低減を実現する

スタジアムのトイレやシャワー、芝生の散水等で使用する水の量を把握する。節水型設備や雨水利用システム
を導入する事で、水使用量と水道料金、CO2排出の削減につながる

スタジアムやクラブハウスで提供する食事に、植物由来のメニューや地域の食材を取り入れる。どのメニューがプラ
ントベースかを明示し、選択しやすくする事で、CO2排出削減と地産地消を進める

スタジアムの芝生や練習場周辺の環境は、多様な生き物に支えられている。農薬使用の見直しや在来種の植
栽、清掃活動や自然観察会等を通じて地域やファン・サポーターと共に生物多様性を学び、守る

選手やスタッフ、ファン・サポーター、パートナー企業と学び合う場を設ける。ファン・サポーター向けイベントやワーク
ショップを通じて、クラブの気候アクションへの理解と支持を広げる

クラブの環境方針や取り組みをSNSや公式サイトで発信する。情報発信はブランド価値を高め、企業や自治
体との信頼構築にもつながる

ユニフォームやグッズ等の調達で環境配慮や人権尊重等を重視する方針を策定する。取引先と協力し環境負
荷の低い素材や地元製品への切り替えを通じ、CO2排出の削減につなげる

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

対象事業 主な内容

Ｊリーグ気候アクションハンドブックはこちら：https://www.jleague.jp/climateaction/pdf/climateactionmonth.pdf

https://www.jleague.jp/climateaction/pdf/climateactionmonth.pdf


ホームタウン活動

159

「Ｊクラブはそれぞれのホームタウンにおいて、

地域社会と一体となったクラブ作り（社会貢献活動を含む）を行い、

サッカーをはじめとするスポーツの普及および振興に努めなければならない。」

◆ Ｊリーグ規約第24条〔Ｊクラブのホームタウン（本拠地）〕第２項には、以下の通りの記載がある

サステナビリティ



クラブの取り組み：ホームタウン活動

◆ Ｊクラブは、毎年多くのホームタウン活動に取り組んでいる
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2024年60クラブ全体ホームタウン活動集計

出所：Ｊリーグインパクトレポート2024

サステナビリティ
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シャレン！

◆ シャレン！は、地域の多様なステークホルダーとの連携により、地域の社会課題の解決を図る枠組みである

サステナビリティ



クラブ参考事例：様々なシャレン！の取り組み

◆ 掲載したシャレン！の活動は、2025年Ｊリーグシャレン！アウォーズにて受賞したクラブ事例である
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「NO PLANET,NO TOKYO」が描く未来。

少年たちの夢を育む「HIGH HOPE」

“街なかスタジアム”開業に伴う、横川商店街の逆襲

ヴァンラーレ八戸「School Trip Day」 被爆地のプロスポーツクラブ（Ｊリーグクラブ・
Ｂ.LEAGUE クラブ）として、自治体・高校生と共に
日本全国、世界、そして次世代へと発信する
平和へのメッセージ

「“声”のチカラを起点に高齢者が輝き活躍する地域へ」

O-60モンテディオやまびこ

FC東京 サンフレッチェ広島

ヴァンラーレ八戸 V・ファーレン長崎

モンテディオ山形

メディア賞

パブリック賞

サステナビリティ

2016年から継続して実施してきた多摩少年院の少年たちに対する更生と社会復
帰の協力をバージョンアップした、少年たちが社会の一員として歩む力を養うプログラム

新スタジアム開業に伴う基本のアクセスルートから外れてしまった旧スタジアムのシャトル

バス発着地を新スタジアム下でも盛り上げる活動。

ホームタウンの子どもたちに教育的価値を提供する事、社会科見学の多様化の体

現、自分たちが住む街にプロスポーツチームがある事を知ってもらうきっかけとして、

ホームゲームをホームタウンの小中学生のための社会科見学と遠足の場に。

2025年に被爆80年を迎える被爆地のプロスポーツクラブとして発信を続ける事を使命と

考えるクラブが、トップチーム選手・スタッフ・高校生と共に行う平和学習。

アクティブシニアを対象とした声磨きトレーニングやスタジアムでのあいさつ運動を通じ、健康

の向上、新たなつながり、活躍の機会を創出。

クラブ選考賞 ファンサ・ポーター選考賞

アビスパ福岡
2,000人の“一歩”が次の日からの日常を変えてい

く！「TAKE ACTION Week！」
特設ページでの最多得票を獲得。
ホームゲーム時に2,000人以上が参加できるイベントやワークショップに当事者として関

わる事で、翌日以降に課題解決のための一歩を踏み出す機会を創出。企画運営にも

多種多様な方が携わり、シャレン！をビジネスとしても体現するアクションを起こした。

各クラブの取り組みはこちら：https://www.jleague.jp/sharen/awards2025/

明治安田 地元の元気賞

ソーシャルチャレンジャー賞

https://www.jleague.jp/sharen/awards2024/
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世界との比較

164

Ｊリーグは、1993年の開幕から、30年以上の年月を経て、様々な課題や環境の変化を乗り越えながらも
着実に成長を遂げてきた。しかし、プレミアリーグや欧州5大リーグは、それ以上の急激な発展をし、ここに示
すデータで明らかなように、現段階では、人気・実力・財政規模等で、大きな差を付けられている。
『次の10年』で目指す姿、「アジアで勝ち、世界と戦うＪリーグ」「欧州リーグ選手とＪリーグ選手による日本
代表」「全Ｊクラブの売上を1.5-2倍へ」を実現するため、様々な改革と挑戦を続けていく必要がある

◆ 拡がる『世界との差』（プレミアリーグとＪリーグ）

◆ 海外クラブの事業収入規模

◆ 海外クラブの事業収入内訳

◆ 欧州クラブの事業収入構造

◆ 欧州クラブの事業収入構造：UEFA配分金

◆ FIFAクラブワールドカップ出場クラブ会計データ

◆ 放映権料のリーグ別比較

◆ 平均入場者数・平均収容数の比較：リーグ

◆ 平均入場者数・平均収容数の比較：クラブ

◆ SNSフォロワーの比較：リーグ

◆ SNSフォロワーの国際比較：クラブ

◆ 平均選手年俸の比較：リーグ

◆ 移籍収益の国際比較：クラブ

◆ 収入規模別クラブ分析（23-24シーズン）



拡がる『世界との差』（プレミアリーグとＪリーグ）

◆ 1994-95年あたりは、プレミアリーグもＪリーグも500億円規模でほぼ同額であったが、放映権の高騰等
の理由により、『世界との差』は大きく拡がっている

クラブ売上
合計

1993 2024
※イングランドプレミアリーグは1992-93シーズンから2021-22シーズン。Ｊリーグは1993シーズンから2022シーズン
※€との換算レートは各シーズンの期中平均。2021-22シーズンの日本円換算の為替レートは1€＝128.435円、
※2022-23シーズン以降の日本円換算の為替レートは$を利用。2023-24シーズンは日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
出所：Deloitte Football Finance、及びＪリーグ、 Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成 165

20クラブ売上合計

約 12,318億円

60クラブ売上合計

1,725億円

1994‐95年あたりは

共に500億円規模

イングランド
プレミアリーグ

Ｊリーグ



海外クラブの事業収入規模

◆ 30位のクラブでも日本のトップクラブの3倍以上の規模であり、世界との差は大きい
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・平均1,208億円

・UCL16常連圏内

21～30位

・平均 385億円

11～20位

・平均619億円

※欧州クラブの事業収入には移籍収入を含んでいない。Ｊクラブの営業収益には移籍金収入は含まれている ※日本円換算の為替レートは1$=153.99円（2025年11月3日付終値）
※欧州/南米リーグについては23-24シーズン。Ｊリーグは24シーズン ※★は23-24シーズンの欧州チャンピオンズリーグにおけるベスト16進出チーム
出所：Football Benchmark、Ｊリーグのデータに基づきSHCが作成

（百万円）

海外クラブの事業収入
（23-24シーズン、海外上位30クラブ＋Ｊリーグ上位５クラブ)

Ｊクラブ営業収益

1位～5位(24年度)

・平均 84億円
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★
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欧州クラブの事業収入内訳

◆ 上位クラブと下位クラブでは大きな収益差があり、上位クラブは放映権以外にもコマーシャル収入・マッチ
デー収入の金額も高く、企業・ファン等のステークホルダーによる影響度にも大きな格差がある

海外クラブの事業収入構造
（23-24シーズン、欧州リーグ事業収入上位30クラブ） （百万円）

※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
※各収入項目の定義は以下の通り。放映権ー国内・国際大会の放映権。賞金を含む。マッチデーーチケット・飲食含む試合日関連収入。コマーシャルースポンサー及び物販収入・その他
※RBライプツィヒは構成が公開されていないため、灰色の部分は不明
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成 167
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欧州クラブの事業収入構造

◆ 総じてUEFAを含む放映権の占める割合が高い。トップ層はコマーシャル収入、一段規模が小さいクラブ
においては、放映権収入の割合が極めて高くなっている

欧州クラブの事業収入構造
（23-24シーズン、欧州リーグ事業収入上位30クラブ）

※各収入項目の定義は以下の通り。放映権ー国内・国際大会の放映権。賞金を含む。マッチデーーチケット・飲食含む試合日関連収入。コマーシャルースポンサー及び物販収入・その他
※RBライプツィヒは構成が公開されていないため、灰色の部分は不明
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成
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チャンピオンズリーグ ヨーロッパリーグ カンファレンスリーグ スーパーカップ 事業収入に占める比率

欧州クラブの事業収入構造：UEFA配分金

◆ 欧州主要クラブにおいては、UEFA配分金への依存度が高い

※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
※ FCコペンハーゲン、シャフタール・ドネツク、バイエル04レバークーゼン、は収益データ未登録のため比率未集計
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成

UEFA大会からの放映権収入及び事業収入に占める比率
（23-24シーズン、UEFA配分金上位30クラブ）

（百万円）
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※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
※モンテレイ、インテル・マイアミ、マメロディ・サンダウンズ、エスペランス、アル・アイン、アル・アハリ、ロサンゼルスFC、オークランド・シティ、蔚山HD、
シアトル・サウンダーズ、パチューカ、ウィダード・カサブランカは収益データ未登録のため比率未集計

出所：Football Benchmark、Ｊリーグのデータに基づきSHCが作成
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事業収入 費用 人件費 移籍収支 人件費比率

FIFAクラブワールドカップ出場クラブ会計データ

◆ 各大陸連盟ごとの選抜されたクラブが出場しているため、事業規模も大小様々だが、人件費比率はＪク
ラブに比べると総じて高い

事業収入/費用、費用にに占める人件費比率
（CWC2025における出場32クラブ）

（百万円）
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放映権料のリーグ別比較

◆ Ｊリーグは、欧州主要リーグには大きく差をつけられている

※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
※国・地域名表記： （イ）＝イングランド、 （欧）＝欧州、(ス）＝スペイン、 （ド）＝ドイツ、 （イタ）＝イタリア、（フ）＝フランス、 （亜） ＝アジア、 （ア）＝アメリカ、

（アル）＝アルゼンチン、（ポ）＝ポルトガル、（ベ）＝ベルギー、サ）＝サウジアラビア、（オ）＝オランダ、（ト）＝トルコ、
※UEFAチャンピオンズリーグ・ヨーロッパリーグ・カンファレンスリーグはクラブへの配分される金額
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成

リーグ・大会の年間放映権料
（欧米アジア上位リーグ）
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(百万円)
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平均入場者数・平均収容率の比較：リーグ

◆ Ｊ１リーグは、ブンデスリーガやプレミアリーグの約半数ではあり、収容率も低い

※国名表記：(ス）＝スペイン、（イ）＝イングランド、（イタ）＝イタリア、（ド）＝ドイツ、（フ）＝フランス
※平均収容率は各リーグ所属クラブの平均収容率から推計して算出
出所：Football Benchmark、Ｊリーグのデータに基づきSHCが作成 172

リーグ別の1試合当たり平均入場者数と平均収容率
（欧州5大リーグ＋Ｊ１リーグ、23-24シーズン *Ｊ１リーグは2024シーズン）（人）



0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

平均入場者数・平均収容率の比較：クラブ

◆ Ｊリーグの上位クラブでも、欧州トップクラブとは入場者数・収容率共に大きな差がある

出所：Football Benchmark、Ｊリーグのデータに基づきSHCが作成

クラブの1試合当たり平均入場者数と平均収容率
（欧州5大リーグ上位20クラブ＋Ｊクラブ上位5クラブ、2023-2024シーズン *Jリーグは2024シーズン）
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5クラブ
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※国名表記：(ス）＝スペイン、（イ）＝イングランド、 （フ）＝フランス、 （ド）＝ドイツ、 （イタ）＝イタリア、 （ア）＝アメリカ、 （メ）＝メキシコ、 （サ）＝サウジアラビア、
（インドネ）＝インドネシア、（アル）＝アルゼンチン、（ブ）＝ブラジル、（中）＝中国、（南ア）＝南アフリカ、（豪）＝オーストラリア、（カ）＝カタール、（ポ）＝ポルトガル、
（ロ）＝ロシア、 （オ）＝オランダ、 （ポー）＝ポーランド

※2025年11月2日時点のフォロワー数
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成
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SNSフォロワーの比較：リーグ

◆ 欧州5大リーグを含め各国リーグがフォロワーを増やす一方で、現状Ｊ１リーグは他の大陸連盟のリーグ
からも下回る水準にある

リーグのSNSフォロワー合計
（欧米・アジア主要リーグ）
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浦和

鹿島

横浜FM

川崎F

C大阪

インテル・マイヤミCF

アル・アハリSC

ガラタサライSK

アル・ナスルFC

ボルシア・ドルトムント

CRフラメンゴ

FCインテル・ミラノ

ACミラン

アトレティコ・マドリード

トッテナム・ホットスパーFC

アーセナルFC

FCバイエルン・ミュンヘン

リバプールFC

チェルシーFC

ユベントスFC

マンチェスター・シティFC

パリ・サンジェルマンFC

マンチェスター・ユナイテッド

FCバルセロナ

レアル・マドリードCF

Facebook

Instagram

X

Youtube

TikTok

Weibo

SNSフォロワーの国際比較：クラブ

◆ SNSフォロワーに関するＪリーグの上位クラブでも、世界とは圧倒的な差がある

クラブのSNSフォロワー数
（世界上位20クラブ＋Ｊクラブ上位5クラブ)
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国内上位

5クラブ

(千フォロワー)

※2025年11月2日時点のフォロワー数
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成



平均選手年俸の比較：リーグ

◆ 平均選手年俸においても、Ｊリーグと世界との差は大きい

176

主要リーグの平均選手年俸の比較

40.53 

42.18 

48.98 

70.02 

118.38 

143.72 

179.35 

200.02 

200.49 

418.53 

0 100 200 300 400

プリメイラ・リーガ

エールディビジ

Ｊ1リーグ

イングランドチャンピオンシップ

スュペル・リグ

リーグ１

ブンデスリーガ

セリエA

ㇻ・リーガ

プレミアリーグ

※トップチーム選手中の平均年俸
※欧州リーグについては23-24シーズン。Ｊリーグは24シーズン
※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
出所：Football Benchmark 、Ｊリーグのデータに基づきSHCが作成

チーム数 選手数

20 506

20 477

20 552

18 489

20 472

19 328

24 620

20 671

18 482

18 268

（百万円）



281 
311 
408 
437 

653 
3,938 

4,117 
4,359 

4,567 
4,757 

4,985 
5,169 
5,225 
5,239 

5,760 
5,887 

6,225 
6,599 

7,632 
9,322 

9,622 
10,064 

10,297 
12,622 

13,405 

0 2,000 4,000 6,000 8,000 10,000 12,000 14,000

名古屋

札幌

浦和

徳島

鹿島

ブラックバーン・ローヴァーズFC

モンペリエHSC

フェネルバフチェSK

レスター・シティFC

トリノFC

AFCアヤックス

KRCゲンク

SCコリンチャンス・パウリスタ

AZアルクマール

フルミネンセFC

スタッド・レンヌFC

オリンピック・リヨン

クラブ・ブルージュ

KAAヘント

スポルティングCP

SEパルメイラス

ノッティンガム・フォレストFC

アイントラハト・フランクフルト

ブライトン・アンド・ホーヴ・アルビオンFC

サウサンプトンFC

移籍収益の国際比較：クラブ

◆ 移籍ビジネスはＪリーグクラブ今後のビジネスモデルとして重要な観点であり、今後強化が必要。現時点
は世界の上位クラブとは圧倒的な差がある

クラブの移籍による収益規模
（世界上位20クラブ＋Ｊクラブ上位5クラブ)
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国内上位

5クラブ

(百万円)

※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
出所：Football Benchmark 、Ｊリーグのデータに基づきSHCが作成



収入規模別クラブ分析（23-24シーズン）

事業収入

50億円以下 50億円～100億円 100億円～200億円 200億円～500億円 500億円～1,000億円 1,000億円以上

事業収入上位
5クラブ

• シェフィールド・ウェンズデイFC
• FCユトレヒト
• クイーンズ・パーク・レンジャーズFC
• プリマス・アーガイルFC
• レアル・バリャドリード

• ヘタフェCF
• デポルティーボ・アラベス
• スタッド・ド・ランス
• USレッチェ
• SCインテルナシオナル

• ビジャレアルCF
• RBザルツブルク
• レスター・シティFC
• LOSCリール
• ベシクタシュJK

• オリンピック・マルセイユ
• ブライトン＆ホーブアルビオン
• リーベルプレート
• SSCナポリ
• ASローマ

• トッテナム・ホットスパーFC
• チェルシーFC
• ボルシア・ドルトムント
• RBライプティヒ
• アトレティコ・マドリード

• レアル・マドリード
• マンチェスター・シティ
• パリ・サンジェルマンFC
• マンチェスター・ユナイテッド
• バイエルン・ミュンヘン

対象クラブ数 104 51 40 40 11 ８

上記5クラブ
所属選手例
（25年10月時点
市場価値上位5名）

• シェイ・チャールズ
• パクストン・アーロンソン
• ジェームズ・ビードル
• セバスチャン・ハラー
• イリアス・チェア

• ガブリエル・カルヴァリョ
• ニコラ・クルストヴィッチ
• ヴァレンティン・アタンガナ・エドア
• クリサントゥス・ウチェ
• ヴィターオ

• アレックス・バエナ
• ティエルノ・バリー
• ビラル・エル・カンヌス
• バフォデ・ディアキテ
• イェレミー・ピノ

• ジョアン・ペドロ
• カルロス・バレバ
• マヌ・コネ
• スコット・マクトミネイ
• メイソン・グリーンウッド

• コール・パーマー
• フリアン・アルバレス
• エンツォ・フェルナンデス
• ベンジャミン・シェシュコ
• モイセス・カイセド

• キリアン・エムバぺ
• アーリング・ハーランド
• ジュード・ベリンガム
• ヴィニシウス
• ジャマル・ムシアラ

事業収入 2,641 7,619 14,033 31,029 72,120 133,918

指
標
（
平
均
）

放映権 755 2,784 6,460 15,591 28,329 44,080

マッチデー 399 1,210 2,117 5,770 10,755 24,714

コマーシャル 960 2,774 4,015 9,667 25,969 65,123

事業費用 3,858 9,820 15,848 30,274 66,618 122,343

人件費

()内は
事業収入比

2,364
(61%)

6,260
(63%)

10,228
(64%)

19,553
(65%)

42,773
(65%)

79,515
(65%)

移籍損益 334 1,128 1,702 -165 -7,998 -11,193

入場者数
（人） 9,549 17,727 23,525 35,890 57,047 59,655

SNS
フォロワー
（千フォロワー）

850 2,856 8,181 16,529 75,100 238,723

※日本円換算の為替レートは1$=153.99（2025年11月3日付終値）
※各収入項目の定義は以下の通り。放映権ー国内・国際大会の放映権。賞金を含む。マッチデーーチケット・飲食含む試合日関連収入。コマーシャルースポンサー及び物販収入・その他
※入場者数は23－24シーズン、リーグ戦のみ
※SNSフォロワーは2025年11月2日時点のフォロワー数で、主要プラットフォーム(Facebook, Instagram, X, Youtube, Tiktok, Weibo)の合計
出所：Football Benchmarkのデータに基づきSHCが作成

（単位：特記あるものを除き百万円）
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付属資料：経営チェックリスト（別ファイル）

180

◆ 経営チェックリストは、本ガイドの内容を自クラブが実践できているかをチェックし、改善につなげるための資
料として作成してある

CHECKLIST_2025.1114_V1

１．使用方法

◆  本チェックリストはＪリーグ クラブ経営ガイドに基づき経営状況を評価するものです

◆  ”１）回答シート・個別スコア”シートに、回答要項を確認の上ご回答下さい

◆  評価結果は”２）評価サマリー”をご確認下さい

◆  ”２）評価サマリー”には直接入力しないで下さい

２．活用用途

◆  経営者によるクラブ経営の現状把握・課題認識を自己評価として随時活用

◆  クラブ内の各部門による相互チェックを360度評価として活用

◆  ステークホルダーによる評価をサーベイとして活用

◆  外部有識者との議論によるクラブ経営の改善や成長に活用

３．シートの概要

１）回答シート・個別スコア：回答入力シート、及び回答結果に基づく個別スコアを表す棒グラフ

２）評価サマリー：シート１）への回答結果に基づく評価を表すレーダーチャート

公益社団法人日本プロサッカーリーグ

2025年11月14日

経営チェックリスト

Ｊリーグ クラブ経営ガイド 2025
　J. LEAGUE CLUB MANAGEMENT GUIDE  2025

経営チェックリスト【回答シート・個別スコア】

ガイドライン、目指すべき状態、重要な取り組みについて、以下評価基準に従い「スコア」欄の数値を選択して下さい

本シートで、回答結果に基づく個別スコアを表す棒グラフを見る事ができます

評価基準 スコア

できている 4

充分ではないが、課題は特定できている 3

充分ではないが、課題の特定はできていない 2

できていない 1

把握していない 0

経営領域：フットボール

1．強化 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

２．育成 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

3．普及 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

4．競技運営 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

経営領域：施設
1．スタジアム整備・利活用 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

２．トレーニング施設整備・利活用 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

経営領域：toC

1．ファンエンゲージメント スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

２．集客・チケット販売 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

3．試合演出・イベント運営 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

4．有料視聴者獲得 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

5．プロモーション スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

６．広報 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

７．デジタル基盤整備 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

８．ステークホルダー対応 スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

９．ブランドマネジメント スコア

ガイドライン 4 4

目指すべき状態 4 4

重要な取り組み ① 4 4

② 4 4

③ 4 4

④ 4 4

⑤ 4 4

最適な強化部門（特にSD・GM）の編成と技術委員会（経営・強化・育成の3者が定期的に協議する場）の設置

クラブのフットボールフィロソフィーとトップチームのフィロソフィーの明確化、及びそれを踏まえた中長期強化計画の立案、進捗管理、見直し

中長期強化計画とチーム成長のフェーズに基づく選手・スタッフ・指導者の育成、及びその評価・採用基準具体化とそれができる人材の育成・採用

クラブのフットボールフィロソフィーを明確化した上で、中期強化計画や各種基準等に落とし込み、それらに基づいた編成により中長期的にトップチームの強化を図る

クラブのフットボールフィロソフィーに沿ったサッカーが実現できており、経営と強化において活動方針の共有・理解がなされ、予算水準に応じた（またはそれ以上の）トップチームの競技力及び成績が達成できている

－クラブの方針によっては、アカデミー出身選手のトップ登録・活躍や、移籍金収入の獲得ができている

「黄金の一貫性」の構築＝クラブに関わる全員（特に経営・強化・育成）の活動方針の共有・理解

アカデミーのフィロソフィーの明確化、及びアカデミーマネジメント人材の職務明細とコンピテンシーフレームワークの作成、競技面だけではない人間性の向上を促せる指導者の育成・確保・教育

育成のスカウトにおける理論的な意思決定

セーフガーディング（活動に関わる全ての人たちの安全確保）の推進

クラブにおける普及の位置付けを明確にし、地域社会や街クラブ、学校等と強いつながりを築きながら、アカデミーのフィロソフィーに基づいたプログラムの提供・スクール運営を行う

クラブにおける普及の位置付けが明確化され、それを担うスクール運営として、加入者の高い継続率と有望選手の継続的な獲保・育成、更には地域社会とのつながりが構築できている

経営・事業における普及・スクールの位置付けや法人スキーム・形態・規模等の考え方の明確化

編成における直感や経験・成り行きの排除、仲介人対応指針の設定、プロセスの透明化、及び経営者とのリスク共有

育成をクラブの主要活動の一つとして位置付け、トップチームと一貫性を持つ育成方針（アカデミーのフィロソフィー）に基づき、技術面のみならず人格的にも優れた選手を育成する

クラブとしての一貫性のある方針を持って取り組み、継続的にアカデミーから一定数以上のプロ選手が輩出されており、育成の補償制度や国内外の移籍等により、投資に見合った収入が確保され、プロフィットセンターとしてもク

ラブの財政基盤に寄与している

「黄金の一貫性」の構築＝クラブに関わる全員（特に経営・強化・育成）の活動方針の共有・理解

最適な育成部門（特にアカデミー組織）の編成と技術委員会（経営・強化・育成の3者が定期的に協議する場）の設置

試合運営に関わる重要事項（八百長防止、スタジアム確保、日程・キックオフ時刻決定、入場者数測定、試合の中止・中断における手順、エントリー資格等）、各種規約・規程への理解

セキュリティに関する重要事項（予測入場者数、サポーター動向・不当行為、対戦相手との連携協力を含むサポーターコントロール、SNS等の誹謗中傷、天候等）への理解とそのリスクを踏まえた警備体制の整備

運営マニュアルの作成や、ファン・サポーターをはじめとした各ステークホルダーとの情報共有及び連携する事による万全な準備

毎試合後の振返りと改善につなげるプロセスの定着

ファン・サポーター、行政、VIPやスポンサー等へのクラブの代表者としての対応

顧客重視の精神を徹底した上で、経済的価値や特徴に応じたサービス提供と誘導施策で顧客満足度を高め、ファンベース拡大と上位購買層への誘導を図る

指導の質向上（指導実践のマニュアル化、属人的指導の排除等）、及びセーフガーディング（活動に関わる全ての人たちの安全確保）の推進

地域の街クラブ・学校（2種・3種・4種の登録チーム）との関係構築

事務スタッフ等の運営体制整備

普及・スクールの位置付けに応じた適切な事業評価と拠点別の採算性管理

相手チーム、審判へのリスペクトを持って共に試合を作り、フェアで安心安全な試合運営を行う事で、サッカーという作品で最も重要な要素である競技を来場者や視聴者に届ける

「試合実施時におけるＪリーグ安全理念」を念頭に、選手に最高の舞台を、来場者・視聴者に最高の体験を提供できている

理想とするスタジアムの要件を明確化し、必要性をステークホルダーに訴求しながら整備を推進する。整備後は運営段階にも主体的に関わり、クラブ経営との一体的な発展を図る。

強化・育成のみならず、ファンサービスやメディア対応等、クラブ活動全般を支える拠点として位置付ける。整備後もクラブが運営・維持管理に関与し、施設価値の最大化を図る

トップチームのみならずアカデミーが年間を通じて常時使用できるトレーニング施設（クラブハウス含む）の確保ができており、地域のファン・メディアとの接点としての機能も果たしながら、クラブの拠点として適切な維持管理がな

されている

現状のトレーニング施設における課題整理と中長期的に求められる要件検討

上記及び地域情勢等も考慮し、時代の要請（多様性、持続可能性等）も踏まえた整備方針の立案

世論形成に向けた市民や主要ステークホルダーへの整備必要性の訴求

整備主体及び各ステークホルダー（行政・株主・スポンサー）に対する日ごろからの渉外活動

Ｊリーグが掲げる「安全性」と「理想のスタジアム」要件を満たすスタジアムがあり、持続可能なスタジアム運営を視野に入れた上で、クラブの経営資源としての利活用がなされている

現状のスタジアムにおける課題整理と中長期的に求められる要件(「理想のスタジアム」や「スタジアムの未来」等)の検討

上記及び地域情勢等も考慮し、時代の要請（多様性、持続可能性等）も踏まえた整備方針の立案

世論形成に向けた市民や主要ステークホルダーへの整備必要性の訴求

整備主体及び各ステークホルダー（行政・株主・スポンサー）に対する日ごろからの渉外活動

維持管理・利活用に向けた最適な運用スキームの選択(指定管理を含む)とクラブ内外の体制構築

マーケティングの４P視点に基づいたチケット設計を行った上で、“招待”“お誘い”を軸に新規層獲得に注力すると共に、デジタルの活用により既存層にも効率的なアプローチを行う

観戦満足度を高めるための投資とチケット単価のアップを行い、成績に大きな影響を受ける事なく、スタジアム収容率を高水準化する事で、入場料収入がクラブの収入源の一つとして財政安定化を支えている

基礎的事項（自クラブの入場者・チケット状況、ホームタウン等）の理解

シーズンチケット・高額席等の券種間の価格バランス及び多様な売り方を組み合わせた戦略的チケット設計

対戦カードや気候等を考慮したホームゲームごとの集客計画策定とPDCA

メディア露出、IPコラボ、招待企画の活用や、“お誘い”の促進による新規層の取り込み

ファンベースの各カテゴリの特性と顧客購買プロセスを正しく把握し、ファンべース全体の拡大並びにファンデベロップメント戦略に基づく施策実装・効果検証のサイクルが定着している

顧客行動履歴・調査や市場調査等を活用した顧客・市場の見える化

クラブにとっての収入ポテンシャルや期待等の軸に基づくファンベースの各カテゴリーの整理・分類

顧客の特性や経済的公平性等を考慮した行動指針のクラブ横断的整理・策定

クラブの中期計画・単年計画、及び商品サービス企画や誘導施策を含めた具体的業務への落とし込み

ファンベース拡大・上位購買層への誘導についてのKPI設定（Ｊリーグファン指標含む）とPDCA管理

各演出・イベントの振り返りと継続的な改善

クラブスタッフ・ボランティア・外部パートナー等におけるホスピタリティ意識の徹底

有料視聴者のベースとなるファン拡大を追求し、今後その重要要素の一つとなる視聴体験につき、チーム・選手とも連携しながら、観戦方法とコンテンツの強化に取り組む

ＪリーグID等の蓄積した顧客データ分析やデジタル広告に基づく、既存層に対する効率的なアプローチ

試合結果に関わらずホームゲーム来場者が満足度を得られるように、試合前後のコミュニケーションを起点として、演出や飲食、イベントも含めた質の高い観戦経験を提供する

オンザピッチのパフォーマンスだけでなく、ファン・サポーターの熱量やステークホルダーとの協働等、クラブに関わる全ての人のエンゲージメントの集大成をサッカーという“作品”として捉えると、演出やイベントもその一部を構成する重

要な要素であり、試合結果に関わらず“また来たい！”と感じるような満足度を与える事ができている

勝敗に起因しない満足度を上げるためのベースとなる演出・飲食・イベント等の設計と実装

対戦カードや気候等を考慮したホームゲームごとの演出・イベント設計と実装

オウンドメディアへの掲載並びに外部メディアへの露出計画と実装

ターゲティングと、そのターゲットに最適なメディアが選定されたプロモーション戦略及び年間計画の立案

販売事業に伴う収入及び露出拡大のためのローカルTV放送・ラジオ放送等の活用

選手・スタッフのプロモーションへの積極関与に向けた、クラブ内の合意形成と仕組み整備

計画的な実行とデータに基づく効果検証の継続的実施

クラブの認知度・ブランドの向上に向け、経営者自らの発信も含め、報道・宣伝・組織リスク等の観点で、クラブの理念、価値・情報、及びチームの魅力や活動を正しく広く社会に伝える

マスメディアとオウンド（SNS等）メディアでの発信のバランスが取れ、勝敗のみならず経営情報やクラブの 活動やチームの魅力がホームタウンにおいて関心を持たれるよう周知され、リスクマネジメントを行いながら、認知度・ブラ

ンド価値向上に寄与できている

チーム編成へのファン目線の反映等、視聴体験強化に向けた強化部門との連携

視聴体験強化に向けた観戦方法改善策の検討と視聴パスの販促強化（シーズンチケット・ファンクラブ入会連動商品、EC販促キャンペーン等）

クラブ横断的な有料視聴者（DAZN）獲得基本施策の推進（試合日程調整、コンテンツ開発・制作、クラブ公式サイトのバナー掲出、SNSでの発信、勧誘・紹介）

情報を届けたいターゲットを明確にした上で、チームと協働してメディアを積極活用し、魅力あるコンテンツの提供により、クラブの人気や価値を高める

クラブのフィロソフィーや戦略に沿ったターゲットに対して、その特性や目的に応じたコンテンツを継続的に提供し、クラブへの興味・ロイヤルティの向上を図り、人気や価値を高める事ができている

マーケットリサーチの活用による市場・顧客理解、メディア環境と特性の理解

基盤となるデータベースが整備され、データ分析とその分析結果を集客施策等に活用できる人材がクラブ内に一定数存在している＝デジタルデータが重要な経営資産として活用されている

経営上の重要ミッションとしてのデジタル基盤整備の位置付けと方針の明確化

クラブの実態に即した適切な外部リソース活用方針の明示と基盤整備計画の策定

デジタルデータ資産活用の体制構築と司令塔となる人材の配置（採用・育成含む）

オンライン・オフライン双方の顧客接点におけるデータの拡充（ＪリーグIDの収集含む）

Ｊリーグのデジタル基盤推進チームの有効活用と連携・協力・支援

常に冷静で誠実な対応と、理念・価値の経営者自らの言葉での発信（経営者はクラブを象徴する存在）

各メディアの先にファン・サポーター、パートナー、自治体をはじめ多くのステークホルダーがいる事の認識

有事の際の専門家との協力体制構築とメディアとの適切な距離感（情報提供、コミュニケーション等）、クラブとしてのオープンな発信スタンスの維持と常日頃からのリスクマネジメント

経営・強化・広報の発する対外的なメッセージが常にワンボイスでブレがない体制

最大のコンテンツである試合におけるメディアオペレーションの確実・円滑な運営、ならびにマスとオウンド双方のバランスを維持したメディア発信（媒体特性に合った頻度・内容・スケジュール）による露出最大化

デジタル基盤の活用方針に基づき、Ｊリーグとも連携しながら顧客データベースをオンライン・オフライン両面から拡充すると共に、有効活用するための体制を整える

重要ステークホルダーとの関係構築と状況に応じて経営者自身が前面に立った適切な対応

クラブ横断的にブランド価値の重要性を理解・浸透させ、一貫した戦略を持って、認知度・愛着度等を高める仕組みを構築する

クラブブランドが広く世の中に認知され、ステークホルダーに強い愛着を持たれている、すなわちブランド価値が高い状態を実現できている

ブランド価値の重要性についての理解

ブランドの重要性等に関するクラブ内への浸透を目的とした社内コミュニケーション（行動指針の策定）

定期的な調査結果を踏まえた自クラブのブランドの現状評価に基づく、目指すべきブランド価値の定義

クラブに関係する様々なステークホルダーを特定し、体系的に把握、歪みのないバランスを考慮し、ステークホルダー全体の価値の総和を上げる視点を持って関係者と協働する

各ステークホルダーの期待値と対応方針が整理され、組織として体系的に過不足なく対応ができており、 持続可能な方法を視野に入れながら、ステークホルダー全体の価値の総和があがっている

クラブの各機能部署のステークホルダーの特定と体系的に可視化された把握

各ステークホルダーの期待値の可視化、公正な各対応方針の策定

体系的な行動計画（各機能部署の経営目標設定とステークホルダー満足度の並列）とPDCA管理

対応策の部門横断的なチェック（ステークホルダー間の歪み等）と修正

中期計画の一環として各活動にブランドの観点から一貫性を持たせるブランド戦略の策定

商品化・商標管理（チーム名・呼称・エンブレム・ロゴ・マスコット・フラッグ等）に関わる仕組みの構築

維持管理・利活用に向けた最適な運用スキームの選択（指定管理を含む）とクラブ内外の体制構築

ファン指標の重要KPIとしての設定

Ｊリーグ全体の成長目線に即した有料視聴者獲得の意義の理解

自クラブのファンが有料放送継続加入し、リーグ全体としても高い放映価値が見込める有料視聴者数に達している

経営チェックリスト【評価サマリー】
本シートは、”１）回答シート・個別スコア”シートの回答結果に基づく評価を表すレーダーチャートとなります

評価基準（４点満点、以下同）

実態認識 回答に基づく『ガイドライン』に対する実態認識評価

到達度認識 回答に基づく『目指すべき状態』に対する実態認識評価

取組実態 回答に基づく『重要な取り組み』に対する取組実態評価

経営総合評価

ガイドライン 目指すべき状態 重要な取り組み

実態認識 到達度認識 取組実態

フットボール 4.0 4.0 4.0

施設 4.0 4.0 4.0

to C 4.0 4.0 4.0

事業強化 4.0 4.0 4.0

経営基盤 4.0 4.0 4.0

サステナビリティ 4.0 4.0 4.0

ガイドライン 目指すべき状態 重要な取り組み

実態認識 到達度認識 取組実態

フットボール 強化 4.0 4.0 4.0

育成 4.0 4.0 4.0

普及 4.0 4.0 4.0

競技運営 4.0 4.0 4.0

ガイドライン 目指すべき状態 重要な取り組み

実態認識 到達度認識 取組実態

to C ファンエンゲージメント 4.0 4.0 4.0

集客・チケット販売 4.0 4.0 4.0

試合演出・イベント運営 4.0 4.0 4.0

有料視聴者獲得 4.0 4.0 4.0

プロモーション 4.0 4.0 4.0

広報 4.0 4.0 4.0

デジタル基盤整備 4.0 4.0 4.0

ステークホルダー対応 4.0 4.0 4.0

ブランドマネジメント 4.0 4.0 4.0

ガイドライン 目指すべき状態 重要な取り組み

実態認識 到達度認識 取組実態

事業強化 スポンサー営業 4.0 4.0 4.0

商品化事業 4.0 4.0 4.0

新規事業 4.0 4.0 4.0

海外戦略 4.0 4.0 4.0

ガイドライン 目指すべき状態 重要な取り組み

実態認識 到達度認識 取組実態

経営基盤 経営監督(ガバナンス） 4.0 4.0 4.0

意思決定(ガバナンス） 4.0 4.0 4.0

内部統制(ガバナンス） 4.0 4.0 4.0

資本政策 4.0 4.0 4.0

計画管理 4.0 4.0 4.0

組織設計 4.0 4.0 4.0

人事労務 4.0 4.0 4.0

財務 4.0 4.0 4.0

法務 4.0 4.0 4.0

コンプライアンス 4.0 4.0 4.0

クライシスマネジメント 4.0 4.0 4.0

ガイドライン 目指すべき状態 重要な取り組み

実態認識 到達度認識 取組実態

施設 スタジアム整備・利活用 4.0 4.0 4.0

トレーニング施設整備・利活用 4.0 4.0 4.0

サステナビリティ 気候アクション 4.0 4.0 4.0

インクルーシブ 4.0 4.0 4.0

地域コミュニティ 4.0 4.0 4.0
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